
～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

① 145

決算(千円)
区　　　　　分

-情報公開・個人情報保護制度の理解度

有

全市民

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

74,484

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

国  補  助  率

0.02人

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

互井　満事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)情報公開・個人情報保護の適正な運用

第２節　情報公開の推進

会計区分第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

令和元年5月27日

吉川市情報公開条例、吉川市個人情報保護条例

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

19歳平成12年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

総務管理費

一般管理費

まちづくり目標

情情報報公公開開及及びび個個人人情情報報保保護護事事業業
事前評価日

事  業   区  分

情報公開及び個人情報保護事業

基

本

事

項

計画名

20110505

歳
出
予
算
科
目

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

有

0.02人

0.24人

・市民が情報公開請求を利用し、市の情報に適切にアクセスできる
ようになる。
・市民が保有個人情報開示請求を利用し、市が保有する当該市民
の個人情報に適切にアクセスできるようになる。
・市民のプライバシーが保護される。

有 無

公文書公開請求
保有個人情報開示請求

正職員間接投入人員

0.24人

1

46

平成30年度

-528

令和2年度

74,771

2,363

2,097

実績値

1

2,363

1

吉川市単独

計画(見込)値

58

100.00
100.00

1

40

職員に対して制度研修を実施した回数

100.00

-528

40

2,375吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

2,365

適正な情報公開・個人情報開示率

2,363

1

Ｄ

Ｂ

特
定
財
源

目標(見込)値

72,953

住民基本台帳人口

③

区分

100.00

85研修を受けた職員の理解度測定の平均点数 85
85

平成29年度

100.00

-

1

未設定

全庁共通事務支援事業

総務費

0.24人

予算(千円)

直  接  事  業  費

2,164

0.2人

1,702人　　　件　　　費

202

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

352

0.03人

2,141

款 項

目

2,011

令和3年度

20110506

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

目

的

201104

0.02人

単　位

50

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

85

①

352

①
開示等請求に対して法定期限内に開示等を決定したものの割合

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

③

情報公開・個人情報開示等をした件数（申出、簡易開示を含む） 62

情報公開・個人情報保護制度研修の実施回数
回

81

2,375

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

72,877

73,706

1,8472,365

受益者負担額（使用料・手数料等）

受益者負担率（⑩÷⑤）

⑧

%

点

目

標

設

定

・

実

績

50

2011 04

総務部 庶務課 文書担当

No.

73,014

50

72,450

活

動

指

標

実績値

①

件

②

成
果
指
標

②

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

情報公開請求、個人情報開示請求が増えてきている。適正
な運用を図るため、引き続き職員に対して研修を実施してい
く必要がある。

-0.01

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.24人

情報公開・個人情報開示等件数

100.00

②

2,492

市　      　  債

全市民

そ   　の    他 

100.00

1

100.00

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段） 実績値

85

人

1

74,813

投

入

資

源

-0.04

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

2,011

1,847

351

・情報公開・個人情報保護制度について、市民に対し適切な
説明を行う。
・市民に情報公開・個人情報保護制度を利用してもらう。
・市が条例等に基づき個人情報の管理を適切に行う。

2,492

-133

全年齢

正職員直接投入人員 0.24人

国  庫　支　出　金

②

令和3年度

④

計画(見込)値

2,363

-395

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全額補助

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.03人 0.03人

00対象年齢

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

279

対
象
指
標

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

１　情報公開・個人情報開示請求件数

２　情報公開・個人情報保護制度研修

改善実施済 検討中 　改善未実施

区分 請求件数

情報公開 23件

個人情報開示 39件

開催回数 参加者数

1回 59人

平成29年度

単　　位

100.00%

円／件

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

結

果

効
率
性

成
果
結
果

情報公開・個人情報開示等件数

情報公開・個人情報保護制度を適正に運用するため、職員に対する研修を引き続き実施していく。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

費用のほとんどが情報公開・個人情報保護審査会の開催にかかる経費であり、必要最小限しか開催しないた
め、コストの改善は見込めない。公文書の公開請求及び保有個人情報の開示請求の手数料を徴する自治体
は、少数である。

広報紙等で周知することにより、情報公開・個人情報保護制度について理解が深まり、成果向上が見込める。
市政への参画も見込めるようになる。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合 廃止・休止

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

市の保有する情報を公開することは市の責務であるため、役割、対象・手段、意図ともに妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

活
動
結
果

業

績

評

価

目
標
達
成
度

40,954

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

-27.26%

100.00%

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段) 令和元年度

145.00%①

適正な情報公開・個人情報開示率

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

29,789

★★★★★

124.00%

★★★★★

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★★

コストが減少してい
る

達成された

★★★★★

令和元年度

今後の方針

コスト改善の余地

区分 成果・効率性向上度のポジション

二
次
評
価

課題と
今後の改善策

情報公開・個人情報開示等件数

 改善のうえで継続

評価判断理由（特記事項）区　　　分

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★★

①

今後の方針

官

民

役

割

分

担

評

価

　効率化     縮　小

終了・完了

職員に対して、情報公開・個人情報保護制度について、研修を実施している。

↑

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

改

革

改

善

終了・完了

一 次 評 価 日

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

達成された達成された

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

115.00%

増加することが良いとされる指標

達成された

実施主体の妥当性

　　  妥当   　　 要検討

令和2年6月22日

互井　満

100.00%

廃止・休止

   拡　大

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
市の保有する情報を公開することは市の責務であるため、役割、対象・手段、意図ともに妥当である。

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

Copyright(C)2019 Yoshikawa City office.all rights reserved

― 44 ― ― 45 ―

総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

有 無 市ホームページ管理運営事業

市広報紙の作成

正職員間接投入人員

2.55人

372,000

12

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

行財政改革大綱

目

的

101201有

全市民

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

-141

30,709

73,014

30,668

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

岡﨑　久詩事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(2)広報の充実

第１節　広聴・広報の充実

会計区分第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

令和元年5月27日

一部委託 印刷製本

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

63歳昭和30年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

総務管理費

文書広報費

まちづくり目標

広広報報よよししかかわわ等等発発行行事事業業
事前評価日

事  業   区  分

広報よしかわ等発行事業

基

本

事

項

計画名

86.90

366,000

12

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

7,120

0.32人

22,365

③

款 項

目

令和2年度

施設などへの配置箇所数 34

1,296

10120101

歳
出
予
算
科
目

90.00

0.3人

平成30年度

-370

区分

22,045

%

か所

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

12

31,416
30,216

成
果
指
標

公共施設や銀行、病院などへの設置個所数

平成29年度

79.20

34

372,000

広報よしかわ掲載内容や情報量への市民満足度

34

27,869

366,000

74,771

40

広報よしかわを年間に発行した部数

90.00

1,605

34

372,000

吉川市単独

72,450

全額補助

1,746

計画(見込)値

12

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.32人 0.32人

00対象年齢

未設定

広報事業

総務費

2.55人

予算(千円)

直  接  事  業  費

24,603

2.55人

22,045

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.3人

有

0.3人

2.5人

市の施策、事業、サービス、施設、その他市内の出来事や市
に関する情報が得られるようになる。

単　位

12

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

40

①

7,180

①
市民意識調査（満足÷全回答者数）+（どちらかといえば満足÷全回答者）

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

90.00

74,484

広報よしかわを年間に発行した回数

Ｄ

12

目標(見込)値

73,561

発行部数
部

③

34

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

29,667

⑧

30,536

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

世帯
全世帯

72,877

73,706

28,42030,341

国  補  助  率

31,784

活

動

指

標

実績値

28,790吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

1012 01

政策室  広聴広報担当

No.

人　　　件　　　費

7,181

1,296

29,225

-1,642

市　      　  債

全市民

23,686

そ   　の    他 

実績値

-511

12

住民基本台帳人口

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

31,434

広報紙等の紙媒体は、インターネット利用者が増加しても行
政情報を得る有効な手段として幅広い世帯で購読されてい
る。

-0.02

目標(見込)値

29,782

平成30年度
目標(見込)値

2.75人

31,141

発行回数

④

①

回

計画(見込)値

90.00

74,813

投

入

資

源

-0.18

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

1,443

令和3年度

29,007

実績値

27,929

1,620

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

372,000

40

79.70

366,000

90.00

②

全世帯数

人

366,000

12

正職員直接投入人員 2.73人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

22,045

30,025

8,262

担当課からの原稿や取材を通して得た情報を編集した情報
誌（冊子）を発行し、公共施設への設置や自治会を通じて全
世帯へ配布する。

30,627

1,130

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

29,165

① 7,9806,850

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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②

改善実施済 検討中 　改善未実施

結

果

令和元年度単　　位

88.56%

掲載内容の充実および改善によって成果向上の余地はある。広報紙は市民への情報公開・提供を行うもので、
上位施策に貢献している。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

83
効
率
性

成
果
結
果

円／部

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

発行部数

１　広報よしかわ
　・発行状況
　　発行回数：年12回（毎月1日発行）
　　発行部数：年372,000部（月31,000部）
　　規格：A4版、1色刷り、24ページ(10月、4月号は28ページ) ※年16ページカラー

２　「マチイロ」登録者数
　　　　平成30年3月31日現在　1005人
　　　　平成31年3月31日現在　1204人（199人増）
　　　　令和2年3月31日現在　1664人（460人増）

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

広報紙は主に行政情報を市民に提供するために発行するもので、市が実施すべきであるとともに、市でなけれ
ばできない事業である。全市民、全世帯への情報発信が必要であり、インターネットを通じた情報提供手段が普
及していても紙による情報提供も必要であるため広報紙の発行は妥当である。市の施策や事業、市民サービス
および市民活動などの情報を掲載することで、市民は様々な市政情報を得ることができるため当事業は必要で
ある。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

広告枠を効果的配置するなどし申し込み者を増加させ収入を増加させる余地はあるが、発行部数の増加や近
年の紙の高騰などからコスト改善は難しい。また、市政情報を広く市民全体に伝えるものであり受益者負担に馴
染まない。

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

廃止・休止

     縮　小

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

-3.26%

88.00%広報よしかわ掲載内容や情報量への市民満足度

成果・効率性向上度のポジション

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

81

★★★★★

100.00%

★★★★★

令和元年度

100.00%①

平成29年度

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★

コストが若干減少
している

達成された

★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★

発行回数

   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

平成27年よりスマートフォンで読むことのできるよう「マチイロ」による配信を開始した。平成28年7月号から、より多くの情報を市民に伝えるため
4ページ増加させ、平成29年度より年数回一部カラーページを導入した。さらに平成30年度からは特集記事を掲載し、それに合わせた表紙にす
る、令和元年度からは5段組のレイアウトを採用しより自由度の高い魅力的な紙面づくりをし、より手に取ってもらえるよう情報提供に努めた。

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

　効率化

↗

終了・完了

概ね達成された概ね達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

100.00%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

岡﨑　久詩

評価判断理由（特記事項）

概ね達成された

実施主体の妥当性

96.56%

廃止・休止

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
広報紙は主に行政情報を市民に提供するために発行するもので、市が実施すべきであるとともに、市でなけれ
ばできない事業である。全市民、全世帯への情報発信が必要であり、インターネットを通じた情報提供手段が普
及していても紙による情報提供も必要であるため広報紙の発行は妥当である。市の施策や事業、市民サービス

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

Copyright(C)2019 Yoshikawa City office.all rights reserved
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 0.42人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

4,332

6,203

1,892

市に関する情報を記者発表などの方法により、記者クラブに
所属している報道機関等に提供する。また、市民と協働で市
の情報や市の魅力をエフエムこしがやを通じ発信する。

5,461

405

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

6,184

① 1,8711,466

人

121

26
52

4

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

140

5.00

60

140

84

②

実績値

6,010

74,813

投

入

資

源

0.08

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

5,461

84

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

52

行政情報以外の地域・市民活動その他の情報収集を強化
し、発信する必要がある。

0.01

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.67人

記者会見開催数

④

①

回

計画(見込)値

人　　　件　　　費

1,014

6,010

682

市　      　  債

全市民

3,650

そ   　の    他 

実績値

1,087

4

住民基本台帳人口

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

1012 03

政策室  広聴広報担当

No.

回

活

動

指

標

実績値

5,116吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

⑧

5,116

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

72,877

73,706

6,2036,944

国  補  助  率

6,944

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

52

52

年間に市長記者会見を開催した回数

Ｄ

4

目標(見込)値

73,561

マスメディアへの情報提供回数
件

③

4.50

単　位

4

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

5.00

①

1,678

①
新聞への掲載及びテレビにより放送された件数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

84

74,484

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.07人 0.05人

00対象年齢

未設定

広報事業

総務費

0.5人

予算(千円)

直  接  事  業  費

5,930

0.5人

4,332

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.06人

有

0.06人

0.4人

市政情報その他市民に関する情報がマスメディアを通じて得
られるとともに、市内外に報道されることによって、市の知名
度やイメージが向上する。

マスメディアを通じて市民へ情報提供された件数

-

6,184

140

74,771

5.00

マスメディアへ情報提供した件数（記者会見含む）

84

エフエムこしがやでラジオ放送した回数

ラジオ放送回数

3.80

140

吉川市単独

72,450

全額補助

計画(見込)値

4

平成29年度

54

-

52

140

ラジオ放送を｢聴いている｣｢ときどき聴いている｣人の割合

4

成
果
指
標

84

0.06人

平成30年度

1,087

26

区分

4,332

件

%

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
53

130

4

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

1,852

0.05人

3,569

③

款 項

目

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

令和2年度

ラジオ放送聴取率 -

10120301

歳
出
予
算
科
目

52

有

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

岡﨑　久詩事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(2)広報の充実

第１節　広聴・広報の充実

会計区分第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

令和元年5月27日

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

-特定不可 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

総務管理費

文書広報費

まちづくり目標

パパブブリリシシテティィ事事務務
事前評価日

事  業   区  分

パブリシティ事務

基

本

事

項

計画名

無 広報よしかわ発行事業

パブリシティ事業

正職員間接投入人員

0.5人

131

4

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

目

的

101203有

直接の対象：マスメディア
最終的な対象：全市民

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

73,014

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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②

１　市長記者会見実施日

5月23日、8月28日、11月25日、2月19日

２　マスメディアへの月別情報提供件数

改善実施済 検討中 　改善未実施

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

累計 8 9 10 8 12 9 11 18 9 13 14 10 131

達成度がやや低い

実施主体の妥当性

63.10%

廃止・休止

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

92.86%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

岡﨑　久詩

評価判断理由（特記事項）

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

達成度がやや低い達成度がやや低い

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

終了・完了

↓

　効率化   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

記者クラブへの情報提供と同時に全庁職員にも周知することで職員間の情報共有や意識啓発を行った。記事提供に不慣れな職員と広聴広報
担当が共同でプレスリリースを作成し情報発信を行うことで、情報発信の習慣づけに努めている。
また、平成29年10月よりエフエムこしがやで吉川市のラジオコーナーを開始し、市民と協働で市の魅力やイベント情報などを提供した。

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

マスメディアへの情報提供回数

　　  あり　     　なし

概ね達成された

★★★

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに見直しが必要

★★★

コストが増加してい
る

概ね達成された

★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段) 令和元年度

86.43%②

平成29年度

 現状のまま継続

★★★★

令和2年5月28日

47,348

★★★★

93.57%

★★★★

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

概ね達成された

平成30年度

平成30年度

11.99%

64.29%マスメディアを通じて市民へ情報提供された件数

成果・効率性向上度のポジション

廃止・休止

     縮　小

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

より多くの市民に提供されるが、突出した必需性が見当たらな
いサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

市の施策や事業、市内の話題や市民に関する情報など、市が有する情報を提供することから、市が行うべき事
業である。市の施策等が新聞社等から報道されることは、情報提供内容の客観性が高まり、広く周知されること
になるため、手段は妥当である。市民がマスメディアを通じて情報取得できることは、市の情報を取得する手段
が拡大されることになり、また市のイメージアップは市に愛着・誇りを持つこと等につながると考えられ、意図は
妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

広聴広報担当職員の情報収集能力の向上と担当課職員による情報発信の習慣化が課題であるため、広聴広報担当が市全体の動きなどをを
日頃から意識するよう努める。また､担当課が情報発信を多く行うことで他部署が触発されるなど相乗効果が期待されるため､引き続きプレスリ
リースの共同作成を進める｡またラジオについては引き続き認知度及び聴取率の向上に努める｡

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

取材や報道機関への対応にともなう人件費であるため、コスト改善の余地はない。また、市政情報を広く市民全
体に伝えるものであり受益者負担に馴染まない。

行政情報以外の民間企業や市民に関する情報の取材、収集に努めることにより、情報提供数の増加を見込む
ことができるため、成果向上の余地はある。市の施策や事業を、マスメディアを通じて市民をはじめ広く社会に知
らしめることができ、上位施策に貢献している。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

42,278
効
率
性

成
果
結
果

円／件

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

マスメディアへの情報提供回数
結

果

令和元年度単　　位

71.43%

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
市の施策や事業、市内の話題や市民に関する情報など、市が有する情報を提供することから、市が行うべき事
業である。市の施策等が新聞社等から報道されることは、情報提供内容の客観性が高まり、広く周知されること
になるため、手段は妥当である。市民がマスメディアを通じて情報取得できることは、市の情報を取得する手段

　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

0.01人

決算(千円)
区　　　　　分

吉川市単独

計画(見込)値

5

有

0.02人

多くの市民が参加し、テーマに沿った意見や提案を市へ伝え
ることができるようになる。

有 無 市民の声事務

正職員間接投入人員

0.01人

2

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

岡﨑　久詩事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)広聴の充実

第１節　広聴・広報の充実

会計区分第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

令和元年5月27日

市長キャラバン実施要綱

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

3歳平成27年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

総務管理費

文書広報費

まちづくり目標

市市長長キキャャララババンン事事業業
事前評価日

事  業   区  分

市長キャラバン事業

基

本

事

項

計画名

未設定

広聴事業

99

令和3年度

総務費

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

21

159

③

款 項

目

令和2年度

歳
出
予
算
科
目

00対象年齢

目

的

101208有

40

平成30年度

5

区分

0.01人

77

40

平成29年度

28

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

6

40

74,484

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

国  補  助  率

80

単　位

6

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

98

74,771

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

活

動

指

標

実績値

78吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

③

成
果
指
標

目

標

設

定

・

実

績

人
40

⑩

②

72,450

全額補助

73,014

6

県  支  出  金

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

78

県  補  助  率

⑦

⑥

⑧

市長キャラバン開催回数

一部補助Ｄ

参加者数

77

1012 07

政策室  広聴広報担当

No.

98

0

市　      　  債

全市民

78

そ   　の    他 

実績値

5

72,877

73,706

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

市長キャラバンを行う事業の選定や市民ニーズに沿った
テーマの設定、また意見聴取方法など実施方法の最適化が
課題である。

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.01人

開催回数

④

①

191

74,813

投

入

資

源

0

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

実績値

98

目標(見込)値
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

73,561

24

40

②

①
市長キャラバン参加者数（1回あたり）

人

計画(見込)値

補助事業の上乗せ・横出しあり

回

24

6

正職員直接投入人員 0.01人

国  庫　支　出　金

②

6

8380

6

住民基本台帳人口

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

77

83

32

市長と職員が地域を回り公共施設などを会場とし市民から
テーマに沿った意見やアイデアを聴き取る。

191

5

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

98

① 5直  接  事  業  費

80人　　　件　　　費

予算(千円)

21

全市民

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

市長キャラバン実施回数

改善実施済 検討中 　改善未実施

平成29年度

令和元年度単　　位

60.00%

15,532
効
率
性

成
果
結
果

No. 開催日 会場 参加者数 テーマ

1 5月19日(日)

円／回

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

29

19 　　　　　　　　〃

4 11月21日(木) 総合体育館小会議室 16 　　　　　　　　〃

5 11月27日(水) 中央公民館301,302 9

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

引き続きテーマの選定、実施時期・方法・回数などについて、担当課と十分にを調整を図り事業を実施する。

↑開催回数

  改善のうえで継続

 効率化　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

より多くの市民が参加しやすくなるように、広報よしかわや市公式ホームページなどによる周知の他、さまざまな開催場所、曜日、時間帯を設
定した。

妥

当

性

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

より多くの市民に提供されるが、突出した必需性が見当たらな
いサービス

　　　　　　　　〃

 改善のうえで継続

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

主なコストは人件費であるが、円滑な事業運営には不可欠なことから、これ以上のコスト削減は難しい。

市民農園の再整備について

合計 145

   拡　大

二 次 評 価 日

 現状のまま継続

★★★★

令和2年5月28日

13,803

★★★★★

100.00%

★★

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

概ね達成された

平成30年度

平成30年度

-11.13%

70.00%

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

効率性の維持と成果の改善が必
要

★★★

コストが減少してい
る

達成された

★★★

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

参加者数

活
動
結
果

①

課題と
今後の改善策

美南小学校体育館 68 美南小学校の児童数等について

2

成果・効率性向上度のポジション

行政関与の
妥当性

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

達成度が低い

★★★

①

今後の方針

コスト改善の余地

有
効
性

令和元年度

83.33%

5月23日(木) 〃

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし成果向上の余地

役割分担

開催回数

改

革

改

善

廃止・休止今後の方針

     縮　小

説   明

結

果

　効率化

3 11月16日(土) 美南地区公民館 4 総合運動公園について

終了・完了

12月18日(土) 市民農園研修室

参加者平均数(小数点以下切り捨て） 24

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

終了・完了

6

岡﨑　久詩

評価判断理由（特記事項）

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

33.33%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

業

績

評

価

目
標
達
成
度

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

市が計画する重要な事業の初期段階等において、市長が直接市民と意見交換を行う事業であり、実施主体及
び対象・手段は妥当である。また、市民にとっても直接市長に対して意見や提案を伝えることで主体的にまちづく
り参加できるため、意図も妥当である。

より参加しやすく意見を出しやすいよう環境設定や運営方法を工夫することにより成果向上の余地はある。ま
た、市民の意見を市政へ反映させるための事業であることから、上位施策への貢献度は高い。

区　　　分

　　  あり　     　なし

達成度がやや低い

実施主体の妥当性

区分

60.00%

廃止・休止

達成度がやや低い達成度がやや低い

二
次
評
価

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
市が計画する重要な事業の初期段階等において、市長が直接市民と意見交換を行う事業であり、実施主体及
び対象・手段は妥当である。また、市民にとっても直接市長に対して意見や提案を伝えることで主体的にまちづく
り参加できるため、意図も妥当である。

　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

有 無

当初予算編成
補正予算編成

正職員間接投入人員

2.71人

90,125

856,426

20210102

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

行財政改革大綱

目

的

202101有

（直接の対象）　一般会計及び特別会計
（最終的な対象）　市民

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

5,823

21

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

吉田　誠事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)計画的な財源配分

第５節　持続可能な財政運営

会計区分第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

令和元年5月27日

地方自治法、地方財政法、地方交付税法

一部委託 当初予算書印刷製本、財務会計

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

-特定不可 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

総務管理費

財政管理費

まちづくり目標

予予算算編編成成・・予予算算管管理理事事務務事事業業
事前評価日

事  業   区  分

予算編成・予算管理事務事業

基

本

事

項

計画名

1,185,972

39,361

1,650,000

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

270

4,336

0.21人

-2,323

21,255

③

款 項

目

令和2年度

20210101

歳
出
予
算
科
目

1,136,000

0.25人

4,296

平成30年度

-242

区分

22,896

千円

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

1,416,000

成
果
指
標

平成29年度

1,276,095

0

27,462

45,000

26

予算編成における財政調整基金繰入額

1,260,000

50,000

吉川市単独

補正予算による増減額

29

全額補助

計画(見込)値

573,379

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.26人 0.21人

00対象年齢

未設定

財政管理事務事業

総務費

2.71人

予算(千円)

直  接  事  業  費

27,408

2.71人

22,896

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.25人

有

0.25人

2.47人

・第５次総合振興計画に掲げる事業が着実に実施できるよ
う、効率的かつ効果的な財政運営を行う。
・市民が市の財政運営を理解する。

単　位

1,416,000

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

270

①
当該年度末における財政調整基金の残高

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

1,136,000

26

△ 125,730

目標(見込)値

24

財政調整基金の繰入額（取崩額）
千円

③

財政調整基金の年度末残高

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

6,659

⑧

27,724

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

28

29

27,48133,500

国  補  助  率

33,500

活

動

指

標

実績値

27,724吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

Ｄ

2021 01

総務部 財政課 財政担当

No.

人　　　件　　　費

269

27,462

2,083

市　      　  債

市議会へ上程した予算の会計数

4,339

20,813

そ   　の    他 

実績値

-242

1,482,000

市議会議案上程会計数（当初及び補正）

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

⑨

補　助　・　単　独　区　分

4,296

令和元年度

細目

・新庁舎建設や吉川中学校建設に活用した市債償還によ
り、公債費が増加している。今後、吉川美南駅東口周辺地
区土地区画整理事業や、公共施設の長寿命化など、財政
負担の大きい事業が見込まれる。

0.04

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

3.16人

歳入歳出補正予算額

④

①

千円

計画(見込)値

1,300,000

26

投

入

資

源

0.24

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

25,882

実績値

27,462

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

43,000

1,305,473

45,000

1,233,000

②

会計

29,381

1,416,000

正職員直接投入人員 2.47人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

22,896

27,481

288

・予算編成方針の決定、通知、財源調整、収支予測計算
・予算要求書の受領、ヒアリング、予算原案の作成
・市長査定、予算案の議会提案、議決
・議決後に予算公表

25,882

-2

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

27,462

① 250252

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

１　令和元年度一般会計予算額の推移

２　令和元年度末財政調整基金現在高

改善実施済 検討中 　改善未実施

（単位：千円）

平成30年度末現在高 取崩額 積立額 令和元年度末現在高

1,276,095 90,125 2 1,185,972

（単位：千円）

当初予算

補正額
最終予算額

現計第1号補正
（6月）

第2号補正
（参院補選）

第3号補正
（9月）

第4号補正
（12月）

第5号補正
（3月）

第6号補正
（新型コロナ対策）

25,433,000 138,046 22,945 161,521 136,150 △ 602,992 18,600 25,307,270

結

果

令和元年度単　　位

100.42%

　全職員が効率的な事務の実施に努めるほか、国県補助金及び交付税措置のある有利な地方債の活用を図る
こと等により、財政調整基金残高の確保につながることから、成果向上の余地はある。
　また、限られた財源を賢く使うことにより、第５次総合振興計画に掲げる事業の推進につながることから、上位
施策への貢献度はある。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

48
効
率
性

成
果
結
果

円／千円

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

歳入歳出補正予算額

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

　役割分担については、地方自治法に基づき、自治体が行う事務である。
　予算要求のあった事業を対象として、財源に照らし合わせて真に必要な事業を精査し、効率的かつ効果的な
財政運営を行うことにより、第5次総合振興計画に掲げる事業の推進につながる。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

　効率的かつ効果的な財政運営ができるよう、事務事業評価を踏まえた予算編成を行う。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

　コストの大部分が人件費であるが、事務の効率化等により、一定のコスト改善の余地はある。
　また、内部管理的事務事業であるため、受益者負担適正化の余地はない。

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

廃止・休止

     縮　小

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

-552.05%

101.28%財政調整基金の年度末残高

成果・効率性向上度のポジション

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

-219

★★★★★

208.88%

★★★★★

161.31%①

平成29年度

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★

コストが減少してい
る

達成された

★★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★★

   拡　大

歳入歳出補正予算額

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

　庁内の全事務事業において、効率的な行財政運営を進め、PDCAのマネジメントサイクルを確立させるため、平成24年度から予算科目と事務
事業評価事業の統一を図った。

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

令和元年度

　効率化

↑

終了・完了

達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

148.10%

減少することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

吉田　誠

評価判断理由（特記事項）

概ね達成された

実施主体の妥当性

96.19%

廃止・休止

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
　役割分担については、地方自治法に基づき、自治体が行う事務である。
　予算要求のあった事業を対象として、財源に照らし合わせて真に必要な事業を精査し、効率的かつ効果的な
財政運営を行うことにより、第5次総合振興計画に掲げる事業の推進につながる。

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

Copyright(C)2019 Yoshikawa City office.all rights reserved
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 2.31人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

13,846

87,807

76,304

・庁舎の日常点検や、電気、空調設備等の点検及び保守委
託を行う。
・日常・定期点検、窓ガラス清掃及び保険への加入を行う。
・守衛業務による休日、夜間警備を行う。

96,132

-2,462

2,146

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

92,219

156

① 73,96276,423

付属棟、駐車場、駐輪場等

㎡

244

365

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

240

0

244

0

②

実績値

92,219

7,488.27

投

入

資

源

-0.67

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

96,132

0

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

15,191.07

・管理対象範囲の拡大
・設備機器の増大
・総合案内業務の開始
・市民への会議室貸出の開始

-0.04

目標(見込)値

7,562.05

平成30年度
目標(見込)値

0.75人

15,191.07

守衛業務の実施日

④

①

日

計画(見込)値

人　　　件　　　費

46,799

92,219

-5,569

市　      　  債

管理対象面積（庁舎棟）

19,415

そ   　の    他 

実績値

-156

-7,875

365

庁舎棟

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

2022 01

総務部 財政課 管財担当

No.

活

動

指

標

実績値

95,682吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

7,562.05

⑧

95,682

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

㎡
管理対象面積（付属棟、駐車場、駐輪場等）

7,488.27

7,488.27

87,80751,145

国  補  助  率

51,145

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

庁舎管理にかかる業務委託の履行日

Ｄ

366

目標(見込)値

2,921.08

日常目視点検の実施日
日

③

単　位

366

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

78,373

①
管理不足による庁舎内での事故発生件数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

0

7,488.27

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.06人 0.19人

-対象年齢

未設定

庁舎管理事業

総務費

1.64人

予算(千円)

直  接  事  業  費

6,491

1.64人

13,846

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.15人

有

0.15人

2.31人

来庁者及び職員が安全かつ快適に庁舎を利用できるように
する。

庁舎内における事故発生件数

92,219

244

7,488.27

市役所開庁日における職員による目視点検実施日

0

242

吉川市単独

2,921.08

全額補助

計画(見込)値

365

平成29年度

0

242

365

15,191.07
15,191.07

成
果
指
標

0

0.15人

平成30年度

-7,875

区分

13,846

件

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
0

244

365

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

78,373

0.19人

19,828

③

款 項

目

令和2年度

20220101

歳
出
予
算
科
目

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

吉田　誠事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)公有財産の適正管理

第６節　公有財産の適正管理

会計区分第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

令和元年5月27日

吉川市役所庁内管理規則

一部委託 清掃、警備等の委託

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

1歳平成30年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

総務管理費

財産管理費

まちづくり目標

庁庁舎舎管管理理事事業業
事前評価日

事  業   区  分

庁舎管理事業

基

本

事

項

計画名

有 無 公有財産管理事業

庁舎修繕
庁舎会議室等の貸出し

正職員間接投入人員

1.64人

240

365

20220102

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

目

的

202201有

・来庁者及び市民
・庁舎、施設及び設備

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

-

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

15,191.07

7,488.27

15,191.07

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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②

改善実施済 検討中 　改善未実施

達成された

実施主体の妥当性

100.00%

廃止・休止

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

100.00%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

吉田　誠

評価判断理由（特記事項）

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

終了・完了

↗

　効率化   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

特定規模電気事業者との電力供給契約や自家用電気工作物の保安管理、機械警備等の委託業務を庁舎以外の公共施設と合わせて一括契
約するなど、経費の削減を図っている。

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

日常目視点検の実施日

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★★

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★★

コストが若干減少
している

達成された

★★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段) 令和元年度

100.00%②

平成29年度

来庁者及び市民が安全で快適に庁舎を利用できるよう、日常点検等を継続する。

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

365,864

★★★★★

100.00%

★★★★★

有
効
性

単  位
当たり
コスト

減少することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

-6.70%

100.00%庁舎内における事故発生件数

成果・効率性向上度のポジション

廃止・休止

     縮　小

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

経常業務の度合が高く、かつ行政上の専門知識を必要としない
サービス

より多くの市民に提供されるが、突出した必需性が見当たらな
いサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

役割分担については、市が所有及び使用している庁舎の施設及び設備のため、市が管理する必要がある。
対象・手段については、民間委託が効果的な機械、電気、空調設備等の点検や清掃、守衛業務等を委託により
行っている。また、庁舎の日常点検については、職員が行っている。
意図については、庁舎の管理担当課として、来庁者や職員が安全かつ快適に利用できる環境を整えることが必
要である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

新庁舎に移転後、庁舎が広くなったことで、火災時の避難誘導等においては、庁舎管理部門以外の職員の協力が不可欠である。そのため、職
員の避難訓練や説明会などを通じ、職員の防災に対する意識を高める必要がある。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

コスト改善の余地については、空調機や照明など、使用していない部屋の電源オフを徹底すること等でコスト改
善の余地はある。
受益者負担の適正化余地については、来庁者へ求めるものではなく、行政財産目的外使用料として、市が定め
た金額を徴収している。

成果向上の余地については、来庁者の利便性や安全確保等に取り組んだ結果、庁舎の不具合による事故発生
件数は0件であり、引き続き現在の水準を維持する。
上位施策への貢献度については、公有財産の適正な管理につながるものであり有効である。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

392,141
効
率
性

成
果
結
果

円／日

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

日常目視点検の実施日

１　庁舎管理における主な業務委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２　その他の取組
　　空調設備保守点検業務委託（H31.4～R2.3）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市民に庁舎会議室の貸し出しを実施  申請件数：46件 利用件数：51件
    空冷モジュールチラー保守点検業務委託（H31.4～R2.3）　　　　　　　　　　　　　　　　　　守衛を対象に避難訓練を実施
　　ファンコイルユニット保守点検業務委託（H31.4～R2.3）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 各フロア責任者向けに、庁舎避難時に関する説明会を実施
　　空気調和器保守点検業務委託（H31.4～R2.3）
　　電話交換及び庁内案内業務委託（H31.4～R2.3）
　　自家用電気工作物保安管理業務委託（H31.4～R2.3）
　　守衛業務委託（H31.4～R2.3）
　　清掃業務委託（H31.4～R2.3）
　　自動ドア点検業務委託（H31.4～R2.3）
　　雨水ろ過装置保守点検業務委託（H31.4～R2.3）
　　直流電源設備保守点検業務委託（H31.4～R2.3）
　　機械警備業務委託（H31.4～R2.3）
　　消防設備保守点検業務委託（H31.4～R2.3）
　　シャッター点検業務委託（H31.4～R2.3）
　　空調用自動制御設備保守点検業務委託（H31.4～R2.3）
　　エレベーター保守点検業務委託（H31.4～R2.3）
　　建築物環境衛生管理業務委託（H31.4～R2.3）

結

果

令和元年度単　　位

100.00%

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
役割分担については、市が所有及び使用している庁舎の施設及び設備のため、市が管理する必要がある。
対象・手段については、民間委託が効果的な機械、電気、空調設備等の点検や清掃、守衛業務等を委託により
行っている。また、庁舎の日常点検については、職員が行っている。

　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

　

正職員直接投入人員 0.04人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

309

11,829

13,110

市街化調整区域を運行するバス事業者に対して、運行経費
の一部（赤字分の一部を補填）を補助する。

13,427

-1,309

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

14,103

① 11,52012,829

市内の市街化調整区域内にバス路線を運行する事業者の数

人

12,829

4

②

13,110

620,139

13,814

670,000

②

Ｂ
　
特
定
財
源

補助要綱に基づき運行費補助を行った事業者の数

Ｄ

14,103

実績値

14,103

74,813

投

入

資

源

0

⑤

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

4

高齢社会、環境問題への意識の高まりから、公共交通機関
による移動手段の確保が重要となってくる。

目標(見込)値

4

平成30年度
目標(見込)値

0.04人

4

運行費補助を行ったバス事業者数

④

600,000

令和3年度

13,427

人　　　件　　　費

13,144

14,103

-1

市　      　  債

総人口

311

そ   　の    他 

実績値

-1,310

4

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

①

社

計画(見込)値

1013 03

政策室  企画担当

No.

②

対
象
指
標

13,140

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

社
補助対象バス事業者数

72,877

73,706

11,82913,465 13,140吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

受益者負担率（⑩÷⑤）

毎年4月1日現在の総人口

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段） 実績値

受益者負担額（使用料・手数料等）

72,450

全額補助

トータルコスト計（①＋②＋③－④） 13,465

4

単　位

4

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

13,794

①
補助対象路線の年間乗車人数（1月から12月まで）

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

630,000

74,484

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

00対象年齢

未設定

公共交通機関整備改善推進事業

総務費

0.04人

予算(千円)

直  接  事  業  費

321

0.04人

309

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

13,794

317

款 項

目

路線バス運行経費補助金交付事務

正職員間接投入人員

平成29年度

657,830

13,794

73,014

4

成
果
指
標

604,480

13,144

4

増減額(千円)

4

4

2

目標(見込)値

72,953

活
 

動
 

指
 

標

4

⑧

74,771

国  補  助  率

-1,310

補助要綱に基づき交付した補助額

650,000
630,000

③

補助対象路線の利用者数

11,520

③

13,555

人

3

目

標

設

定

・

実

績

歳
出
予
算
科
目

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

13,794

吉川市単独

計画(見込)値

3

有

0.04人

バスが利用しやすくなり、市民が移動しやすくなる。

有 無

4

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

平成30年度

0.04人

309

令和3年度

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

荒川　泰弘事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(2)市内公共交通網の整備

第４節　充実した公共交通網の整備

会計区分第４章 躍動・活力・賑わいのまちづくり（地域振興部門）

令和元年5月27日

吉川市路線バス運行費補助金交付要綱

補助・負担等 市内の市街化調整区域を運行する路線バス事業者に対して補助金を支出する。

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

13歳平成18年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

総務管理費

企画費

まちづくり目標

路線バス運行費補助事業
事前評価日

事  業   区  分

路線バス運行費補助事業

基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

計画名

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

目
　
　
　
的

101303有

（直接の対象）市街化調整区域を運行するバス事業者
（最終的な対象）全市民

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

令和2年度

10130301

区分

運行費補助交付額
千円

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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②

路線バス運行費補助対象路線の状況

改善実施済 検討中 　改善未実施

事業者名 路線 系統距離（往復） 補助対象距離（往復） 年間輸送人数 補助額

単　　位

103.36%

1,024 →

平成29年度

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

成果・効率性向上度のポジション

7.8km
56,180人

令和元年度

125.00%

効
率
性

結

果

令和元年度

達成された

★★★★★

① 運行費補助を行ったバス事業者数

9.0km 135,864人 0千円

東武バスセントラル
吉川駅北口－三郷駅北口 20.0km

244,738人 0千円

ジャパンタローズ
吉川駅北口－旭公園球場南 21.8km 15.6km 35,197人 3,967千円

円／千円

活
動
結
果

業

績

評

価

目
標
達
成
度

成
果
結
果

　吉川美南駅周辺地域の市街地開発による人口増加や道路整備による速達性の向上から、路線バスの利用増
加が見込めるため、成果向上の余地がある。
　また、この事務事業は基本計画に掲げる「市内公共交通網の整備」を構成する主たる事務事業であることから
上位施策への貢献度は高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

終了・完了

課題と
今後の改善策

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

運行費補助交付額

0千円
吉川駅北口－平成園（循環） 10.9km 4.6km

グローバル交通

吉川駅北口－メディカル・マイ

 効率化

今後の方針

コスト改善の余地

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合
二
次
評
価

吉川駅北口－東埼玉テクノポリス北 16.8km

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

より多くの市民に提供されるが、突出した必需性が見当たらな
いサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

14.4km 7.4km 113,992人 346千円

吉川美南駅東口－メディカル・マイ
40.6km 32.2km

   拡　大

令和2年6月22日

事

業

評

価

成果向上の余地

役割分担

評　　価

上位施策への
貢献度

効
率
性

  改善のうえで継続

　同上

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

18,509人 7,207千円
吉川美南駅東口－吉川駅北口

茨城急行 吉川駅北口－エローラ（ゆめみ野東・北越谷駅） 17.7km 2.2km

二 次 評 価 日

　バス事業者は、事業性・収益性を考慮するが、路線バスの利用者が少ない地域住民の交通手段を確保する
役割は政策的に実現していく必要があるため、市がこの事業に取り組む役割分担については妥当である。
　また、人口の少ない市街化調整区域において路線バスの運行確保を図るためには、一定の経済的支援が必
要であり、対象・手段は妥当である。さらに、路線バスの運行を確保することは、市民の移動をより円滑にするも
のであるとともに、当市の都市機能を高めるものでもあることから、意図についても妥当である。

　新型コロナウイルス感染症に係る外出自粛等により公共交通利用者が減少していることから、公共交通事業の継続に向けた支援について検
討する必要がある。

　　  あり　　     なし

　補助対象の事業者に対する運行改善の提案や利用促進に取り組むことにより利用者の増加、ひいては収益
を高め、補助額を減少させることができることから、コスト改善の余地はある。
　また、バス事業者に対する運行経費補助の積算にあたっては運賃収入を控除する仕組みとなっているため、
さらに市民から受益者負担を求めるべきものではなく適正化の余地はない。

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

0.26%

101.20%補助対象路線の利用者数

　本事業と併せて、路線バスの利用促進を図り、持続可能な路線バス運行を目指す。また、新型コロナウイルス感染症の影響により公共交通
の利用者数が減少していることから、公共交通事業者の経営状況等を注視し、必要な対策を検討する。

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

1,027

★★★★★

150.00%

★★★★★

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★

コストがそれほど
変動していない

達成された

★★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

区　　　分

　　  あり　     　なし

   拡　大

妥

当

性

説   明

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

　路線バスを補完する目的で平成29年12月からタクシー利用料金助成事業を試行的に実施していることから、令和元年度から3年間事業延長
することとした。

荒川　泰弘

評価判断理由（特記事項）

改

革

改

善

区分

廃止・休止

     縮　小 　効率化

終了・完了

達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

125.00%

減少することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

①

今後の方針

概ね達成された

実施主体の妥当性

90.22%

廃止・休止

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
　バス事業者は、事業性・収益性を考慮するが、路線バスの利用者が少ない地域住民の交通手段を確保する
役割は政策的に実現していく必要があるため、市がこの事業に取り組む役割分担については妥当である。
　また、人口の少ない市街化調整区域において路線バスの運行確保を図るためには、一定の経済的支援が必

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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― 56 ― ― 57 ―

総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

Ｄ

2

平成29年度

72.60

80.00

1,735

-

アンケート調査の実施回数

60.00

対象者のうちタクシー利用助成券の交付を受けた者

タクシー利用料助成券の交付者数

2

2

101305有

比較的バスによる移動が不便な地域で、自身又は家族によ
る移動が困難な高齢者

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

荒川　泰弘事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(2)市内公共交通網の整備

第４節　充実した公共交通網の整備

会計区分第４章 躍動・活力・賑わいのまちづくり（地域振興部門）

令和元年5月27日

吉川市タクシー利用料金助成事業実施要綱

一部委託 タクシー利用助成券印刷

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

基

本

事

項

計画名

有

日常生活に必要な移動がしやすくなる。

有

まちづくり目標

タタククシシーー利利用用料料助助成成事事業業
事前評価日

事  業   区  分

タクシー利用料助成事業

事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

総務管理費

企画費

-

2

令和2年度

制度を「よい」と感じている利用者の割合 -

10130501

歳
出
予
算
科
目

600

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

「よい」と回答した人数/全回答者数×100

決算(千円)
区　　　　　分

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

目

的

区分

⑧

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

国  補  助  率

③

2

吉川市単独

計画(見込)値

3

0.04人

平成30年度

4,709

-

広報紙で周知した回数、対象者へ個別案内した回数

1,790

0.36人

正職員間接投入人員

0.37人

75.00

目

標

設

定

・

実

績
66.40

1,599

全額補助

%

%

0.04人

成
果
指
標

県  支  出  金

1,735

1,700

事務事業の性質

1,735

人

-
1

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.01人

500
③

766

対象地域に居住する75歳以上の住民

60.90

17,115

75対象年齢

令和2年度

公共交通機関整備改善推進事業

総務費

予算(千円)

直  接  事  業  費

0.37人

3,171

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

0.01人

2,934

款 項

目

75歳以上

2歳

0.01

令和3年度

無

タクシー利用料の助成

平成29年度

単　位

2

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

95.00

①

18,754

①
利用された助成券の枚数/発行した助成券の枚数×100

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

-

Ｂ

特
定
財
源

対
象
指
標

目標(見込)値

1,774

利用者及び未利用者へのアンケート
回

92.10

12,407

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

受益者負担率（⑩÷⑤）

タクシー利用料助成券の利用率

1013 05

政策室  企画担当

No.

人　　　件　　　費

21,925

298

市　      　  債

制度対象者

2,873

そ   　の    他 

実績値

⑥

4,709

2

50.00

①

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

④

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

-

高齢者の自動車運転事故が増加しており、公共交通の役割
は重要であるが、路線バス利用者の減少や運転手不足によ
り、路線バス事業者の運営も厳しい状況である。

0.03

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

制度周知のための広報
回

18,778

投

入

資

源

実績値

411
800

2

21,925

活

動

指

標

②

2-

75.00

②

541

②

- 89.80

補助事業の上乗せ・横出しあり

令和3年度

実績値

12,407吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

受益者負担額（使用料・手数料等）

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

-

計画(見込)値

95.00

正職員直接投入人員 0.36人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

3,171

17,115

15,844

タクシー利用料金の一部助成を行う。
利用されたタクシー助成券の相当額と手数料をタクシー事
業者へ支払う。

18,778

4,411

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

① 13,9449,533

人

2

-

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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③

１　周知活動

　（１）広報3月号による周知

　（２）翌年度対象者（1,835名）への個別通知（3月2日）

２　利用状況（令和元年度交付分）

　（１）交付者数　766名

　（２）利用率　　　66.4%

３　利用者アンケート

　（１）タクシー利用料金助成事業への評価

改善実施済 検討中 　改善未実施

令和元年度

121.80%

円／人

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性官

民

役

割

分

担

評

価

単  位
当たり
コスト

タクシー利用料助成券の利用率

成果・効率性向上度のポジション

満足している どちらでもない 満足していない

89.8% 5.2% 5.0%

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

-2.57%

121.00%

平成29年度

22,933
効
率
性

成
果
結
果

　平成29年度から令和2年度まで試行的に事業を実施していることから、利用者アンケートや移動実態調査を精査し、改善につなげる。

結

果

達成された

★★★★★

①

令和2年5月28日

タクシー利用料助成券の交付者数

　事業の有効性と事業内容の妥当性を検証するため、令和元年度に実施した利用者アンケートや移動実態調査を精査する必要がある。

事

業

評

価

評　　価

二
次
評
価

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

　　  あり　　     なし

　平成29年度より試行的に実施した事業であり、今後利用者アンケート等を精査し、検証する必要がある。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

上位施策への
貢献度

効
率
性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

      あり　　     なし

　平成29年度より試行的に実施した事業であり、今後利用者アンケート等を精査することで、成果向上の余地が
あると判断する。
　路線バスの補完となり、市民の円滑な移動に資する事務事業であることから、基本計画に掲げる「市内の公共
交通網の整備」への貢献度は高いものと判断する。

　試行的に事業を実施しているため、令和２年度までは、現状の事業を継続し、令和元年度に実施した利用者アンケートや移動実態調査を踏
まえ、検討会を設置し事業の検証を行う。

 現状のまま継続

説   明
　同上

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

特定の個人又は集団に提供されるが、日常生活に必要不可欠
なサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

二 次 評 価 日

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

今後の方針

妥

当

性

　バス路線を補完するために、市が比較的バス路線の不便な地域の交通弱者にタクシーによる移動支援をする
ことは役割分担及び対象・手段として妥当である。地域内の移動をより円滑にすることは、当市の都市機能を高
めるものであることから、意図としては妥当である。

　　  あり　　     なし

廃止・休止

22,343

★★★★★

100.00%

★★★★★

     縮　小

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

有
効
性

     縮　小

   拡　大

増加することが良いとされる指標

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★

コストが若干減少
している

達成された

★★★★★

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

★★★★★

改

革

改

善

↗

達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

制度周知のための広報

単　　位

令和元年度

150.00%①

　　  妥当   　　 要検討

　効率化

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

一 次 評 価 日

   拡　大

区　　　分

　　  あり　     　なし

活
動
結
果

業

績

評

価

  改善のうえで継続

100.00%

終了・完了

令和2年6月22日

荒川　泰弘

評価判断理由（特記事項）

88.53%

廃止・休止

概ね達成された

実施主体の妥当性

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
　バス路線を補完するために、市が比較的バス路線の不便な地域の交通弱者にタクシーによる移動支援をする
ことは役割分担及び対象・手段として妥当である。地域内の移動をより円滑にすることは、当市の都市機能を高
めるものであることから、意図としては妥当である。

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

Copyright(C)2019 Yoshikawa City office.all rights reserved
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 0.17人

国  庫　支　出　金

②

人

1

全年齢

⑦ 県  支  出  金

コ ス ト 対 象 外  (除外)

00対象年齢

平成30年度

2,043

①

⑥

投

入

資

源

0.04

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト 1,544

304

市　      　  債

対
象
指
標

①成
果
指
標

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

1,470

1,830

210

平成27年度に策定した吉川市まち・ひと・しごと創生総合戦
略の基本指標、重要業績評価指標（KPI）を、審議会におい
て検証し、各施策の進捗状況を把握するとともに、事業内容
等を改善し、地方創生を推進する。

1,717

21

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

1,476

0.02人

⑧

72,450

全額補助

40.80 市民意識調査「未来を生きる力」を子どもが身に付けていると感じる割合

1
-

1

補助事業の上乗せ・横出しあり

46.00

3

-

72,877

73,706

1,830

実績値

1,544

⑩

一部補助

1,717

審議会の開催回数
回

令和3年度

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

1

平成27年度に策定した総合戦略の計画期間が、令和元年
度までとなっていることから、令和元年度中に、国、県の改
定内容を踏まえ第2期の総合戦略について、切れ目なく、策
定する必要がある。

0

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.28人

本部会議の開催

④

①

回

計画(見込)値

1013 13

政策室  企画担当

No.

324

1

84.00

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

2,502

②

85.60

2

85.00

②

 市民意識調査「幸福度」で幸福・どちらかといえば幸福と回答する人の割合

吉川市まち・ひと・しごと創生総合戦略改定（策定）回数

改定または策定回数
③

3

-

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

単　位

1

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

46.00

①

74

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

複数年度

41.00

回

活

動

指

標

実績値

1,506吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

未設定

企画調整事業

総務費

0.21人

予算(千円)

直  接  事  業  費

2,484

0.21人

1,779人　　　件　　　費

18 5131

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

264

まち・ひと・しごと創生総合戦略（総合戦略の策定）

0.17人

款 項

目

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

個別計画の
位置付け

吉川市まち・ひと・しごと創生総合戦略

目

的

101313有

（直接の対象）総合戦略
（最終的な対象）市民

36.90
46.00

44.00

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.03人 0.02人0.02人正職員間接投入人員

受益者負担額（使用料・手数料等）

受益者負担率（⑩÷⑤）

84.50

1

区分

1,779

%

%

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
87.30

1

1

1

 吉川市の子どもの「未来を生きる力」に関する調査 42.00

87.20

歳
出
予
算
科
目

1

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

有

0.02人

0.17人

（直接的な対象）将来の吉川市が活力を維持したまま、更な
る発展を達成できるような実効性あるものになってほしい。
（最終的な対象）将来人口の増加、幸福度の向上

有 無 第5次総合振興計画進行管理事務

平成29年度

2

1

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

1

99

74,484

間　 接　 経 　費　(加算)

計画名

国  補  助  率

1,507

0.02人

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

荒川　泰弘事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

会計区分

令和元年5月27日

まち・ひと・しごと創生法

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

4歳平成27年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

総務管理費

企画費

まちづくり目標

地地方方版版総総合合戦戦略略策策定定事事業業
事前評価日

事  業   区  分

地方版総合戦略策定事業

基

本

事

項

10131501

Ｂ

特
定
財
源

庁内会議の開催回数

Ｄ

1,506

県  補  助  率

3

目標(見込)値

72,953

毎年4月1日現在の総人口

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

74,813

そ   　の    他 

実績値

令和2年度

73,014

324

全市民

決算(千円)
区　　　　　分

1

吉川市単独

計画(見込)値

1

85.00

2,502

 吉川市の幸福度調査

2,043

1

74,771

審議会の開催回数

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

③

85.00

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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②

１　本部会議開催状況 ３　改定に伴うパブリック・コメントの実施結果

２　審議会開催状況 ４　吉川市まち・ひと・しごと創生総合戦略　第3版

改善実施済 検討中 　改善未実施

　令和2年1月23日

　令和2年3月26日

開催日

第１回 　令和元年11月6日

第２回 　令和2年1月7日

平成29年度

円／回

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

審議会の開催回数
結
　
果

単　　位 平成30年度

第１回

第２回

100.00%

増加することが良いとされる指標

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

コスト改善の余地

　総合戦略は、地方が自ら考え、活性化させることで、人口減少に歯止めをかけることが目的である。政策的・行
政専門性が高く、市が直接執行する必要があることから、妥当である。また、市が主体となり、外部組織による審
議会を設けたことで、最終的対象者である市民に対し、新たな視点から事業を推進することができ妥当である。

      あり　　     なし

  改善のうえで継続

　戦略に新たに追加したＳＤＧｓの視点により、これまで以上に庁内部署横断的な取組みを推進することで、基本目標の達成に繋げていく。

 効率化

　　  妥当　   　 要検討

終了・完了

     縮　小

　基本指標、重要業績評価指標（ＫＰＩ）を設定し、各施策の進捗状況や個別事業の効果を、把握・検証・改善す
る仕組み（PDCAサイクル）を構築したことで、事業の改善、新たな事業提案による成果向上の余地が存在する。
また、総合振興計画の基本構想及び基本計画に結びつく取組であるため、貢献度は高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

成果向上の余地

廃止・休止

効
率
性

成
果
結
果

第３回

　令和元年10月24日

改

革

改

善

103.81%

他の事業に統合

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

事

業

評

価

評　　価

荒川　泰弘

説   明

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

　総合戦略の各指標の進捗管理を行いながら、引き続き庁内全体として基本目標の達成に向けて取り組みを推進する。

 現状のまま継続

   拡　大

　　  あり　　     なし

　開催される審議会の中で各施策の進捗状況や、個別事業の効果検証を行う。

目
標
達
成
度

本部会議の開催

 吉川市の幸福度調査

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段) 令和元年度

100.00%①

★★★★★

今後の方針

915,173

有
効
性

　総合戦略の内容と質を高めるために職員参加が不可欠であり、コスト改善の余地はない。また、市民からの受
益者負担を求めるものでないことから、適正化の余地はない。

令和2年5月28日

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★★

コストが減少してい
る

達成された

★★★★★

区分

300.00%

★★★★★

成果・効率性向上度のポジション

二
次
評
価

戦略への反映

区　　　分

　　  あり　     　なし

今後の方針

効
率
性

妥

当

性

評価判断理由（特記事項）

-39.24%

101.30%

上位施策への
貢献度

7件

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

課題と
今後の改善策

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

達成された達成された

一 次 評 価 日

出席委員数

8名

9名

達成された

★★★★★

①

↑
令和元年度

終了・完了

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

   拡　大

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

令和2年6月22日

102.71%

廃止・休止

提出者 2人

意見件数

　効率化

　令和元年度の計画期間の満了に伴う改定にあたっては、現行の総合振興計画と整合性を図るため、総合戦略の計画期間を2年間延長し各
指標や取組みの見直しを行った。

★★★★★

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

1,506,200

　現行の吉川市まち・ひと・しごと創生総合戦略を、今後策定を予定する
第6次吉川市総合振興計画と整合性を図るため計画期間を2年間延長し、
国の第2期の総合戦略を踏まえ、必要な見直しを図り第3版として改定した。

2件

　　  妥当   　　 要検討

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

　　  あり　　     なし

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

活
動
結
果

業

績

評

価

達成された

実施主体の妥当性

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｽﾄ改善ｴﾘｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大

成
果
向
上
度

小

小 効率性向上度 大

低改善
（取組の見直

し）

成果

の見直し

高改善
（維持継続）

コスト

の見直し

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
　総合戦略は、地方が自ら考え、活性化させることで、人口減少に歯止めをかけることが目的である。政策的・行
政専門性が高く、市が直接執行する必要があることから、妥当である。また、市が主体となり、外部組織による審
議会を設けたことで、最終的対象者である市民に対し、新たな視点から事業を推進することができ妥当である。

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

職員の全年齢

7,457

① 1,6431,430

1.06人

7,798

4,950

令和3年度

88.00

180

80.00

正職員直接投入人員 0.73人

国  庫　支　出　金

②

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

4,950

7,289

1,949

職員研修実施計画に基づき、職員研修（一般研修、特別研
修、派遣研修、職場研修、自主研修）を実施する。

7,739

212

人

357

実績値

10

②

7,457

435

415

投

入

資

源

-0.06

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

7,739

複雑化、多様化する市民の行政ニーズや、進展する地方分
権に適切な対応をしていくには、職員個々の資質の向上が
不可欠となっている。

-0.03

目標(見込)値

平成30年度

80.00

④

②

目標(見込)値

特別研修実施回数

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

①

人　　　件　　　費

1,541

7,457

-722

市　      　  債

全職員

6,368

そ   　の    他 

実績値

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

4/1現在の職員数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

活

動

指

標

対
象
指
標

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

1014 01

政策室  職員担当

No.

80.00%

目

標

設

定

・

実

績
88.00

区分

⑧

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

実績値

7,798吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

本年度の重点事項となる特別研修及びSDGｓ研修の開催回数

Ｄ

14

目標(見込)値

418

特別研修参加者数
人

③

415

424

②
本年度の重点事項となる特別研修及びSDGｓ研修の延べ参加者数

単　位

13

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

2,507

①
研修後のアンケートにおいて意識が変化したと回答した職員数÷研修参加者数×100

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

受益者負担額（使用料・手数料等）

執 行 方 法

Ｂ

特
定
財
源

意識変化率

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.12人 0.06人

18対象年齢

未設定

職員研修事業

総務費

0.59人

予算(千円)

直  接  事  業  費

9,457

0.67人

5,647

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

0.09人

款 項

目

基

本

事

項

職員研修事業（彩の国さいたま人づくり広域連合）

派遣型研修
公募型研修

0.06人

7,28910,998

-509

計画(見込)値

-509

受益者負担率（⑩÷⑤）

417

全額補助

80.00

8
講座

344

8

414

平成29年度

92.00

280

8

成
果
指
標

増減額(千円)

2,507

417

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

令和2年度

7,457

240

415

80.00

10140102

歳
出
予
算
科
目

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

380

吉川市単独

計画(見込)値

職員研修事業

計画名

8

有

0.05人

0.67人

市職員としての自覚をもち、意欲的に職務に取り組み、様々
な行政課題に適切な対応ができるようにする。

有 無

正職員間接投入人員

0.59人

512

8

10140103

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

0.05人

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

荒川　泰弘事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(5)人事管理の充実

第４節　計画的・総合的な行政の推進

会計区分第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

令和元年5月27日

吉川市職員研修規程

一部委託 外部講師の活用、広域連合等を活用

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

31歳昭和62年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

総務管理費

職員管理費

まちづくり目標

職職員員研研修修事事業業
事前評価日

事  業   区  分

目

的

101401有

全職員

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

65

5,790

③

平成30年度

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

国  補  助  率

10,998

無
前年度の事務事業
有無・事務事業番号

対　　   　象
（誰を、何を）

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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②

（１）一般研修 （２）特別研修 （３）派遣研修

7

（４）自主研修

改善実施済 検討中 　改善未実施

評価判断理由（特記事項）

6 15人 14 512人

通信教育研修 1 2人 ファシリテーション研修 1 55人 35 60人

行政事例等調査研修 4 5人 SDGｓ研修

5 153人

38人1

自主研究グループ活動 1 8人 SDGｓ基礎研修

1 10人

女性活躍セミナー 1 49人 埼玉県総合技術センター 9 17人

研修名 講座数 受講者数 接遇研修 1 27人 全国地域リーダー養成塾 1 1人

19人

係長等級研修及び課長等級研修 2 6人 ブラインドサッカーによる組織力向上研修 1 40人 埼玉県東南部都市連絡調整会議 1 5人

191.11%

増加することが良いとされる指標

緊急時対応講習 1 82人 市町村職員中央研修所 7 7人

上級職員研修 1 8人 障害者差別解消法研修 1 31人 自治人材開発センター 15

達成された

実施主体の妥当性

110.00%

廃止・休止

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

荒川　泰弘

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

講座数 受講者数

新規採用職員研修(1部～3部) 3 40人

25人

研修実施講座数及び受講者数

79人 人財育成講座

組織マネジメント研修 1 18人 自治大学校

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

達成された達成された

終了・完了

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

1 19人 県市長会東部ブロック研修会

↑

   拡　大

二 次 評 価 日

1 1人

　効率化

研修名 講座数 受講者数

行政を取り巻く環境の変化に対応するため、平成30年度から令和2年度における吉川市職員研修に関する重点事項を策定し、職員研修計画
に基づき職員研修を実施している。

研修名 講座数 受講者数 研修名

改

革

改

善

廃止・休止

     縮　小

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

21,844

終了・完了

結

果

初級職員研修 1

区分

特別研修参加者数

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

特別研修参加者数

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

148.75%②

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★★

コストが減少してい
る

達成された

★★★★★

令和元年度

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

14,237

★★★★★

117.70%

★★★★★

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

-34.83%

115.00%意識変化率

成果・効率性向上度のポジション

区　　　分

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★★

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

業

績

評

価

目
標
達
成
度

課題と今後の改善
策

円／人

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

コスト改善の余地

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

提供の対象者の偏りもない、突出した必需性も見当たらない
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

【役割分担】充実した行政サービスを提供していく上で、職員の資質向上は不可欠であり、市が職員研修を実施
して資質向上を図っていく必要がある。
【対象・手段】全ての職員を対象に各種研修を実施し、資質の向上を図る。
【意図】職員の資質向上を図り、複雑化・多様化する行政ニーズに適切な対応をしていく必要がある。

行政を取り巻く環境が大きく変化している状況の中で、単に研修の機会を提供するだけでなく、職員の意識改革を進め、自ら能力開発に取り組
む意識を醸成していく必要がある。そのため、引き続き研修内容を検討し、適切な職員研修を実施していく。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

【コスト改善の余地】職員研修の実施にあたり、積極的に内部講師の活用を図っているが、より質の高い研修を
実施していくためには、民間事業者や研修機関を活用するなど一定のコストをかける必要がある。
【受益者負担の適正化余地】職員の人材育成は市の大きな責務であり、市が費用を負担すべきものである。

【成果向上の余地】充実した職員研修を実施していくことで、受講者を増やしていくことも可能であり、結果として
職員の資質向上をより一層図ることができる。
【上位施策への貢献度】職員研修は、行政サービスを提供する職員一人一人の資質向上が図られることから、
行政施策への貢献度が高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

令和元年度

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

単　　位

110.00%

平成29年度

効
率
性

成
果
結
果

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
【役割分担】充実した行政サービスを提供していく上で、職員の資質向上は不可欠であり、市が職員研修を実施
して資質向上を図っていく必要がある。
【対象・手段】全ての職員を対象に各種研修を実施し、資質の向上を図る。

　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 0.44人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

5,028

4,256

864

大学等への職員訪問や合同説明会への参加、ホームペー
ジ等を通じて職員採用試験をＰＲし、多くの受験希望者を募
り、職員採用試験を実施する。

4,433

95

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

受験対象年齢

5,884

① 853757

人

―

444
300

7

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

9

15

―

15

②

実績値

5,884

300

投

入

資

源

-0.01

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

4,433

15

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

300

民間企業の雇用情勢が好転しており、公務員希望者の減少
がうかがえる。

-0.04

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.42人

職員採用ホームページ更新回数

④

①

回

計画(見込)値

人　　　件　　　費

602

5,884

-402

市　      　  債

職員採用試験応募者数

3,805

そ   　の    他 

実績値

-307

7

職員採用試験に応募した人数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

1014 10

政策室  職員担当

No.

人

活

動

指

標

実績値

4,563吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

Ｄ

⑧

4,563

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

463

450

4,2564,369

国  補  助  率

4,369

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

400

428

10

目標(見込)値

450

職員訪問、採用説明会の開催・参加回数
回

③

職員採用者数

単　位

7

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

856

①
職員を採用した人数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

15

350

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.05人 0.01人

18対象年齢

未設定

人事管理事務事業

総務費

0.59人

予算(千円)

直  接  事  業  費

3,767

0.43人

3,403

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.01人

有

0.06人

0.44人

吉川市の職員採用試験を受験し、職員になってもらう。

5,884

―

300

大学等への職員訪問回数や採用説明会の開催・参加回数

10

職員採用試験を受験した人数

職員採用試験受験者数

9

吉川市単独

職員採用ホームページの内容を更新した回数

518

全額補助

計画(見込)値

7

平成29年度

14

413

9

7

成
果
指
標

15

0.06人

平成30年度

-307

400

区分

5,028

人

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
15

―

7

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

856

0.05人

3,569

③

款 項

目

令和2年度

10141001

歳
出
予
算
科
目

300

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

荒川　泰弘事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(5)人事管理の充実

第４節　計画的・総合的な行政の推進

会計区分第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

令和元年5月27日

地方公務員法

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

10歳平成20年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

総務管理費

職員管理費

まちづくり目標

職職員員採採用用事事務務
事前評価日

事  業   区  分

職員採用事務

基

本

事

項

計画名

有 無

職員採用

正職員間接投入人員

0.59人

9

7

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

行財政改革大綱

目

的

101410有

公務員希望者

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

59

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

504

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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③

職員採用事務

　受験者数・採用者数の推移

改善実施済 検討中 　改善未実施

達成された

実施主体の妥当性

100.00%

廃止・休止

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

111.00%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

荒川　泰弘

評価判断理由（特記事項）

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

終了・完了

↗

　効率化

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

吉川市のＰＲと受験者数の増加を目的として、平成25年度から、市のバスを活用した市内めぐりと職場見学会を実施している。
また、平成27年度から民間企業等経験者枠での採用試験を行い、平成28年度から同試験にスポーツ枠を加えて「民間企業等経験者・スポー
ツ枠」としての採用試験を実施している。

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

令和元年度

職員採用試験受験者数

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★★

   拡　大

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★★

コストが若干減少
している

達成された

★★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

103.25%③

平成29年度

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

9,944

★★★★★

142.67%

★★★★★

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

-9.99%

140.00%職員採用者数

成果・効率性向上度のポジション

廃止・休止

     縮　小

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

提供の対象者の偏りもない、突出した必需性も見当たらない
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と今後の改善
策

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

  現状のまま継続 他の事業に統合

【役割分担】市が求める人材を確保するため、市が採用活動を実施するのは妥当である。
【対象・手段】ホームページ等を通じて職員採用試験をＰＲして、多くの受験希望者を募り、公平公正な選考によ
り職員を採用することは妥当である。
【意図】多くの受験者の中から選考することができ、必要とする人員の確保ができている。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

一般職、専門職ともに受験者数を確保するため、潜在的な受験者に訴えかける効果的な採用情報の提供が必要である。
市ホームページへの掲載に加え、大学キャリアセンター等への受験案内の送付や訪問を継続する。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

【コスト改善の余地】優秀な人材を確保するためには、受験志望者への説明会や面接試験等において時間をか
ける必要があり、コストを改善することは難しい。
【受益者負担の適正化余地】市の職員を確保するために実施するので、受益者負担の余地はない。

【成果向上の余地】合格者同士や職員とのコミュニケーションの場面を創出することで、受験生との繋がりを強化
し、採用辞退者を少なくすることができる。
【上位施策への貢献度】行政ニーズの動向等に対応するために優秀な人材を確保することは、施策の推進に貢
献するものである。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

11,048
効
率
性

成
果
結
果

円／人

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

職員採用試験受験者数

受益者負担の
適正化余地

結

果

令和元年度単　　位

100.00%

採用者数 20人 28人 15人 14人 15人

試験実施年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

受験者数 433人 579人 444人 413人 428人

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
【役割分担】市が求める人材を確保するため、市が採用活動を実施するのは妥当である。
【対象・手段】ホームページ等を通じて職員採用試験をＰＲして、多くの受験希望者を募り、公平公正な選考によ
り職員を採用することは妥当である。

　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

Copyright(C)2019 Yoshikawa City office.all rights reserved

― 64 ― ― 65 ―

総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

人事異動
職員人事評価

正職員間接投入人員

2.18人

6.00

3

10140501

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

行財政改革大綱

目

的

101405有

全職員

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

65

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

414

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

荒川　泰弘事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(5)人事管理の充実

第４節　計画的・総合的な行政の推進

会計区分第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

令和元年5月27日

地方公務員法

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

-特定不可 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

総務管理費

職員管理費

まちづくり目標

人人事事管管理理事事務務
事前評価日

事  業   区  分

人事管理事務

基

本

事

項

計画名

増減額(千円)

345

0.29人

20,938

③

款 項

目

令和2年度

定員適正化率 100

10140505

歳
出
予
算
科
目

20.00

計画(見込)値

3

有

0.27人

2.28人

適正な人事管理を行うことにより、職員が意欲をもって職務
に取り組める環境を整え、適正な定員管理を行うことができ
る。

有

30

0.27人

平成30年度

2,529

― 

区分

18,951

件

%

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

3

成
果
指
標

目標値／実績値

平成29年度

34

100

― 

5.00

育児及び介護支援制度の申請件数

100

19,296

5.00

415

100

支援制度や申請書記載方法の周知回数（全庁及び個別）

30

管理監督職に占める女性割合

女性の活躍推進に向けた体制整備

100

5.00

吉川市単独

417

全額補助

33

― 

3

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.28人 0.36人

18対象年齢

未設定

人事管理事務事業

総務費

2.18人

予算(千円)

直  接  事  業  費

22,199

2.73人

23,901

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.36人

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

無

単　位

3

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

100

①

345

①
申請の件数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

30

417

職員定数における関係課ヒアリング

Ｄ

3

目標(見込)値

418

育児及び介護支援制度の周知
回

③

100

20.50

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

― 

⑧

21,648

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

415

424

24,17722,638

国  補  助  率

22,638

%

活

動

指

標

実績値

21,648吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

1014 05

政策室  職員担当

No.

人　　　件　　　費

439

19,296

2,700

市　      　  債

全職員

21,201

そ   　の    他 

実績値

2,529

3

4/1現在の職員数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

22.00

雇用と年金の接続、仕事と育児介護の両立支援などに対
し、適切に対応する必要がある。

0.07

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

2.49人

職員定数ヒアリング

④

①

回

計画(見込)値

― 

415

投

入

資

源

0.29

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

21,268

実績値

19,296

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

5.00

100

― 

― 

30

②

人

6.00

― 
21.00

3

正職員直接投入人員 2.44人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

18,951

24,177

330

・職員の任免（採用、退職）を行う。
・職員の勤務条件の改善を行う。
・懲戒処分、分限処分を行う。
・職員の勤務状況の管理（人事評価）を行う。
・女性の活躍推進に向けた体制整備を行う。

21,268

-171

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢の職員

19,296

① 276447

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

人事管理事務

　職員数・退職者数・新規採用者数の推移　（　①－②＋③＝翌年度①　）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

※1　各年度、原則4月1日時点の職員定数。

※2　減員数は、定年退職者のほか、普通退職者や再任用の満了者等も含む。

※3　増員数は、採用試験合格者のほか、吉川市に他団体から派遣された職員や再任用者等も含む。

※4　新規採用者数とは、当該年度の採用試験合格者（原則翌年度入庁）。

改善実施済 検討中 　改善未実施

令和元年度単　　位

【成果向上の余地】公務員制度改革の動向を踏まえた新たな人事管理制度への転換などにより、職員がより一
層意欲的に取り組める環境を整備していく必要があり、成果向上の余地がある。
【上位施策への貢献度】行政ニーズの動向等に対応し、適切な人員配置等を行うことにより、施策の推進に貢献
するものである。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

7,216,069
効
率
性

成
果
結
果

円／回

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

職員定数ヒアリング
結

果

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

【役割分担】市の管理事務であり、市が実施することは妥当である。すべての職員を対象に適切な人員管理を
行っていく必要があり、妥当である。
【対象・手段】適切な人事管理を行うことにより、職員が意欲を持って職務に取り組める環境を整える。
【意図】適切な定員管理を行うことは意図として妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

仕事と家庭生活を両立するための諸制度を活用するとともに、引き続き時間外勤務の縮減に努め、ワーク・ライフ・バランスの推進を図る。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

【コスト改善の余地】当事務の要する経費の大部分が人件費であり、効率的に実施しているが、電算システムの
活用などによりコスト改善の余地がある。
【受益者負担の適正化余地】市の内部管理事務であり、受益者負担はない。

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と今後の改善
策

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

提供の対象者の偏りもない、突出した必需性も見当たらない
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

廃止・休止

     縮　小

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

11.68%

113.33%育児及び介護支援制度の申請件数

成果・効率性向上度のポジション

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

8,059,111

★★★★★

100.00%

★★★★★

令和元年度

100.00%①

平成29年度

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★★

コストが増加してい
る

達成された

★★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

　　  あり　     　なし

達成された

職員定数ヒアリング

   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

平成27年度まで実施していた勤務評定制度を平成28年度より人事評価制度に代えて運用している。人事評価に基づく給与処遇の反映を一部
であるが実施している。平成29年度に吉川市職員のための「仕事と子育て」「仕事と介護」の両立ハンドブックを作成し、子育てや介護にかかる
諸制度について職員に周知した。平成30年度より、時間外勤務の縮減に関する取組方針に基づく取組を開始した。

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

　効率化

↓

終了・完了

達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

100.00%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

荒川　泰弘

評価判断理由（特記事項）

達成された

実施主体の妥当性

110.00%

廃止・休止

年度

①職員定数 403人 404人 417人 415人 414人 417人
※1 前年度比増減数 11人 1人 13人 ▲2人 ▲1人 3人

②減員数 36人 39人 38人 36人 37人
※2 うち定年退職者数 16人 19人 10人 5人 11人

③増員数 37人 52人 36人 35人 40人
※3 ※4　うち新規採用者数 20人 28人 15人 14人 15人

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
【役割分担】市の管理事務であり、市が実施することは妥当である。すべての職員を対象に適切な人員管理を
行っていく必要があり、妥当である。
【対象・手段】適切な人事管理を行うことにより、職員が意欲を持って職務に取り組める環境を整える。

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

Copyright(C)2019 Yoshikawa City office.all rights reserved

― 66 ― ― 67 ―

総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

住住民民情情報報系系シシスステテムム事事業業
事前評価日

事  業   区  分

住民情報系システム事業

基

本

事

項

計画名

73,706

289

73,014

22,744

124,117

計画(見込)値

12

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

目

的

201201有

（直接の対象）住民情報系システムを利用する職員
（最終的な対象）全市民

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

1

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

有 無

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

互井　満事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)情報機器の適正な管理運用

第３節　情報化の推進

会計区分第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

令和元年5月27日

一部委託 システム保守事業

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

34歳昭和60年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

総務管理費

情報管理費

まちづくり目標

12

12

正職員間接投入人員

ここをクリックすると
実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

200,882

0.05人

1,269

③

款 項

目

125,032

令和2年度

システム改修の実施 ―

2/3,10/10

20120101

歳
出
予
算
科
目

12

0.03人

平成30年度

9,029

区分

3,713

回

件

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

成
果
指
標

―

①

12

74,771
72,877

システム改修の実施
件

15

運用会議

平成29年度

―

12

11

システム改修の実施
11

システム改修の実施

12 12

19

12

業務プロセス(№・名称）

システムを整備することにより、市民の情報を一元管理し、
市民対応の迅速化を図る。

125,032

住民情報系システム事業

そ   　の    他 

2,795

-459

26,250

0.29人

79,563

124,569

県  補  助  率

0.03人

有

0.03人

0.14人

第４期実施計画の位置付け

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

12

256

Ｄ

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

②

11

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

④

19,061

吉川市単独

実績値

システム開発者との協議

1/2,10/10

63,484

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.03人 0.02人

00対象年齢

未設定

窓口電算機管理運営事業

総務費

0.45人

予算(千円)

直  接  事  業  費

2,564

0.45人

3,713

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

210,131184,325

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

単　位

12

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

11

①

②

対
象
指
標

③

76,308

251

72,450

システム開発者との協議

目標(見込)値

①

回

実績値

12

①
運用会議

②
14

人
全市民

256

255

66,99045,649

19

255

全額補助

2012 01

総務部 庶務課 情報管理担当

No.

124,110

12

―

11

活

動

指

標

実績値

17,221

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

3,255

74,813

市民サービスの向上とともに、業務の高度化と複雑化が進
んだため、より多機能なシステムが求められている。
国による制度改正が頻繁に行われているため、改正後の制
度に適合したシステムに改修を行う必要がある。

-0.02

目標(見込)値

72,953

平成30年度
目標(見込)値

74,484

64,544

289

投

入

資

源

1/2,2/3,10/10

住基人口

人

14

12

国  補  助  率 1

289

11

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

3,713

89,734

210,638

5,523

1

市民の情報（住民記録、税、福祉）を管理し、市民サービス
を行うために必要なシステムを導入し、保守を行う。

87,790

25,806

126,897

3,255

12

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

全年齢

0.02

⑤

令和3年度

84,995

計画(見込)値

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

12

システムを使用できる全職員（非常勤・臨時職員含む）

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

15

⑧

64,710

受益者負担額（使用料・手数料等）

189,118

0.45人正職員直接投入人員 0.43人

国  庫　支　出　金

② 人　　　件　　　費

189,042

67,799

-15

市　      　  債

システムを使用できる全職員（非常勤・臨時職員含む）

3,728

57,961

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

１．令和元年度に実施した契約

№

1

2

改善実施済 検討中 　改善未実施

100.00%システム開発者との協議

増加することが良いとされる指標

結

果

主な改修内容

令和元年度単　　位

100.00%

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

5,290,339
効
率
性

成
果
結
果

円／回

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

システム開発者との協議

 現状のまま継続

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

今後の方針

制度改正が頻繁に実施されるため、適切なシステム改修が行えるよう情報収集を常に行う必要がある。
また、令和2年度末（令和3年3月31日）に住民情報系システムの更新満了を迎えるため、次期システムの導入方針について整理・検討を行う。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

システムの運用経費であるため、大幅なコスト改善は困難だが、削減の努力をしていく。住民票の発行など受益
者の負担を求める事務は、各担当課で行っている。

住民情報系システムの運用方法は改善を重ね続けることで成果向上を図っていく。事務効率の向上には、コン
ピュータシステムの活用は不可欠であるため、上位施策への貢献度は高い。

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

官

民

役

割

分

担

評

価

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

有
効
性

 効率化

令和2年5月28日

7,477,822

★★★★★

100.00%

★★★★★

説   明

  改善のうえで継続
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

成果・効率性向上度のポジション

　効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

各種制度改正に対応するためのシステム改修を実施した。

達成された

平成30年度

41.35%

幼児無償化、児童扶養手当法改正、軽自動車税法改正など

住民情報全般、選挙システム

★★★★★

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

行政事務に関する基幹システムのため、市で行うことは妥当である。事務効率を向上させ、低コスト化を実現さ
せるためには、コンピュータシステムの活用が不可欠であるため、対象、手段、意図、いずれも妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

改

革

改

善

区　　　分

平成30年度

システム開発者との協議

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

　　  あり　     　なし

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★★

コストが増加してい
る

達成された

★★★★★

令和元年度

100.00%①

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

廃止・休止

     縮　小

今後の方針

新元号改元の対応に伴うシステム改修（2件）

一 次 評 価 日

コスト改善の余地

区分 平成29年度

100.00%

増加することが良いとされる指標

　　  妥当   　　 要検討

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

終了・完了

   拡　大

二 次 評 価 日

   拡　大

↓
単  位
当たり
コスト

100.00%

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

令和2年6月22日

互井　満

廃止・休止

達成された

実施主体の妥当性

18,700,200円

法律の改正や制度の新設に伴うシステム改修（17件）

改修項目 契約金額

49,529,200円

評価判断理由（特記事項）

達成された達成された

①

二
次
評
価

活
動
結
果 達成された

★★★★★

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
行政事務に関する基幹システムのため、市で行うことは妥当である。事務効率を向上させ、低コスト化を実現さ
せるためには、コンピュータシステムの活用が不可欠であるため、対象、手段、意図、いずれも妥当である。　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 1.26人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

8,276

64,451

77,710

必要となるパソコン等の機器やシステムを整備する。
情報機器を使用している職員へ情報セキュリティの研修を
行う。

68,448

-20,962

22,385

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

63,119

29,380

① 76,83897,801

人

8

52
48

62

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

8

0

97

8

95

②

実績値

61,151

2,042

415

投

入

資

源

-0.32

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

66,387

95

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

48

情報技術が向上し、情報機器が扱いやすくなるほど情報漏
えいの危険性が高くなる。

-0.05

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

1.77人

研修参加人数

20,354④

①

人

443

3.01%

計画(見込)値

人　　　件　　　費

68,019

1,599

63,119

-2,905

市　      　  債

全職員数

10,872

そ   　の    他 

実績値

2.60%

-9,026

-14,842

115

全職員数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

2012 03

総務部 庶務課 情報管理担当

No.

回

活

動

指

標

実績値

77,694吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

⑧

79,293

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

415

424

62,40959,823

国  補  助  率

61,422

2.02%

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

48

49

研修参加人数

Ｄ

94

目標(見込)値

418

情報セキュリティ研修
人

③

0

単　位

79

令和元年度

区分

1,968

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

0

①

74,928

①
研修後のテスト結果（平均点）

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

2,061

95

417

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.2人 0.14人

00対象年齢

未設定

情報化推進事業

総務費

0.98人

予算(千円)

直  接  事  業  費

15,788

0.94人

7,967

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.09人

有

0.09人

1.26人

職員の情報機器の利活用と情報セキュリティに関する知識
が向上され、情報漏えいの脅威が低下すること。

情報セキュリティ研修の成果

0

61,151

8

3.12% 3.12%

20,085

415

0

情報セキュリティ研修の実施回数

95

注意喚起の周知回数

セキュリティに関する注意喚起

0

8

吉川市単独

417

全額補助

20,365

1.15%

計画(見込)値

212

平成29年度

95

0

48

8

情報漏えい事故発生回数

100

成
果
指
標

95

0.09人

平成30年度

-15,285

48

区分

3.17%

8,276

点

回

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
96

1,599

11

64

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

74,928

0.14人

11,103

③

款 項

目

1,968

20,085

令和2年度

情報漏えい事故発生回数 0

20120301

歳
出
予
算
科
目

48

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

互井　満事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)情報機器の適正な管理運用

第３節　情報化の推進

会計区分第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

令和元年5月27日

実施計画

一部委託 システム機器保守委託

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

15歳平成16年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

総務管理費

情報管理費

まちづくり目標

行行政政情情報報シシスステテムム事事業業
事前評価日

事  業   区  分

行政情報システム事業

基

本

事

項

計画名

有 無

行政情報システム事務事業

正職員間接投入人員

0.98人

8

64

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

目

的

201203有

（直接の対象）情報機器を使用している職員
（最終的な対象）全市民

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

414

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

改善実施済 検討中 　改善未実施

達成された

実施主体の妥当性

101.05%

廃止・休止

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

100.00%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

互井　満

評価判断理由（特記事項）

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

終了・完了

↓

　効率化   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

平成29年9月から情報セキュリティ強化対策として、共有していたインターネットとLGWANのネットワークを分離したことから、庁内ネットワークの
安全性が高まったため、インターネットを介した攻撃等による個人情報漏洩の脅威が低下した。

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

研修参加人数

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★★

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★★

コストが増加してい
る

達成された

★★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段) 令和元年度

184.35%①

平成29年度

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

685,651

★★★★★

118.99%

★★★★★

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

83.32%

100.00%情報セキュリティ研修の成果

成果・効率性向上度のポジション

廃止・休止

     縮　小

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

提供の対象者は偏りがないが、日常生活に必要不可欠でない
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

行政内部の事務効率化及び情報の共有化を目的としたものであるため、市が行うことは妥当である。情報漏洩
を防ぐ意図は市のリスクを低減させることにつながるので、職員への情報セキュリティ研修の実施は情報漏洩を
防ぐ対象、手段として妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

情報管理担当職員が講師となっているため、コスト改善の余地はない。研修対象者が職員であるため、受益者
はいない。

情報は漏洩させないことが前提であるため、成果が向上するものではない。研修などによって、職員の情報セ
キュリティへの意識や知識が向上することは、上位施策への貢献となる。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

374,024
効
率
性

成
果
結
果

円／人

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

研修参加人数

１ 情報セキュリティ研修
　（１）回数・参加人数
　　　8回・94人
　（２）研修内容
　　　個人情報漏えい、ＳＮＳの取扱い、業務で使用するパソコンおよび記録媒体の取り扱い、ソーシャルエンジニアリングへの対応　など
　（３）成果
　　　テスト結果　96点（平均）

２　セキュリティに関する注意喚起（周知回数）
　（１）目的
　　　職員のセキュリティ意識の向上
　（２）周知回数
　　　49回
　（３）内容
　　　他自治体での情報漏洩事案など情報セキュリティに関するニュース

結

果

令和元年度単　　位

102.11%

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
行政内部の事務効率化及び情報の共有化を目的としたものであるため、市が行うことは妥当である。情報漏洩
を防ぐ意図は市のリスクを低減させることにつながるので、職員への情報セキュリティ研修の実施は情報漏洩を
防ぐ対象、手段として妥当である。

　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

無

人権ダイアリー作成配布
人権啓発パネル展

正職員間接投入人員

1.12人

1

16

20130102

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

目

的

201301有

全職員・全市民

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

424

73,014

414417

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

互井　満事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)人権啓発活動の推進

第３節　平和で思いやりのある地域社会づくり

会計区分第１章 ふれあい・交流・協働のまちづくり（市民交流部門）

令和元年5月27日

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律等

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

45歳昭和49年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

総務管理費

人権推進費

まちづくり目標

人人権権推推進進事事業業
事前評価日

事  業   区  分

人権推進事業

基

本

事

項

計画名

543

2

8

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

2,243

0.16人

12,690

③

款 項

目

令和2年度

研究会・研修会参加職員数 400

20130101

歳
出
予
算
科
目

有

500

0.11人

平成30年度

-3,120

区分

9,514

人

人

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

8

415
415

成
果
指
標

研究会・研修会に参加した職員の延べ人数

平成29年度

574

400

4

啓発行事・研修会等参加者数

402

11,757

4

74,771

400

市ホームページでの人権啓発関係情報の掲載回数（記事数）

500

366

4

吉川市単独

72,450

全額補助

計画(見込)値

17

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.13人 0.16人

00対象年齢

未設定

人権推進事業

総務費

1.12人

予算(千円)

直  接  事  業  費

10,178

1.12人

9,514

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.11人

有

0.11人

1.44人

あらゆる人権問題に対し、正しい理解と認識が深まり、差別
を許さないという人権意識が広がる。

単　位

8

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

400

①

2,504

①
人権啓発行事や研修会に参加した市民の人数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

500

74,484

市広報紙等による人権啓発関係記事の掲載回数

Ｄ

6

目標(見込)値

72,953

市ホームページによる啓発活動
回

③

380

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

⑧

14,429

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

人
全職員

72,877

73,706

11,06912,139

国  補  助  率

198

12,139

活

動

指

標

実績値

14,189吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

2013 01

総務部 庶務課 人権・相談担当

No.

人　　　件　　　費

1,961

12,018

-2,912

市　      　  債

全市民

240

12,426

そ   　の    他 

実績値

-3,162

8

市の住民基本台帳人口

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

⑨

補　助　・　単　独　区　分

77/100

令和元年度

細目

415

社会状況の変化に伴い、インターネットを利用した差別書き込みに
よる人権侵害の事案等が発生するなど、新たな人権課題に対応し
た取り組みが必要である。
同和問題における人権課題に対応した法整備として、平成28年12
月に「部落差別の解消の推進に関する法律」が公布・施行された。

-0.05

目標(見込)値

418

平成30年度
目標(見込)値

1.14人

417

市広報紙等による啓発活動

-42

④

①

回

計画(見込)値

500

74,813

投

入

資

源

-0.32

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

14,735

実績値

12,018

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

4

400

444

4

500

②

職員の人数

人

3

8

正職員直接投入人員 1.44人

85/100

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

9,514

11,267

85/100

2,243

198

市民に対して、広報掲載や啓発物の配布及び人権に関する
パネル展の開催による人権啓発を行う。
職員は、人権啓発の推進を図るため、人権に関する事務研
究会、講演会等に参加する。

14,933

-251

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

11,757

① 1,7532,004

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

改善実施済 検討中 　改善未実施

令和元年度単　　位

88.80%

【成果向上の余地】今後も積極的に啓発活動を行うことにより、人権問題に対する理解と認識が深められると期
待できる。
【上位施策への貢献度】基本計画に位置付けられており、人権啓発活動を行うことは貢献度が大きい。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

848,783
効
率
性

成
果
結
果

円／回

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

市広報紙等による啓発活動
結

果

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

【役割分担】行政として、様々な人権問題解消のため、市民に対して啓発活動を行う必要がある。
【対象・手段】広報掲載や人権啓発パンフレット配布、ポスターの掲示による啓発、研修会やパネル展など様々
な方法による啓発が必要であり、対象・手段ともに妥当である。
【意図】人権問題について、正しい理解と認識を得られるようにすることは、人権感覚を養う上で基本となることで
あるため意図は妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

本市における「人権尊重社会に対する満足度」は79.8％（令和元年6月市民意識調査、前年調査：77.5％）と高い数値を示しているが、人権課題
ごとにその関心度にバラつきが見られる。全ての「人権課題」に対し、さらに周知・啓発を行い、これら課題への対応となる施策の推進が必要で
ある。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

【コスト改善の余地】必要最小限の費用で効果的に実施できるよう努めた。
【受益者負担の適正化余地】直接的な受益者負担は伴わない事業である。

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

廃止・休止

     縮　小

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

121.24%

114.80%啓発行事・研修会等参加者数

成果・効率性向上度のポジション

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

1,877,826

★★★

75.00%

★★★★★

令和元年度

212.50%①

平成29年度

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★★

コストが増加してい
る

達成度がやや低い

★★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★

市広報紙等による啓発活動

   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「（改定）吉川市人権施策推進指針」に基づく「吉川市人権施策推進指針実施計画（平成30年～34年度)」を策定した。また、「吉川市同和行政
の基本方針」と同方針に基づく「吉川市人権施策実施計画」の改定を行った。

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

　効率化

↓

終了・完了

達成された概ね達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

200.00%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

互井　満

評価判断理由（特記事項）

達成された

実施主体の妥当性

108.60%

廃止・休止

5 人権啓発パネル展の開催

様々な人権問題の現状について、写真パネルや資料等により情報提供することで、来場者が人権について
改めて考え、基本的人権の擁護に資することを目的として、人権啓発パネル展を開催した。
主催：当市・越谷人権擁護委員協議会吉川部会　　会場：市民交流センターおあしす　　期間：令和元年12月
4日（水）～10日（火）　　内容：市内小学校での人権教育の感想文や人権マンガパネル等の展示

来場者
延べ約200

人

人権啓発活動における取組事項等

取組事項 取組内容 備　考

1
人権啓発パンフレットの

作成配布
各種人権啓発及び人権相談等の案内が掲載された人権啓発パンフレット「人権ってなあに？」を作成し、パ
ンフレットの全世帯への配布、各公共施設への設置を行った。

作成部数
28,000部

2
人権ダイアリーの

作成配布

人権啓発文及び中学生の人権作文が掲載された人権ダイアリー（手帳型カレンダー）を作成し、各公共施設
で希望者に配布した。啓発ページにおいては、様々な人権課題の中からテーマを一つ取り上げ、インター
ネットと人権について掲載した。

作成部数
 2,000部

3
埼葛人権を考えるつどい

への参加
『第28回埼葛人権を考えるつどい』に市民及び職員が参加した。
　開催日：令和元年10月10日（木）、会場：幸手市民文化体育館（アスカル幸手）

来場者
約5,200人

4
人権のメッセージキューブ

の作成展示
人権のメッセージキューブとして、『市民まつり』の開催日にて「身近な人へ、頑張ってほしい人への思いやり
メッセージ」を来場者に書いてもらい、人権啓発パネル展で展示した。　実施日：令和元年11月17日（日）

来場者
約350人

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
【役割分担】行政として、様々な人権問題解消のため、市民に対して啓発活動を行う必要がある。
【対象・手段】広報掲載や人権啓発パンフレット配布、ポスターの掲示による啓発、研修会やパネル展など様々
な方法による啓発が必要であり、対象・手段ともに妥当である。

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

Copyright(C)2019 Yoshikawa City office.all rights reserved

― 72 ― ― 73 ―

総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

① 1,4871,463

26

正職員直接投入人員 0.22人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

928

2,415

1,511

法律相談・税務相談・困りごと相談・行政相談・人権相談を
実施する。

3,414

24

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

2,438

人

48

49

実績値

2,468

74,813

投

入

資

源

-0.11

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

49

市民に対し市民相談のPRを行い、相談事業の周知を図る。
また、相談内容が多岐に渡るため、関連機関と連携を密に
する必要がある。

-0.01

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.45人

市民相談ＰＲ回数

④

88.90

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

2013

令和3年度

3,414

人　　　件　　　費

1,469

2,468

-936

市　      　  債

全市民

1,864

そ   　の    他 

実績値

-912

26

03

総務部 庶務課 人権・相談担当

No.

回

活

動

指

標

実績値

②

対
象
指
標

①

回

全額補助

成
果
指
標

70

市の住民基本台帳人口

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

②

49

72,877

73,706

2,4155,476 3,327吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

84
75

83.00

48

86.80

②

計画(見込)値

49
49

広報掲載や相談案内の掲示、配布した回数

Ｄ

26

目標(見込)値

72,953

法律相談実施回数
回

③

単　位

26

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

80

①

1,540

①
法律相談を利用した市民等の延べ人数/最大相談可能人数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

86.80

Ｂ

特
定
財
源

0.01人

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.05人 0.02人

00対象年齢

未設定

市民相談事業

総務費

0.11人

予算(千円)

直  接  事  業  費

4,007

0.11人

928

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

1,510

0.02人

1,903

款 項

目

法律相談
その他の市民相談

正職員間接投入人員

74,484

受益者負担額（使用料・手数料等）

72,450

受益者負担率（⑩÷⑤）

49

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

83

48

26

73,014

⑧

平成29年度

86.00

77

49

49

行政相談・人権相談・税務相談・困りごと相談を利用した市民等の延べ人数

0.01人

平成30年度

-912

49

区分

928

%

人

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
79.60

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

44

吉川市単独

計画(見込)値

30

有

0.01人

0.22人

市民が抱える様々な悩みや心配事、苦情などの解決の糸口
が見つかる。

有 無 県民相談（埼玉県）

26

国  補  助  率

5,476

法律相談利用率（稼働率）

67

74,771

80

法律相談を開設した回数

86.80

行政相談・人権相談・税務相談・困りごと相談を開設した回数

法律相談以外の相談を開設した回数

83.00

総務管理費

市民相談費

まちづくり目標

増減額(千円)

市市民民相相談談事事業業
事前評価日

事  業   区  分

市民相談事業

20130301

歳
出
予
算
科
目

49

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

③

3,327

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

令和2年度

法律相談以外の相談者数

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

互井　満事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(4)市民相談の充実

第３節　平和で思いやりのある地域社会づくり

会計区分第１章 ふれあい・交流・協働のまちづくり（市民交流部門）

令和元年5月27日

法律相談所開設事業実施要領等

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

17歳平成14年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

基

本

事

項

計画名

0.11人

49

26

20130303

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

目

的

201303有

全市民

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

2,438

48

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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②

各種相談の概要

生活上の問題で法律に関すること

（家庭、相続、離婚、借金、事故、事件など）

国、県、市への苦情や要望

（年金、医療保険、道路、農地、公害、福祉関係など）

いじめなどの人権問題、家庭の問題、近隣の問題、

悩みごとなど

税金全般に関するアドバイス

（相続税、贈与税、譲渡税、所得税、不動産取得税など）

相続や各種契約、許認可手続きに関するアドバイス

（贈与、遺産分割協議、身近な困りごとなど）

（※）人権相談 … 法務局から費用弁償として、1回1人あたり1,500円支給

改善実施済 検討中 　改善未実施

概ね達成された

より充実した相談が行えるよう、法律相談の予約時に相談内容の概要を把握し、事前に担当弁護士にＦＡＸで伝達している。

互井　満

評価判断理由（特記事項）

一 次 評 価 日

概ね達成された

実施主体の妥当性

↑

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

終了・完了

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

   拡　大

令和2年6月22日

　効率化   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

改

革

改

善

政策的意思決定を必要とするが、突出した行政上の専門知識を
必要としないサービス

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

活
動
結
果

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

概ね達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

区分

廃止・休止

     縮　小

説   明

100.00%

増加することが良いとされる指標

91.71%

廃止・休止

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★

コストが減少してい
る

達成された

★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

市民相談ＰＲ回数

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

49,280

★★★★★

100.00%

★★★★★

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

-28.89%

99.08%法律相談利用率（稼働率）

区　　　分

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★

①

今後の方針
二
次
評
価

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

法テラス、県、弁護士会など、他機関でも実施しているが、悩みごとや相談を抱える市民が利用しやすいよう、市
内で専門的な相談を無料で受けられるようにすることは、市の責務である。

広報等の各種の媒体を通じて相談全般のＰＲに努める。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

直接事業費の大部分が法律相談の謝礼であるが、埼玉県弁護士会との協議により県内各市町と同額で依頼し
ているため、改善（減額）は難しい。
法律相談等の各種相談においては、無料相談で実施しているため、受益者負担の余地はない。

積極的に市民に相談制度を周知することにより、多くの市民の相談に応じることになり、成果向上の余地があ
る。第5次総合振興計画の第１章、第3節「平和で思いやりのある地域社会づくり」の内の「市民相談の充実」と位
置付けられていることから、上位施策への貢献度は高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

  改善のうえで継続

 効率化

69,305
効
率
性

成
果
結
果

円／回

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

法律相談実施回数
結

果

平成29年度 令和元年度 成果・効率性向上度のポジション

開設数（R1） 相談件数

単　　位

93.36%

人権擁護委員

4 税務相談 毎月第1月曜日 税理士 なし 12回 43件

なし（※） 12回 3件

相談の種類 開設日 内　　　容 相談員 報償費

令和元年度

115.38%①

5 困りごと相談 毎月第1木曜日 行政書士 なし 12回 23件

1 法律相談 毎週金曜日 弁護士 30,000円/1回 49回 273件

2 行政相談 毎月第2木曜日 行政相談員 3,000円/1回 13回 1件

3 人権相談 毎月第3火曜日

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
法テラス、県、弁護士会など、他機関でも実施しているが、悩みごとや相談を抱える市民が利用しやすいよう、市
内で専門的な相談を無料で受けられるようにすることは、市の責務である。　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

事前評価日

事  業   区  分

自治会活動支援事業

基

本

事

項

計画名

10,395,900

38,269,500

50110104

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

目

的

501101有

全自治会

増減額(千円)

51,993

0.15人

7,059

③

29,851

95

30,09928,929

56,251

世帯

有

0.21人

0.74人

・円滑な自治会運営ができる。
・自治会加入者が増加する。
・地域コミュニティが形成できる。

自治会活動補助金交付事務

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

小林　千重事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)自治会活動の支援

第１節　コミュニティ活動の推進

会計区分第１章 ふれあい・交流・協働のまちづくり（市民交流部門）

令和元年5月27日

地域自治振興交付金交付規則、自治会活動補助金交付要綱

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

-特定不可 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

総務管理費

市民参加推進費

まちづくり目標

自自治治会会活活動動支支援援事事業業

30,569
29,585

総区域世帯数×1,100円＋全自治会数×70,000円

95

300

対象経費の1/2と会員世帯数×500円（限度額）を比べ小さい額

80.00

38,980,100

3月1日現在の区域世帯数

95

0.21人

平成30年度

3,994

300

区分

9,823

%

数

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
69.48

10,272,600

38,770,000
40,918,333

平成29年度

70.33

300

136

10,770,333

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

国  補  助  率

53,030

自治会加入率

286

61,816

10,805,000

自治会活動補助金実績報告で報告された事業数

令和2年度

補助対象事業数 300

150

計画(見込)値

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

53,030

⑥

当初(千円)
平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.09人 0.15人

-対象年齢

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

正職員間接投入人員

1.06人

⑧

未設定

自治会活動支援事業

総務費

1.06人

予算(千円)

直  接  事  業  費

4,488

1.06人

9,823

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

歳
出
予
算
科
目

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

-

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

款 項

目

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

有 無 認可地縁団体支援事業(市民参加推進課）

転入・転居者情報提供事務

0.21人

50110101

単　位

39,982,000

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

300

①

51,353

①
自治会加入世帯/自治会区域世帯数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

80.00

95

Ｄ

39,758,900

目標(見込)値

95

自治会活動補助金の交付額
円

③

294

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

311

87

95

全額補助

転入・転居者の連絡先等の情報を自治会長に提供した件数

転入・転出者の情報提供件数

10,702,000

吉川市単独

計画(見込)値

成
果
指
標

95

60,245

件

活

動

指

標

実績値

56,251吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

80.00
80.00

補助事業の上乗せ・横出しあり

200

5011 01

市民生活部 市民参加推進課 市民参画係

人　　　件　　　費

48,542

61,176

2,912

市　      　  債

全自治会数

6,912

そ   　の    他 

実績値

3,994

39,486,100

市内の自治会、町会、町内会の数

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

31,200

150

・自治会加入世帯は人口増に合わせ増加しているものの、自治会
加入率が減少傾向である。
・自治会役員の担い手が見つからない。
・地域の課題を地域で自発的に解決していく動きが全国に広がって
きている。

0.06

目標(見込)値

29,200

平成30年度
目標(見込)値

0.47人

30,099

地域自治振興交付金の交付額

④

①

円

No.

95

投

入

資

源

0.32

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

58,036

実績値

61,176

②

10,655,000

300

71.58

11,063,000

80.00

②

前年度3月1日現在（基準日）の区域世帯数

数

10,336,000

78
150

40,331,000

正職員直接投入人員 0.74人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

9,823

60,245

50,977

・広報配布、地域のとりまとめ、環境衛生活動等の行政事務
等を各自治会で行ってもらうため交付金を交付する。
・自治会の活動に対して補助金を交付する。
・転入・転居者に関する情報提供を行う。
・自治連合会の運営等に関する支援を行う。

58,036

1,082

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

61,816

① 50,42149,339

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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②

１　市が依頼する広報をはじめとする配布物の配布、回覧、ポスター等の掲示、各種の依頼などを自治会を通じて行うことができた。

２　自治会活動が円滑に行われたことにより、環境美化や防犯活動などにつながり、住みよいまちづくりと地域自治の振興が図られた。

３　自治会説明会開催状況

改善実施済 検討中 　改善未実施

業

績

評

価

目
標
達
成
度

開催日 内容 場所

自治会説明会

新型コロナウイル
スの影響により中
止。資料を後日送

付。

①地域自治振興交付金実績報告、②自治会活動補助金実績報告、③自
治連合会名簿作成、④広報配布先の変更、⑤集会施設補修等事業補助
金、⑥市民活動補償制度、⑦認可地縁団体制度、⑧転入・転居者情報提
供サービス、⑨回覧板、⑩自治会運営の手引き配布

－

結

果

成
果
結
果

円／円

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

自治会活動補助金の交付額

事業名

令和元年度単　　位

95.33%

市民との協働をさらに前進させるため、地域課題を地域住民が主体的に解決するための取組みについて、令和元年度に引き続き、市民と専門
家を交えて研究していく。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

平成17年度から平成19年度にかけて、地域自治振興交付金と自治会活動補助金の算定基準が見直され減額
している反面、自治会に対して行政からの依頼事項等の増加により自治会負担は大きいものがあり、これ以上
のコスト削減は見込めない。また、自治会に対する助成事業であり、受益者負担の余地はない。

終了・完了

自治会活動が活性化することにより、地域の交流が図られ、自治会への加入が促進される。
また、地域コミュニティが形成されることにより、住民自治の実現につながる。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

   拡　大

平成30年度

6.48%

98.00%補助対象事業数

課題と
今後の改善策

成果向上の余地

役割分担

説   明

     縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

　　  あり　     　なし

  改善のうえで継続

自治連合会理事会からの発案である「地域課題を地域住民が主体的に解決するための取組み」について、市も一緒になって引き続き研究して
いく。

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

より多くの市民に提供されるが、日常生活に必要不可欠でない
サービス

行政関与の
妥当性官

民

役

割

分

担

評

価

廃止・休止

     縮　小

有
効
性

概ね達成された

★★★★

自治連合会理事会からの発案である「地域課題を地域住民が主体的に解決するための取組み」について、市も一緒になって引き続き研究して
いく。

 現状のまま継続

★★★★

令和2年5月28日

6

★★★★

97.57%

★★★★

令和元年度

95.66%②

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★★

コストが若干増加
している

概ね達成された

★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

自治会活動補助金の交付額

平成29年度

概ね達成された

平成17年度から段階的に算定額の見直し・縮減をしており、さらなる削減は難しく、現算定基準を維持していく。
改

革

改

善

区　　　分

②

今後の方針

主

な

取

組

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

平成30年度 成果・効率性向上度のポジション

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

広報配布や地域美化、各地域の取りまとめ等の行政事務の協力に対する地域自治振興交付金、また、地域コ
ミュニティ形成に必要不可欠な自治会活動に対する補助金を交付することで、地域の活性化を図っている市の
役割としては妥当であり、自治会活動を支援することで地域の交流が図られ、地域コミュニティの形成を促進す
ることができる。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

5

二
次
評
価

活
動
結
果

効
率
性

　効率化

↘

終了・完了

概ね達成された概ね達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

92.86%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

宗像　浩

評価判断理由（特記事項）

達成された

実施主体の妥当性

103.67%

廃止・休止

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
広報配布や地域美化、各地域の取りまとめ等の行政事務の協力に対する地域自治振興交付金、また、地域コ
ミュニティ形成に必要不可欠な自治会活動に対する補助金を交付することで、地域の活性化を図っている市の
役割としては妥当であり、自治会活動を支援することで地域の交流が図られ、地域コミュニティの形成を促進す

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

Copyright(C)2019 Yoshikawa City office.all rights reserved
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

0.74人

決算(千円)
区　　　　　分

4

吉川市単独

計画(見込)値

2,800,000

有

0.15人

0.78人

・市民まつりを盛大かつ安全に開催できる。
・市民まつりを通じ市民相互の交流と親睦を深め、コミュニ
ティの形成を図ることができる。

有 無

市民まつり運営委員会補助金交付事務

正職員間接投入人員

0.74人

4

3,300,000

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

小林　千重事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(2)コミュニティ活動の支援

第１節　コミュニティ活動の推進

会計区分第１章 ふれあい・交流・協働のまちづくり（市民交流部門）

令和元年5月27日

市民まつり運営委員会補助金交付要綱

市民等協働 市民まつり運営委員会

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

23歳平成8年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

総務管理費

市民参加推進費

まちづくり目標

市市民民ままつつりり事事業業
事前評価日

事  業   区  分

市民まつり事業

基

本

事

項

計画名

未設定

コミュニティづくり推進事業

99

令和3年度

総務費

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

2,900

0.16人

7,455

③

款 項

目

令和2年度

50110401

歳
出
予
算
科
目

3

00対象年齢

目

的

501104有

90.00

0.15人

平成30年度

-316

4

区分

（直接対象）市民まつり運営委員会
（間接対象）全市民

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

6,884

%

2,900,000

5
5

成
果
指
標

目

標

設

定

・

実

績

③

平成29年度

95.76

3

4

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

4

3,300,000

90.00

74,484

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

0.15人

国  補  助  率

10,432

0.16人

単　位

2,900,000

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

9,784

4

74,771

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

99.09

市民まつり運営委員会補助金の交付額

Ｄ

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

活

動

指

標

実績値

10,100吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

運営委員会を開催した回数

90.00

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

10,100

3

来場者の満足度

① 2,9002,800

2,900,000

目標(見込)値

72,953

2,900

①
来場者アンケートで「おもしろかった」、「また来たい」と回答した割合

企画会議を開催した回数

企画会議の会議数

3

5

⑧

直  接  事  業  費

7,132

県  補  助  率

⑦

⑩

0.74人

6,884

一部補助

県  支  出  金

団体

運営委員会の会議数
回

運営委員会構成団体数

72,877

73,706

9,78410,432

全市民の数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

回

5011 04

市民生活部 市民参加推進課 市民参画係

No.

人　　　件　　　費

3,300

9,784

-416

市　      　  債

全市民

7,300

そ   　の    他 

実績値

-316

2,800,000

73,014

5

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

5

3

・予算の確保
・イベントの工夫
・例年非常に多くの来場者が訪れるため、来場者の整理と
駐車場の確保と誘導、運営スタッフの確保など

-0.01

目標(見込)値

5

平成30年度
目標(見込)値

0.74人

5

補助金交付額

④

①

円

9,784

令和3年度

10,355

90.00

74,813

投

入

資

源

-0.04

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

計画(見込)値

予算(千円)

72,450

全額補助

0.15人

5

実績値

3

2,900,000

4

97.18

4

90.00

②

運営委員会を構成するまつり（部門）の数

人

4

3

②

正職員直接投入人員 0.78人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

6,884

9,784

2,900

・市民まつり運営委員会に補助金を交付する。
・市民まつりの企画・運営に協力する。

10,355

100

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

9,784

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有

Copyright(C)2019 Yoshikawa City office.all rights reserved

②

１　市民まつり運営委員会開催状況

２　市民まつり企画会議開催状況

改善実施済 検討中 　改善未実施

平成29年度

令和元年度単　　位

107.98%

2,525,010
効
率
性

成
果
結
果

円／回

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

運営委員会の会議数

100.00%

　　  あり　　     なし

・会場スペースや協賛金の状況等によりコストも変化するため、コスト改善の余地はわずかにある。
・出展団体からは参加費・テント使用料を徴収し事業費に充てているが、会場設営費の増加により、予備費の確
保が難しくなっている。そのため、平成29年度から新たに協賛金の募集について実施を図ったところである。

改

革

改

善

今後の方針

コスト改善の余地

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

会場設営費等が年々増加しているが、予算の範囲内で市民まつりを実施していく工夫が必要である。そのため、協賛金については、引き続き、
実施していく必要がある。

事

業

評

価

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とするが、突出した行政上の専門知識を
必要としないサービス

より多くの市民に提供されるが、突出した必需性が見当たらな
いサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

活
動
結
果

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

各まつり(5部門)から運営委員及び企画委員を選出し、また、各まつりの所管課がそれぞれ事務局となり、市民
まつりの運営、イベント等の企画に携わっている。主体は市民で構成される市民まつり運営委員会であるが、市
は、協働の観点からも団体と一緒になって開催をしているため役割分担は妥当である。
・市民まつり運営委員会に補助金を支出し、円滑な運営を図る。
・市民自ら企画運営し、参加する団体や企業等が増えることによりコミュニティ活動、市民相互の親睦、地場産業
の活性化が図れる。

・来場者や出展者の満足度を高めるため、毎年改善を図っていることから、成果向上の余地はある。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

令和元年度

来場者の満足度

結

果

説   明

有
効
性

①

課題と
今後の改善策

廃止・休止

     縮　小

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

2,446,038

★★★★★

100.00%

★★★★★

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

-3.13%

106.40%

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★★

コストが若干減少
している

達成された

★★★★★

区分

第4回 令和2年2月6日 実績報告、来年度体制等

開催回数 開催日 内　　　容

区　　　分

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★★

①

今後の方針

成果向上の余地

役割分担

評　　価

補助金交付額

令和元年10月30日

↗

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

二
次
評
価

開催日 内　　　容

第1回 令和元年5月29日 役員及び企画委員の選出、今後のスケジュール、懸案事項

第2回 令和元年8月30日 企画会議での決定事項

第3回

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

二 次 評 価 日

成果・効率性向上度のポジション

   拡　大

開催回数

　効率化

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

終了・完了

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

　　  妥当   　　 要検討

まつり実施後に出展者、職員ボランティア・来場者によるアンケート調査を行い、次回の開催に向け改善・反映をしている。また、ふるさとづくり
の推進を目的とするまつりの趣旨を鑑み「協賛金」の募集を平成29年度から開始した。

実施要領、開会式、交通安全パレード等

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

110.10%

   拡　大
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

100.00%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

第1回 令和元年6月25日 企画会議のルール、市民まつりスローガン、各分科会

第2回 令和元年7月25日 分科会（喫煙対策、予算案、ポスター、駐車場・駐輪場、パンフレット等、イベントの検討）

令和2年6月22日

宗像　浩

評価判断理由（特記事項）

達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

達成された

実施主体の妥当性

廃止・休止

第3回 令和元年8月20日 分科会（スタッフの確保、実施要領、細菌検査、イベントの検討）

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
各まつり(5部門)から運営委員及び企画委員を選出し、また、各まつりの所管課がそれぞれ事務局となり、市民
まつりの運営、イベント等の企画に携わっている。主体は市民で構成される市民まつり運営委員会であるが、市
は、協働の観点からも団体と一緒になって開催をしているため役割分担は妥当である。

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 0.14人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

1,238

8,331

7,291

・自治会が所有する集会施設の補修等に係る経費の一部を
助成する。
・コミュニティ活動に必要な備品等の整備について助成する

8,639

-19,965

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

自治会が所有している集会施設の数

数

3

6,348,000
10,355,000

10

②

3

80.00

51

3

50

②

12

50

件

14

目標(見込)値

95

活

動

指

標

実績値

18,378

補助事業の上乗せ・横出しあり

実績値

11,593

投

入

資

源

-0.01

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

8,639

⑥

95

03

⑨

補　助　・　単　独　区　分

1/2

令和元年度

細目

77

10,355,000

・市内に77の集会施設があるが、老朽化が進み、補修や維
持管理にコストがかかる。

0

目標(見込)値

77

平成30年度
目標(見込)値

0.11人

77

集会施設補修等事業補助金交付団体数

-10,000

5011

計画(見込)値

人　　　件　　　費

6,348

11,593

-83

市　      　  債

全自治会数

10,000

1,320

そ   　の    他 

実績値

11,593

① 7,09327,058

④

①

団体

-20,048

市民生活部 市民参加推進課 市民参画係

No.

コミュニティ助成金交付団体数+コミュニティ活動推進事業交付団体数
団体

集会施設数

95

95

8,3317,390

市内の自治会、町会、町内会の数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

円

予算(千円)

95

全額補助

0.03人

77

95

7777

⑧

28,378

直  接  事  業  費

1,042

県  補  助  率

⑦

⑩

0.13人

1,238

一部補助

県  支  出  金

31,901,000

助成対象自治会の事業実施数

10,355

①
補助対象自治会で実施された自治会活動補助金対象事業の数

集会施設補助金、コミュニティ助成金、コミュニティ活動助成金の交付総額

補助金の総額

7,093,000

集会施設補修等事業補助金を交付した団体の数

Ｄ

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

コミュニティ助成金及びコミュニティ活動推進事業補助金を交付した団体数

50

③

70.33

単　位

10

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

80.00

①

11,593

5

95

80.00

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

1

11

50

95

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

0.02人

国  補  助  率

7,390

0.03人

平成29年度

67

80.00

27,058,000

3

50

市内全自治会の自治会加入率 71.58

10

77
77

成
果
指
標

69.48

目

標

設

定

・

実

績

事業

%

50110301

歳
出
予
算
科
目

12,291,000

-対象年齢

目

的

501103有

50

0.03人

平成30年度

- 1/2

-10,048

10,900,000

区分

全自治会

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

1,238

コミュニティ施設等整備事業

基

本

事

項

計画名

未設定

コミュニティづくり推進事業

-

令和3年度

総務費

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

10,355

0.03人

1,348

③

款 項

目

基本目標２『市民の幸福実感を追及する』

令和2年度

自治会加入率 80.00

無

個別計画の
位置付け

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

小林　千重事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(2)コミュニティ活動の支援

第１節　コミュニティ活動の推進

会計区分第１章 ふれあい・交流・協働のまちづくり（市民交流部門）

令和元年5月27日

集会施設補修等事業、コミュニティ助成事業補助金交付要綱

補助・負担等 補助金交付

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

-特定不可 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

総務管理費

市民参加推進費

まちづくり目標

ココミミュュニニテティィ施施設設等等整整備備事事業業
事前評価日

事  業   区  分

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

0.13人

決算(千円)
区　　　　　分

3

吉川市単独

計画(見込)値

20

有

0.03人

0.14人

・自治会の負担が軽減される
・地域コミュニティの活動拠点である集会施設を維持していく
ことにより、円滑な自治会運営と活発な自治会活動を行うこ
とができる。

有 無

集会施設補修等補助金交付事務

コミュニティ助成事業補助金交付事務

正職員間接投入人員

0.13人

1

12

50110302

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

１　コミュニティ助成事業補助金

（一財）自治総合センターにおいて採択された事業に対して助成する。（助成額：10/10、限度額2,500,000円）

改善実施済 検討中 　改善未実施

きよみ野西自治会 掲示板補修 木売新田自治会 掲示板補修 鍋小路自治会 瓦剥離、トタン壁修繕 皿沼自治会 掲示板補修

4,593,000円

掲示板補修 半割町会 掲示板補修 川藤自治会

達成された

実施主体の妥当性

２　集会施設補修等事業補助金（助成額：補助対象事業費×1/2、限度額1,000,000円）

自治会名 事業内容 自治会名 事業内容

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

109.09%

増加することが良いとされる指標

下河岸町内会 外壁、内壁、屋根他 高富町内 照明器具、トイレ改修

カラオケ、コミュニティ活動備品等 2,500,000円

自治会名 事業内容 自治会名 事業内容 自治会名 事業内容

トイレ、バリアフリー化 中野２区町会

前新田自治会 掲示板補修 会野谷自治会 トイレ、フローリング工事 上広島自治会

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

評価判断理由（特記事項）

　　  妥当   　　 要検討

下広島自治会

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

終了・完了

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

達成された

↑

フローリング、掲示板他

　効率化

達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

二
次
評
価

   拡　大

自治会名 事業内容 補助金額

船渡内自治会 トイレ、床板改修他 川野自治会

一 次 評 価 日

100.00%

廃止・休止

   拡　大

合計

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

★★★★★

①

今後の方針

成果・効率性向上度のポジション

集会施設補修等事業補助金交付団体数

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

助成対象自治会の事業実施数

改

革

改

善

今後の方針

コスト改善の余地

区分

コーキング、塗装他

区　　　分

　　  あり　     　なし

達成された

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★★

コストが減少してい
る

達成された

★★★★★

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

-58.06%

134.00%

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

595,043

★★★★★

140.00%

★★★★★

有
効
性

令和元年度

166.67%①

課題と
今後の改善策

廃止・休止

     縮　小

結

果

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とするが、突出した行政上の専門知識を
必要としないサービス

提供の対象者は偏りがないが、日常生活に必要不可欠でない
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

活
動
結
果

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

集会所等は自治会所有であるため、自治会において維持管理すべきであるが、老朽化等による改修工事など
は、費用負担が大きいため、助成することにより自治会の負担軽減と自治会活動の活性化に寄与できるため、
役割分担、対象・手段については妥当である。
また、自治会の活動拠点である、集会施設等が充実することにより、自治会の活性化が図れ、地域コミュニティ
が形成される。

現在、市内に存在する集会施設は77あり、老朽化も進んでいる。コミュニティ活動の拠点である施設の補修に対
して助成することは､自治会負担を軽減し更なる地域活動の活性化につながる。
自治会活動が活性化することにより地域コミュニティが形成され、住民自治の実現が図れる。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

二 次 評 価 日 令和2年6月22日

宗像　浩

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

集会施設の老朽化等により、要望件数が増加傾向となっている。（H28：6件、H29：12件、H30：12件、R1：10件） また、宝くじ助成についても昨
今の宝くじ売り上げの減少により（一財）自治総合センターでの採択状況が厳しくなっている。（H28：2件、H29：1件、H30：1件、R1：１件）
自治会等の要望を丁寧に聞きながら適正な制度運用を図る。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

助成要望団体の増加や助成対象項目の拡大によりコストが増大するものの、補助率等について適正に設定し
ており、改善の余地はない。
また、集会施設補修等補助事業は、自治会に対し、対象事業の1/2を助成する事業であり、受益者負担は適正
である。

1,418,911
効
率
性

成
果
結
果

円／団体

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

集会施設補修等事業補助金交付団体数

令和元年度単　　位

102.00%

平成29年度

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
集会所等は自治会所有であるため、自治会において維持管理すべきであるが、老朽化等による改修工事など
は、費用負担が大きいため、助成することにより自治会の負担軽減と自治会活動の活性化に寄与できるため、
役割分担、対象・手段については妥当である。

　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

行財政改革大綱計画名

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

0.18人

決算(千円)
区　　　　　分

5

吉川市単独

計画(見込)値

2

有

0.04人

0.26人

・市民参画手続を積極的に実施する。
・市民が積極的に参画できる機会を増やす。
・市民が積極的に意見等を寄せる。
・専門的知見を有する市民からの政策提言を募り、市政に活かして
いく。

有 無

市民参画審議会運営事務
市民シンクタンク研究員登録事務

正職員間接投入人員

0.18人

3

2

50110502

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

6

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

小林　千重事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)市民参画の推進

第６節　市民参加のまちづくり

会計区分第１章 ふれあい・交流・協働のまちづくり（市民交流部門）

令和元年5月27日

市民参画条例、市民シンクタンク事業実施規則

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

16歳平成15年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

総務管理費

市民参加推進費

まちづくり目標

市市民民参参画画推推進進事事業業
事前評価日

事  業   区  分

市民参画推進事業

基

本

事

項

2

未設定

市民参加推進事業

99

令和3年度

総務費

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

186

0.05人

2,459

③

款 項

目

令和2年度

市民シンクタンク政策提言数 6

50110501

歳
出
予
算
科
目

00対象年齢

目

的

501105有

20

0.04人

平成30年度

-679

6

区分

・市民参画審議会委員
・市民シンクタンク研究員（市内在住・在学・在勤）

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

1,702

件

件
3

50
49

成
果
指
標

3研究員から提出された政策提言の数

平成29年度

55

5

6

5

20

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

4

2

20

74,484

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

0.04人

国  補  助  率

1,928

0.05人

単　位

2

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

5

①

1,888

5

74,771

5

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

③

2

市民参画手続の実施回数

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

活

動

指

標

実績値

2,566吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

職員意識啓発のための研修や庁内誌等の実施・発行回数

目

標

設

定

・

実

績
44

186

①
実施された市民参画手続の総回数

研究員懇談会、交流会、提言検討会議の開催回数

市民シンクタンク研究員懇談会、提言検討会議等の開催回数

4

市民参画審議会の会議を開催した回数

Ｄ

0.18人

1,702

一部補助

県  支  出  金

人

2

目標(見込)値

72,953

6

予算(千円)

72,450

全額補助

0.04人

50

73,014

4745

⑧

2,566

直  接  事  業  費

1,763

県  補  助  率

職員意識啓発の回数

⑦

⑩

回

市民シンクタンク研究員数

72,877

73,706

1,8871,928

全市民の数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

回

回

5011 05

市民生活部 市民参加推進課 市民参画係

No.

人　　　件　　　費

165

1,888

-706

市　      　  債

全市民

2,407

実績値

-679

2

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

50

6

・有効な市民参画手続の実施
・平成28年度から事業を開始しており、市民シンクタンク事
業の適切な運営が検討課題である

-0.01

目標(見込)値

45

平成30年度
目標(見込)値

0.18人

50

市民参画審議会の会議数

④

①

計画(見込)値

-0.08

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

⑥

123

6

20

②

令和3年度

2,646

補助事業の上乗せ・横出しあり

②

5

5

74,813

投

入

資

源

実績値

1,888

20

そ   　の    他 

市民が研究員に登録した人数

人

5

6
6

2

正職員直接投入人員 0.26人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

1,702

1,887

187

・市民参画審議会の開催
・市民の専門的知識や経験を市政に生かすための市民提
言の導入と運営
・市民参画手続の実施状況の把握
・市民参画手続の啓発
・新たな市民参画手続の研究

2,646

27

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

1,888

① 185158

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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③

1 市民参画審議会の開催状況（委員10名）

２　市民シンクタンク研究員数と主な専門分野（令和元年度末）

３　市民シンクタンク懇談会、交流会等の実施状況

４　令和元年度提言（3件）の処理状況：採用2件、一部採用1件

改善実施済 検討中 　改善未実施

平成29年度

令和元年度単　　位

615.00%

427,625
効
率
性

成
果
結
果

円／回

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

市民シンクタンク研究員懇談会、提言検討会議等の開催回数

  現状のまま継続 他の事業に統合

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

市民参画手続きについて、引き続き啓発するとともに、新たな市民参画手続きや情報提供について研究を行う。また他自治体における都市シ
ンクタンクの情報を収集しながら、吉川市らしい市民シンクタンクとなるよう研究を行っていく。また研究員のモチベーションが低下しないよう研
究員との情報交換や研修会の企画などが必要である。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

予算措置は審議委員の報酬・費用弁償及び市民参画・市民活動支援に資する研修会講師謝礼1回分のみと
なっており改善の余地はない。また、事業の性質から受益者負担の余地もない。

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

より多くの市民に提供されるが、突出した必需性が見当たらな
いサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

活
動
結
果

目
標
達
成
度

終了・完了

・市民参画条例に基づき、市民と市の協働によるまちづくりを推進するため、市民の役割及び市の役割を定めている。
・市民に行政施策や計画づくりの段階から、市民参画の機会の提供や市職員の市民参画に関する情報提供を行うことで、積
極的に市政へ参画いただき、協働によるまちづくりの実現を目指す。また市職員には、市の施策や計画づくりにおいて市民の
声を積極的に取り入れるよう働きかけ、市民参画の意識を高める。
・市民シンクタンクは、専門的知見を有する市民に研究員となっていただき政策提言を行ってもらうものであり、新たな市民参
画手法の1つとして妥当である。

市民への情報提供の方法や、新たな市民参画手続きの手法を研究し取り入れていくことで、市民の市政参画機会が増加する
余地はある。また、市職員に意識啓発や実施方法等を分かりやすくすることにより、積極的な市民参画手続きの実施が期待で
き、市民と行政によるまちづくりが推進できる。市民シンクタンクについて情報発信を行うことで、研究員の増加とそれに伴う研
究分野の拡大が見込める。また、政策提言活動の支援に資する研修や交流会などを行うことで、研究活動の向上の余地があ
る。

他の事業に統合

評価判断理由（特記事項）

課題と
今後の改善策

廃止・休止

     縮　小

有
効
性

令和元年度

二 次 評 価 日

結

果

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

471,727

★★★

60.00%

★★★

市民参画手続の実施回数

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

10.31%

275.00%

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★★

コストが増加してい
る

達成度がやや低い

★★★★★

改

革

改

善

今後の方針

コスト改善の余地

区分

福祉・医療・教育・薬学・内部管理・都市計画・まちづくり・工業デザイン・国
際・産業・システム・交通工学など

懇談会 市長からの施政方針説明、研究員との懇談：令和元年5月23日（研究員17名参加）

市民活動推進講座 市民活動推進講座「地域のチカラを引き出すファシリテーション」：令和2年2月10日（研究員等41名参加）

提言検討会議

説   明

区　　　分

　　  あり　     　なし

達成度がやや低い

★★★★★

①

今後の方針

職員意識啓発の回数

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

官

民

役

割

分

担

評

価

業

績

評

価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

受益者負担の
適正化余地

100.00%②

成果・効率性向上度のポジション

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

専門分野

47名

二
次
評
価

   拡　大

発行回数 開催期日 議題

1回 令和元年6月27日 H30年度市民参画手続の実施結果、R1年度市民参画手続きの実施予定、第三者評価事業選定

2回

達成された達成された

 改善のうえで継続

R1年度市民参画手続の進捗状況、既に完了している協働事業報告、第三者評価

研究員数

　効率化

新たな市民参画の手法として、市民が有する専門的知識及び経験を市政に生かす仕組み「市民シンクタンク事業」を平成28年度より実施し、令和元年度現在47
人の研究員登録を頂き、事業開始以降16件の提言を頂いている。また、市民参画手続の進捗や市民参画の推進に資する市民参画審議会では、平成28年度に
協働事業評価のあり方を整理し、平成29年度から協働事業の第三者評価を審議会が評価機関となり試行的に実施した。

↓

終了・完了

令和2年3月15日

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

令和2年6月22日

　　  妥当   　　 要検討

66.67%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

宗像　浩

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

廃止・休止

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

2回（令和元年7月19日、令和2年1月10日）

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

達成された

実施主体の妥当性

220.00%

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
・市民参画条例に基づき、市民と市の協働によるまちづくりを推進するため、市民の役割及び市の役割を定めている。
・市民に行政施策や計画づくりの段階から、市民参画の機会の提供や市職員の市民参画に関する情報提供を行うことで、積
極的に市政へ参画いただき、協働によるまちづくりの実現を目指す。また市職員には、市の施策や計画づくりにおいて市民の

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

Copyright(C)2019 Yoshikawa City office.all rights reserved
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 0.1人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

851

1,361

646

・市民活動サポートセンターの運営の助言、協力
・市民活動団体の活動支援
・共催・後援による団体支援
・市民活動補償制度の運営、周知・事故処理
・NPO認証等事務

1,598

-56

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

1,530

① 510566

市内に事務所を置くNPO法人の数

人

5

42
40

9

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

3

2

357

5

360

②

実績値

1,530

74,813

投

入

資

源

-0.01

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

1,598

400

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

18

40

・市民活動サポートセンター機能の充実
・市民活動サポートセンターの認知度が低い
・人口増及び対象事故件数が増加するにつれ、翌年の保険
契約料に影響が出る
・NPO法改正などの団体への周知

0

目標(見込)値

17

平成30年度
目標(見込)値

0.1人

17

市民活動推進やＮＰＯに関する周知･啓発回数

④

①

回

計画(見込)値

人　　　件　　　費

567

1,530

-81

市　      　  債

全市民

932

そ   　の    他 

実績値

-137

9

総人口

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

5011 08

市民生活部 市民参加推進課 市民参画係

No.

件

活

動

指

標

実績値

1,498吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

⑧

1,498

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

数
NPO法人数

72,877

73,706

1,3611,529

国  補  助  率

1,529

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

45

21

市民活動推進のための研修・広報・HP等周知・啓発回数

Ｄ

5

目標(見込)値

72,953

共催・後援の承認件数
件

③

0

単　位

9

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

1

①

679

①
市民活動補償制度に登録した団体・個人の数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

360

74,484

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.02人 0.02人

00対象年齢

未設定

市民参加推進事業

総務費

0.09人

予算(千円)

直  接  事  業  費

962

0.09人

851

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.02人

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

無 協働推進事業、市民総合賠償保険（庶務課）

市民活動補償制度登録団体・個人数

2

1,530

3

74,771

1

共催等名義使用の承認件数

360

NPO法人や設立を目指す市民活動団体等からの年間相談件数

NPO法人(設立を目指す団体も含む)等からの相談数

0

3

吉川市単独

72,450

全額補助

359

3

-

平成29年度

366

2

40

3

新規に設立認証を行い登記完了したNPO法人の数

9

18
16

成
果
指
標

360

0.02人

平成30年度

-137

60

区分

851

数

数

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

増減額(千円)

679

0.02人

952

③

款 項

目

令和2年度

新規NPO法人数 2

50110801

歳
出
予
算
科
目

40

計画(見込)値

5

有

0.02人

0.1人

・市民活動を活性化し、協働のまちづくりに寄与する
・安心して市民活動に携わることができる
・市民活動団体がNPO法人化すること
・社会的信頼のあるNPO法人が市内に増えること

有

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

小林　千重事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)市民活動の支援

第６節　市民参加のまちづくり

会計区分第１章 ふれあい・交流・協働のまちづくり（市民交流部門）

令和元年5月27日

市民活動補償制度実施要項、特定非営利活動促進法施行規則

一部委託 市民活動サポートセンター業務は指定管理

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

13歳平成18年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

総務管理費

市民参加推進費

まちづくり目標

市市民民活活動動推推進進事事業業
事前評価日

事  業   区  分

市民活動推進事業

基

本

事

項

計画名

市民活動補償制度事務
NPO法人設立認証等事務

正職員間接投入人員

0.09人

3

9

50110802

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

行財政改革大綱

目

的

501108有

全市民
市民活動団体
NPO法人

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

19

73,014

1617

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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③

１　市民活動サポートセンター利用状況（令和元年度） 3 市内NPO法人数（令和元年度）

No 数

① 吉川市のみに主たる事務所を置く団体 16

② 県外に主たる事務所を置く団体 -

４　NPO法人等からの相談件数


２　市民活動保障制度（令和元年度）

改善実施済 検討中 　改善未実施

　窓口相談団体数等（述べ） 16

事故内容

市民活動の会場に向かう途中の歩道で転倒し、手首を骨折

自治会行事の作業中、テントの市中支柱に指を挟み裂傷

項　目 合　計 種別

　来室者数 3,056人

　パソコン利用者数 761人

　ミーティング・作業コーナー利用者数 157人

　その他（相談・質問・打合せ） 2,138人

　新規登録団体数 5団体 内容 件数

　新規登録個人数 1人 　窓口相談件数等（述べ） 21

達成度がかなり低
い

実施主体の妥当性

0.00%

廃止・休止

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

70.00%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

宗像　浩

評価判断理由（特記事項）

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

達成度がかなり低
い

達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

終了・完了

↓

　効率化   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

平成28年4月より権限移譲を受け、NPO法人設立認証等事務の所轄庁となった。団体からの設立相談をはじめ、NPO法で各法人に求められて
いる届出・報告書等に係る相談・事務などを実施している。

改

革

改

善

区　　　分

②

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

NPO法人(設立を目指す団体も含む)等からの相談数

　　  あり　     　なし

達成度がやや低い

★★★★★

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに見直しが必要

★

コストが増加してい
る

達成度がやや低い

★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段) 令和元年度

88.89%③

平成29年度

 現状のまま継続

★★★★

令和2年5月28日

64,804

★★★

52.50%

★★★

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

概ね達成された

平成30年度

平成30年度

73.09%

0.00%新規NPO法人数

成果・効率性向上度のポジション

廃止・休止

     縮　小

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とするが、突出した行政上の専門知識を
必要としないサービス

より多くの市民に提供されるが、日常生活に必要不可欠でない
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

市民活動サポートセンターの運営は指定管理者が行うが、運営の方向性や事業などについて協力していくことは、妥当であ
り、市民活動サポートセンターの機能が充実することで、市民活動の活性化を図る。また、市民活動補償制度は市民活動の活
性化を図る支援策としての事業であり、市が関与することは妥当である。公益的な活動を行う市民活動団体等が、安心に活動
できるようにするため、市が補償制度を設立・運営し、市民活動の活性化を図る。NPO等については、平成28年4月から県より
権限移譲を受けており、吉川市において設立認証事務等の手続きが行え、市で事務を行うことは妥当である。またNPO法人
化を目指す団体にとっては、県へ出向く必要がなくなり、利便性が向上している。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

市民活動サポートセンターの認知度について課題があるため、センターとの情報交換を密にしながら、市でもさまざまな場面や手法で周知を行
いながら、登録団体数の増加を目指していく。また、NPO法人設立認証等事務については市で行っている旨を様々な機会を通じて周知し、設
立を目指す団体を支援していく。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

市民活動サポートセンターについては直接事業費はなく、市民活動補償制度については万が一の事故や怪我
に備えた保険であるため、一定の保険料の負担は生じることから特にコスト改善の余地はない。
また、市民活動の活性化を目的とした施策であり、受益者負担の適正化の余地はない。

市民活動サポートセンターでのサービス向上を図ることで、さらなる利用者の増加や市民活動が活性化する余
地はある。市民活動が活性化することにより、協働によるまちづくりの実現が図れる。
また、市民活動補償制度の周知やNPO法人化を目指す団体を支援することで、新たに登録する団体の増加や
市内NPO法人数の増加が見込まれ、市民活動が活性化することにより協働のまちづくりの実現につながる。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

37,440
効
率
性

成
果
結
果

円／件

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

NPO法人(設立を目指す団体も含む)等からの相談数
結

果

令和元年度単　　位

100.00%

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
市民活動サポートセンターの運営は指定管理者が行うが、運営の方向性や事業などについて協力していくことは、妥当であ
り、市民活動サポートセンターの機能が充実することで、市民活動の活性化を図る。また、市民活動補償制度は市民活動の活
性化を図る支援策としての事業であり、市が関与することは妥当である。公益的な活動を行う市民活動団体等が、安心に活動

　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

総人口

一部補助

7,614

③

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

正職員直接投入人員 0.8人

国  庫　支　出　金

②

100.00

72,877

73,706

100.00

7,234

6,962

7,716

直  接  事  業  費

4,889

県  補  助  率

令和3年度

7,893

100.00

当課における男女共同参画計画重点事業の年度目標実行率

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

6,962

7,234

279

「多様性を認め合い、一歩ずつ前進すること」を後期計画における
施策展開の方針とし、当課においては、市民に分かりやすく効果的
な事業を行うため、年度ごとにテーマを設け、講座や啓発紙、展示
等を実施する。また、庁内各担当課における関係事業を把握し、男
女共同参画基本計画の進捗管理を行う。

7,893

11

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

7,633

① 272261

翌4月1日現在における女性委員/全委員
40.0

人

4

100.00

⑧

72,450

全額補助

100.0
100.0

100.0

②

Ｄ

%

②

男女共同参画計画全体の重点事業の年度目標実行率
%

達成した重点事業の目標/達成すべき重点事業の目標

男女共同参画事業の進行管理
種（回）

他課における男女共同参画計画重点事業進捗状況のチェック

実績値

7,482

県  支  出  金

目標(見込)値
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

74,813

投

入

資

源

-0.05

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

100.0

目

標

設

定

・

実

績

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

女性活躍推進法が施行されるなど、男女共同参画社会の実現に向
けた国の取組が進んでいるが、当市においては審議会等における
女性委員の割合が低迷するなど、依然として男女共同参画社会の
実現に向けた取組が必要な状況である。

-0.01

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.51人

④

①

達成した重点事業の目標/達成すべき重点事業の目標

5012 01

市民生活部 市民参加推進課 男女共同参画・文化交流担当

No.

人　　　件　　　費

244

7,482

-494

市　      　  債

全市民

実績値

0.15人

73,014

-482

72,953

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

そ   　の    他 

7,633

①

活

動

指

標

実績値

7,716吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

単　位

100.00

令和元年度

区分

事  業   期  間

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

所管部署名

事務事業の性質

31歳昭和63年度 事業年齢

事 務 事 業 名

⑦

⑩

計画(見込)値

0.75人

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

成
果
指
標

23.8

50120102

平成29年度

100.00

100.0

③

40.0

0.15人 0.15人

-482

26.1

計画(見込)値

0.16人

予算(千円)

小林　千重事前評価責任者

関連付け

令和元年5月27日

吉川市男女共同参画推進条例

直営

男女共同参画推進事業

99

令和3年度

総務費 総務管理費

市民参加推進費

有

平成30年度

款 項

目

事  業   区  分
基

本

事

項

計画名

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

男男女女共共同同参参画画推推進進事事業業

歳
出
予
算
科
目

事前評価日

全市民

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

4

100.00

100.0

74,484

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

0.1人

国  補  助  率

5,133

4

74,771

40.0

4

①

25.4

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

男女共同参画基本計画

0.75人

6,962

00対象年齢

目

的

520

7,455

100.0

40.0

正職員間接投入人員 0.16人

受益者負担額（使用料・手数料等）

5,133

100.0

4 4

審議会等における女性委員の登用
%

4

吉川市単独

501201有

0.75人

決算(千円)
区　　　　　分

未設定

男女共同参画推進事業

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

計画(千円)

男女共同参画基本計画の進行管理

増減額(千円)

671

0.8人

まちづくり目標

誰もが多様性を認め合い、自分らしく生きることができる男女
共同参画社会を実現する。

有 無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

令和2年度

と
の
関
係

基
本
計
画

(1)男女共同参画の意識づくり

第２節　女と男が互いに認め合う社会づくり

会計区分第１章 ふれあい・交流・協働のまちづくり（市民交流部門）

事 業 名

吉川市一般会計

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

4

100.00

区分

対
象
指
標

Ｃ

40.0

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

１　男女共同参画審議会開催状況（委員数9名） ２　今年度のテーマに基づく啓発事業

テーマ：「多様な働き方」

9名 （1）男女共同参画週間パネル展示（6月）

（2）イベント「男女活躍・国際交流ワールドカフェ」（12月）

（3）市男女共同参画啓発紙の発行（3月）

３　その他の啓発

（1）市民団体活動等の共催（1件）

　　女性起業家によるフェスタ開催

（2）市広報やホームページへの啓発記事掲載

（3）男女共同参画センター「おあしす」からの情報発信

改善実施済 検討中 　改善未実施

100.00%

廃止・休止

達成された

実施主体の妥当性

当課における男女共同参画計画重点事業の年度目標実行率

主

な

取

組

区　　　分

　　  あり　     　なし

平成28年度中に市男女共同参画基本計画を見直すとともに、市女性活躍推進計画を同計画中に位置づけた。今後は、男女共同参画社会、ひ
いては「多様性を認め合う社会」の実現に向け、様々なテーマを切り口として事業を推進していく。また、令和２年度に「第３次吉川市男女共同
参画基本計画」が最終年度を迎えるにあたり、次期計画のための「市民意識調査」を実施する。

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

宗像浩

評価判断理由（特記事項）

二
次
評
価

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

事

業

評

価

目
標
達
成
度

77,163
効
率
性

成
果
結
果

100.00%

結

果

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

　　  妥当   　　 要検討

令和2年5月28日

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

終了・完了

達成された達成された

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

平成28年度に男女共同参画協働事業を当事業に統合し、当事業において男女共同参画基本計画に掲げる当課の事業を実施するとともに、計
画全体の進捗管理を行うものとした。

↗

 改善のうえで継続

成果・効率性向上度のポジション令和元年度

当課における男女共同参画計画重点事業の年度目標実行率

有
効
性

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★★

コストが若干減少
している

達成された

★★★★★

活
動
結
果

業

績

評

価

円／%

男女共同参画計画全体の重点事業の年度目標実行率

100.00%

増加することが良いとされる指標

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

-6.25%

100.00%

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

72,339

★★★★★

100.00%

★★★★★

コスト改善の余地

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

廃止・休止

区分

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）   拡　大

二 次 評 価 日

今後の方針

　効率化
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

  現状のまま継続

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

課題と
今後の改善策

・男女共同参画社会の実現は、国の最重要課題でもあり、「男女共同参画基本法」により、地方公共団体の責務
について定められており、妥当である。
・男女共同参画は、全ての人の生活全般に関わるものであり、全市民を対象として、計画に基づき施策・事業を
実施することは妥当である。
・「吉川市男女共同参画推進条例」及び「吉川市男女共同参画基本計画」に基づき、「すべての男女（ひと）が自
分らしく生きることができるまち」の実現を目指すものであり妥当である。

・男女共同参画基本計画に基づき、各担当部署が事業を実施しているところだが、社会状況の変化や市民の
ニーズを捉えながら、事業の実施方法の見直しを行っていくことなどにより、成果向上の余地はある。
・総合振興計画においても「女と男が互いに認め合う社会づくり」として、男女共同参画社会の実現が掲げられて
おり、上位計画への貢献度は高い。

評　　価

 効率化

上位施策への
貢献度

成果向上の余地

妥

当

性

終了・完了今後の方針 他の事業に統合  改善のうえで継続

官

民

役

割

分

担

評

価

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

説   明

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

達成された

★★★★★

①

     縮　小

 現状のまま継続

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

★★★★★

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

改

革

改

善

令和元年度

受益者負担の
適正化余地

平成29年度

期日 令和1年10月2日（水）

出席

内容
（1）第3次吉川市男女共同参画基本計画後期計画の進捗状況
について

（2）市男女共同参画推進事業に係るアイデアについて

講座開催、啓発チラシ・パンフレットの配架、市立図書館での関連図書
貸し出し等

効
率
性

単　　位

100.00%

役割分担

　　  あり　　     なし

・直接事業費においては、男女共同参画審議会等についての必要最低限の経費であり、改善は難しい。
・「すべての男女（ひと）が自分らしく生きることができるまち」の実現そのものが受益であり、受益者負担を求め
る性質の事業ではない。

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成

果果

向向

上上

度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
・男女共同参画社会の実現は、国の最重要課題でもあり、「男女共同参画基本法」により、地方公共団体の責務
について定められており、妥当である。
・男女共同参画は、全ての人の生活全般に関わるものであり、全市民を対象として、計画に基づき施策・事業を

　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 0.13人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

851

2,439

1,778

795

1/2

吉川市配偶者暴力相談支援センターにおいて、配偶者等か
らのDV相談や情報提供等の支援を行うとともに、DV やDV
防止について、広く市民へ啓発する。

3,047

-22

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

2,954

人

5

10

44

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥ 897

②

5

160

58

5

80

②

1/2

実績値

74,813

投

入

資

源

-0.04

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

70

令和3年度

2,208 2,057

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

897

内閣府の調査では「女性の約３人に１人は配偶者からの身
体的・心理的暴力等を受けたことがある」、「被害を受けた女
性の約４割はどこにも相談していない」とあることから、ＤＶ
防止啓発や相談窓口の周知を図っていく必要がある。

-0.01

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.18人

DV防止啓発活動事業の実施

④

676

①

事業

計画(見込)値

5012 03

市民生活部 市民参加推進課 男女共同参画・文化交流担当

No.

人　　　件　　　費

1,690

2,954

-392

市　      　  債

全市民

1,243

そ   　の    他 

実績値

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

DV防止及び被害者支援関係機関連携会議の実施
回

72,877

73,706

1,6002,777

839

10

10

目標(見込)値

72,953

-

2,853

直  接  事  業  費

1,763

県  補  助  率

⑦

⑩

0.09人

851

受益者負担額（使用料・手数料等）

予算(千円)

72,450

全額補助

0.02人

73,014

839

⑧

一部補助

-414

① 1,5881,610

総人口

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

2,058吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

DV講座の開催や広報・HP等での情報提供など実施媒体数

2,103

①
前年度までの登録者＋当年度登録者

活

動

指

標

実績値

90115

単　位

10

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

150

①

2,057

5

74,771

160

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

5

10

100

74,484

1/2

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

0.04人

国  補  助  率 1/2

3,453

0.03人

平成29年度

63

150

5

DV防止地域サポーター登録者数

89

目

標

設

定

・

実

績

人

件
吉川市配偶者暴力相談支援センター相談件数

10

対
象
指
標

会議の開催・参加数

70

③

成
果
指
標

158

00対象年齢

目

的

501203有

90

0.02人

平成30年度

-458

区分

全市民

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

851

Ｄ

県  支  出  金

未設定

男女共同参画推進事業

99

令和3年度

総務費

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

2,103

0.03人

1,269

③

款 項

目

令和2年度

DV相談件数 260

-

50120301

歳
出
予
算
科
目

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

小林　千重事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(5)配偶者等に対するあらゆる暴力のない社会づくり

第２節　女と男が互いに認め合う社会づくり

会計区分第１章 ふれあい・交流・協働のまちづくり（市民交流部門）

令和元年5月27日

配偶者からの暴力防止及び被害者の保護に関する法律

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

11歳平成20年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

総務管理費

市民参加推進費

まちづくり目標

配配偶偶者者かかららのの暴暴力力防防止止及及びび被被害害者者保保護護事事
業業 事前評価日

事  業   区  分

配偶者からの暴力防止及び被害者保護事業

基

本

事

項

計画名

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

0.09人

決算(千円)
区　　　　　分

5

吉川市単独

計画(見込)値

10

有

0.02人

0.13人

男女共同参画の実現を阻むＤＶや女性に対するあらゆる暴
力を根絶する。

有 無
配偶者からの暴力の防止及び被害者保護事業の啓発

配偶者からの暴力防止及び被害者保護事業の相談・支援

正職員間接投入人員

0.09人

5

10

50120302

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

男女共同参画基本計画

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

吉川市配偶者暴力相談支援センターの実績

（４）DV防止及び被害者支援関係機関連携会議の実施状況

　①市ＤＶ及び児童虐待の防止等対策庁内担当者連絡会議

　②埼玉県男女共同参画課「ＤＶ対策担当者情報交換会」

※費用弁償は通勤及び出張に係る交通費 　③埼玉県婦人相談センター「配偶者暴力相談支援センター連絡会議」

（２）相談実績（延べ件数） 　④近隣５市１町等「東南部地域ＤＶ対策連絡協議会」

　⑤東部中央福祉事務所「管内ＤＶ被害者支援担当者実務研修会」

（５）DV防止啓発活動事業の実施状況

（３）処理状況（延べ件数）

改善実施済 検討中 　改善未実施

達成された

実施主体の妥当性

111.25%

26 158 13

67

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

100.00%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

宗像　浩

評価判断理由（特記事項）

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

1 4 127

　　  妥当   　　 要検討

概ね達成された概ね達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

   拡　大

非常勤特別職
婦人相談員

人数

廃止・休止

終了・完了

　効率化

↑

二
次
評
価

113

別掲

一時保護

勤務日数 報酬

DV防止啓発活動事業の実施

   拡　大

成果・効率性向上度のポジション

有
効
性

改

革

改

善

今後の方針

コスト改善の余地

区分

100.00%①

課題と
今後の改善策

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★★

コストが減少してい
る

達成された

★★★★

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

-14.51%

90.00%

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

243,902

★★★★★

100.00%

★★★★★

結

果

区　　　分

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★

①

今後の方針

令和元年度

新規 再来

・DV防止啓発活動事業の実施により、DVの認識や吉川市配偶者暴力相談支援センターの周知が図られるた
め、成果向上の余地はある。
・総合振興計画の「女と男が互いに認め合う社会づくり」において、配偶者等に対するあらゆる暴力のない社会
をめざすための事業であり、上位施策への貢献度は高い。

66 25 158 45

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

・平成27年7月から相談員勤務日を週2日から週3日に増やし、相談体制の改善を図った。

市扶助費宿泊 他機関紹介 助言・傾聴 同行支援 その他 合計 DV証明

二 次 評 価 日

（１）相談員の配置

DV防止地域サポーター登録者数

提供の対象者は偏りがないが、日常生活に必要不可欠なサー
ビス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

活
動
結
果

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

費用弁償※

2 週3日 1,328,600円

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

　①市ホームページ、②おあしす男女共同参画コーナー、③男女共
同参画週間展、④ポスターの掲示、⑤チラシの配布、⑥DV相談案
内カードの設置、⑦DV防止　地域サポーターによる啓発、⑧講座開
催（DV防止地域サポーター養成講座）、⑨成人式啓発（デートDV予
防リーフレット配布）、⑩広報よしかわへの啓発記事掲載

廃止・休止

     縮　小

244,851円

来所 電話 出張 その他 合計

・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」により、国及び地方公共団体の責務について
定められており、妥当である。
・DVの背景には男女の固定的な役割分担意識等による経済力の格差などの社会問題があり、DV防止のため
には、被害者への支援だけでなく、全市民を対象とした啓発が必要となるため、妥当である。
・「吉川市配偶者等からの暴力防止及び被害者支援基本計画」に基づき配偶者からの暴力の防止及び被害者
の保護を図るものであり、妥当である。

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

・相談員の専門性の向上のため、相談技術の向上、公的サービス・法律等に関する知識取得のための研修等に参加する。
・被害者支援にあたり、庁内連絡会議や個別のケース会議等により、庁内関係各課と情報共有等の連携を図っていく。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

・県などの関係機関との連絡調整等への従事のため、一定の人件費を要するが、緊急でない被害者相談につ
いて、配偶者暴力相談支援センター相談員の勤務日に対応することで改善の余地がある。
・当事業の趣旨から、被害者等に対し受益者負担を求める余地はない。

285,305
効
率
性

成
果
結
果

円／事業

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

DV防止啓発活動事業の実施

令和元年度単　　位

82.86%

平成29年度

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」により、国及び地方公共団体の責務について
定められており、妥当である。
・DVの背景には男女の固定的な役割分担意識等による経済力の格差などの社会問題があり、DV防止のため

　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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― 88 ― ― 89 ―

総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 0.11人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

2,088

2,427

158

・多文化共生に関する情報を収集し、地域の多文化共生に
つながる事業を実施する。
・外国籍住民が市の情報を正しく習得できるよう、ボランティ
アを通じて翻訳・通訳を行う。
・日本語教室ボランティアスタッフ養成講座を開催する。

1,189

-3

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

2,231

① 107110

全市民のうちの外国籍住民

人

1

6
5

65

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

1

15

15

1

15

②

実績値

2,231

74,813

投

入

資

源

0.14

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

1,189

15

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

1,900

5

・外国籍住民の自立にあたり、ことばや制度の壁、互いに理解し合
う意識づくりなどの課題がある。
・市内に多いベトナム人をはじめ、外国人への情報提供ツールを生
活に重要な情報から優先して整備していく必要がある。

0.03

目標(見込)値

1,400

平成30年度
目標(見込)値

0.38人

1,700

翻訳・通訳ボランティア数

④

①

人

計画(見込)値

人　　　件　　　費

179

2,231

1,311

市　      　  債

全市民

1,010

そ   　の    他 

実績値

1,308

55

総人口

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

5012 04

市民生活部 市民参加推進課 男女共同参画・文化交流担当

No.

件

活

動

指

標

実績値

1,120吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

Ｄ

⑧

1,120

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

人
外国籍住民

72,877

73,706

2,4273,866

国  補  助  率

3,866

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

5

4

61

目標(見込)値

72,953

日本語教室ボランティアスタッフ養成講座の開催回数
回

③

11

翻訳・通訳実施件数

単　位

60

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

15

①

143

①
翻訳・通訳の実施件数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

25

74,484

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.08人 0.02人

00対象年齢

未設定

国際交流推進事業

総務費

0.25人

予算(千円)

直  接  事  業  費

3,686

0.25人

2,321

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.05人

有

0.02人

0.11人

国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的違いを認め
合い、外国人を含むすべての市民が暮らしやすい「多文化共
生社会」となる。

11

2,231

1

74,771

15

日本語教室のボランティアスタッフを養成するための講座開催数

15

ワンナイトステイを実施した件数

ワンナイトステイ実施件数

12

1

吉川市単独

年度末における翻訳・通訳ボランティア数

72,450

全額補助

計画(見込)値

59

平成29年度

12

15

3

1

日本語教室ボランティアスタッフ養成講座の参加者数

70

1,800
1,604

成
果
指
標

25

0.02人

平成30年度

1,308

7

区分

2,088

件

人

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
25

1

50

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

143

0.02人

1,031

③

款 項

目

令和2年度

日本語教室ボランティアスタッフ養成講座参加者数 20

歳
出
予
算
科
目

5

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

小林　千重事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)多文化共生の推進

第４節　国際性豊かなまちづくり

会計区分第１章 ふれあい・交流・協働のまちづくり（市民交流部門）

令和元年5月27日

市民等協働 翻訳・通訳、日本語ボランティア

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

15歳平成16年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

総務管理費

市民参加推進費

まちづくり目標

多多文文化化共共生生推推進進事事業業
事前評価日

事  業   区  分

多文化共生推進事業

基

本

事

項

計画名

有 無

正職員間接投入人員

0.25人

1

51

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

目

的

501204有

全市民

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

1,600

73,014

1,7211,486

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

１　ワンナイトステイ実施状況 ４　その他の取り組みの実施状況

　　登録世帯　  6家庭 　　「多文化共生講師派遣事業」(決算2万円)

　　実施件数　　4件 自治会などの市民団体が実施する活動に国際的な学びの要素を取り入れるなど、

多文化共生を推進するために市民団体のイベントに外国出身の講師を派遣する

２　日本語教室ボランティアスタッフ養成講座開催状況 事業。

　　開催時期　　令和元年10月

　　参加者数　　12名 　　令和元年度実施件数　　6件

　　①ネオポリス自治会「パキスタン料理会」

３　通訳・翻訳ボランティア 　　②下内川自治会パパイヤ料理ベトナム交流

　　登録者数　　61名 　　③旭小学校区体育祭でのベトナムの歌と踊りの披露

　　実施件数　　25件 (※台風により中止。事前打合せのみ実施)

　　決算　　　　　29,000円 　　④木売町会もちつき大会での中国料理提供

　　⑤吉川団地自治会「もちつき大会」チラシ翻訳講師派遣

　　⑥育まち自治会「自治会のルール」チラシ翻訳講師派遣

改善実施済 検討中 　改善未実施

達成された

実施主体の妥当性

166.67%

廃止・休止

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

100.00%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

宗像　浩

評価判断理由（特記事項）

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

概ね達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

終了・完了

↓

　効率化

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

平成29年度に実施した「ベトナムday」を契機に、外国籍住民と交流を希望する市民団体が増加し、平成30年度から、地域活動に国際理解や
多文化共生の要素を取り入れることを促すため「多文化共生講師派遣事業」を実施することとした。また、令和元年度から「地域課題を地域で
解決するための勉強会」が実施され、外国籍住民と自治会関係者を中心に多文化共生分科会が発足した。

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

令和元年度

日本語教室ボランティアスタッフ養成講座の開催回数

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★★

   拡　大

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★★

コストが増加してい
る

達成された

★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

100.00%②

平成29年度

自治会などの地域の市内団体等が、団体のイベントでの外国料理の提供や、外国の文化理解につながる演目・競技の実施など、国際理解や
多文化共生につながる事業を実施しようとする際、当面、市として支援ができる体制を取り、将来的には市民団体等と外国人コミュニティ等の
間での自主的・自発的な交流がなされることを目指し、取り組んでいく。

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

39,792

★★★★★

100.00%

★★★★★

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

109.68%

80.00%翻訳・通訳実施件数

成果・効率性向上度のポジション

廃止・休止

     縮　小

説   明

  改善のうえで継続

当面、市として支援ができる体制を取り、将来的には市民団体等と外国人コミュニティ等の間での自主的・自発的な交流がなされることを目指
し、取り組んでいく。

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

  現状のまま継続 他の事業に統合

【役割分担】多文化共生の実現は、外国人のみに周知を図り外国人のみが享受するのではなく、広く市民が対
象となるものであり、市が行うことは妥当である。
【対象・手段】多文化共生により住みよい地域社会の実現を全市民が享受することになるため妥当である。ま
た、手段について、実現に向けてさまざまな情報を提供すること、また外国人住民に正しい情報を提供する必要
があるため妥当である。
【意図】すべての市民が多文化共生の意識を持つことにより、住みよい地域社会の実現につながるため妥当で
ある。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

外国籍住民の増加により日常生活での困りごとを抱える外国籍住民の増加が懸念される。また、市民団体等と外国人コミュニティ等の自発的
な交流を発展させるために、外国籍住民のキーパーソンを把握する。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

・直接事業費である翻訳・通訳ボランティアおよび日本語教室ボランティアスタッフ養成講座の報償については、
民間と比較しても最低限度であるため、これ以上の削減は難しい。
・翻訳・通訳については、外国人住民へ市が伝えるもののため、またボランティアスタッフ養成講座は外国人住
民へ日本語を教えてくれる方を要請するものであることから、負担を求めることは難しい。

・予算には限りがあるが、制度の周知により需要も見込まれるため、成果向上の余地はある。
・総合振興計画においても「国際性豊かなまちづくり」として、多文化共生の推進が掲げられており、上位計画へ
の貢献度は高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

18,978
効
率
性

成
果
結
果

円／人

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

翻訳・通訳ボランティア数

受益者負担の
適正化余地

結

果

令和元年度単　　位

100.00%

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
【役割分担】多文化共生の実現は、外国人のみに周知を図り外国人のみが享受するのではなく、広く市民が対
象となるものであり、市が行うことは妥当である。
【対象・手段】多文化共生により住みよい地域社会の実現を全市民が享受することになるため妥当である。ま

　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

Copyright(C)2019 Yoshikawa City office.all rights reserved
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 0.2人

国  庫　支　出　金

②

人

454,000

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

1,547

2,020

550

・財政的支援として補助金を交付する。
・団体の運営及び事業を円滑に実施するため、必要に応じ
て啓発活動や支援を行う。
・団体の自主運営意識の向上を図る。

2,295

0

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

-3941,864

①

③

コ ス ト 対 象 外  (除外)

1,856

-394

14事業

計画(見込)値

現行の対象団体である吉川市国際友好協会の会員数

市　      　  債

団体の会員数

そ   　の    他 

145

投

入

資

源

-0.04

⑤

実績値

2,097

令和3年度

2,295

補助事業の上乗せ・横出しあり

②

465,000

⑥

2,778

380,000

2,800

②

市民生活部 市民参加推進課 男女共同参画・文化交流担当

No.

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

外国籍住民が増加する中、多文化共生推進の上で、交流団
体の果たす役割は大きい。協会の会員を増し協会事業の担
い手の育成を図るとともに、協会事務を支援していく必要が
ある。

-0.01

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.18人

団体の実施事業数

④

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

活

動

指

標

実績値

①

15

2,800

5012 06

対
象
指
標

③

125

団体会員の会費
円

成
果
指
標

現行の対象団体である吉川市国際友好協会の会費

2,800

130

②

⑧

2,414

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ） 2,313

実績値

136

2,414 2,020

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

吉川市国際友好協会の年間主要事業数

Ｄ

0.03人

間　 接　 経 　費　(加算)

130

単　位

14

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

550

①
日本語教室・交流イベント等の延べ参加者数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

全額補助

目

的

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.04人 0.04人

0対象年齢

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

国  補  助  率

2,313

99

県  支  出  金

2,406

平成30年度 令和3年度

0.04人

2,097

人

未設定

国際交流推進事業

総務費

0.2人

予算(千円)

直  接  事  業  費

1,763

0.16人

1,470

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

550

0.04人

1,745

款 項

目

人　　　件　　　費

550

区　　　　　分

550550

直接事業費

執 行 方 法

無

無

14

目標(見込)値

115

平成29年度

2,762

15

2,800

135

団体実施事業の延べ参加者数

2,406

450,000

140

480,000

目

標

設

定

・

実

績

区分

事  業   区  分

国際交流団体支援事業

2,840

429,550

15

令和2年度

2,800

490,000

-394

決算(千円)

歳
出
予
算
科
目

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

小林　千重事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(2)国際交流の充実

第４節　国際性豊かなまちづくり

会計区分第１章 ふれあい・交流・協働のまちづくり（市民交流部門）

令和元年5月27日

吉川市国際友好協会補助金交付要綱

補助・負担等 吉川市国際友好協会

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

24歳平成7年度 事業年齢

吉川市一般会計

市民参加推進費

まちづくり目標

事 務 事 業 名

総務管理費

基

本

事

項

計画名

国国際際交交流流団団体体支支援援事事業業
事前評価日

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

施策小項目

吉川市単独

計画(見込)値

16

有

0.04人

0.18人

国際交流団体を支援することにより、市民を主体とした幅広
い分野における国際交流を推進し、異文化の相互理解と友
好を深める。

有 無 多文化共生推進事業

吉川市国際友好協会補助金交付

正職員間接投入人員

0.16人

469,500

15

50120601

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連

501206有

全市民

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

個別計画の
位置付け

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

１　補助対象事業　R1実施状況 ２　市からの受託事業(補助金対象外)

事業費補助金：550,000円

（１）10/10補助事業 （２） 3/4補助事業

　【友好交流事業】 　【(1)以外の公共的・公益的な国際交流事業】

①ﾚｲｸｵｽｴｺﾞ市民交流 ④広報紙・広報活動

②ﾚｲｸｵｽｴｺﾞ高校生受入（隔年） ⑤市民まつり ３　教育委員会からの依頼事業

※ R1年度は未実施年 ※約 ①人権セミナー

⑦おあしす祭り

　【近隣在住外国人生活支援事業】 ⑧市民文化祭 ※約

③日本語教室 ※述べ ⑨公民館ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ

⑩料理教室 ※

⑪バスハイク ※約

⑫語学講座（ベトナム語）

改善実施済 検討中 　改善未実施

101.43%

廃止・休止

40名参加

24名参加

令和2年6月22日

宗像　浩

評価判断理由（特記事項）

達成された概ね達成された概ね達成された

 改善のうえで継続

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

実施主体の妥当性

100.00%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

      あり　　     なし

終了・完了

   拡　大

二 次 評 価 日

区　　　分

　　  あり　     　なし

達成された

⑥ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾌﾚﾝﾄﾞｼｯﾌﾟﾊﾟｰﾃｨｰ 480名参加

1000名来場

　効率化

一 次 評 価 責 任 者

改

革

改

善

106.67%①

主

な

取

組

　　  妥当   　　 要検討

団体の実施事業数

単  位
当たり
コスト

★★★★

①

今後の方針

↗

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

増加することが良いとされる指標

達成された

 現状のまま継続

団体実施事業の延べ参加者数

より多くの市民に提供されるが、日常生活に必要不可欠でない
サービス

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

144,261

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★★

コストが若干減少
している

達成された

★★★★

区分

★★★★★

成果・効率性向上度のポジション評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段) 令和元年度

  改善のうえで継続

 効率化

平成20年度に協会の自主運営を強化し、市の人的支援を削減した。

1256名参加
（スタッフ含む） 40名参加

コスト改善の余地

令和2年5月28日

今後の方針

二
次
評
価

有
効
性

効
率
性

説   明

成果向上の余地

役割分担
事

業

評

価

評　　価

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

外国籍住民者数の増加に伴う事業参加者の増加が予想される中、対応可能な会員ボランティアや、会費収入が不足している。協会と協会事
業のPRを積極的に行い、協会の会員を増やすとともに、協会事業の担い手の育成を図っていく必要がある。また、事業に携わるボランティア会
員の負担を軽減するため、協会事務の支援についても引き続き行っていく必要がある。

団体の実施事業数

平成29年度

・協会の支援対象である外国籍市民が増加傾向にあるため、成果向上の余地はある。
・協会が実施している各事業は、総合振興計画に掲げる国際交流や多文化共生の推進に貢献している。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

受益者負担の
妥当性

　　  あり　　     なし

・従来より、補助金が不足する分を会費で補充しており、市負担分のコスト改善の余地はない。また、協会会費
には限りがあるため、市の財政的支援の減は直接、協会事業数の減につながるため、削減は難しい。
・協会の事業は、ボランティアにより実施しているものであり、協会に受益者負担を求めるものではない。

・協会が実施する事業は、国際交流や多文化共生の推進を図るために必要な事業であるため、市が協会を支
援することは妥当である。
・市民団体である協会が主体となって各事業を実施することが、国際交流や多文化共生の推進につながるた
め、協会に対して必要な支援を行うことは妥当である。
・協会の目標を達成するため、組織の拡大と人材の育成を図ることが、各事業の円滑な実施につながるもので
あり、妥当である。

　　  あり　　     なし

妥

当

性

他の事業に統合 廃止・休止

     縮　小

     縮　小

上位施策への
貢献度

行政関与の
妥当性官

民

役

割

分

担

評

価

150,865

①青少年親善訪問団派遣事業(研修のみ実施)

②外国籍児童・生徒への日本語学習支援

結

果

円／事業

公  　共  　性

活
動
結
果

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

令和元年度単　　位

99.21%

効
率
性

成
果
結
果

平成30年度

平成30年度

-4.38%

98.64%

★★★★★

100.00%

★★★★★

0
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-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
・協会が実施する事業は、国際交流や多文化共生の推進を図るために必要な事業であるため、市が協会を支
援することは妥当である。
・市民団体である協会が主体となって各事業を実施することが、国際交流や多文化共生の推進につながるた

　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 0.35人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

3,249

3,355

218

・財政的支援として補助金を交付する。
・協会の運営及び事業を円滑に実施するため、必要に応じ
て啓発活動や支援を行う。
・団体の自主運営意識の向上を図る。

3,549

1

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

① 184183

人

473,000

6

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

460,000

244

440,000

230

②

実績値

3,467

230

投

入

資

源

-0.01

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

令和3年度

3,549

230

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

岩手県一関市（旧室根村）との交流を推進していくにあたり、
交流団体の役割は大きく、今後も交流活動団体の運営を支
援・強化し、団体を通じて、都市間交流により、人と人との交
流を深めていく。

-0.02

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.35人

主要事業数

④

①

事業

計画(見込)値

人　　　件　　　費

195

3,467

-246

市　      　  債

吉川・室根交流協会会員数

3,417

そ   　の    他 

実績値

-245

7

（個人、家族、団体会員の総数）

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

5012 08

市民生活部 市民参加推進課 男女共同参画・文化交流担当

No.

活

動

指

標

実績値

3,600吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

⑧

3,600

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

218

210

3,3553,561

国  補  助  率

3,561

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

吉川・室根交流協会の年間主要事業数

Ｄ

5

目標(見込)値

200

吉川・室根交流協会会費
円

③

単　位

6

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

218

①
吉川・室根交流協会の年間主要事業参加者数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

300

215

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.07人 0.07人

-対象年齢

未設定

国内交流推進事業

総務費

0.35人

予算(千円)

直  接  事  業  費

3,366

0.34人

3,171

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.07人

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

無 国内交流事業

主要事業延べ参加者数

0

450,000

225

（個人、家族、団体会員の総数）

300

485,000

吉川市単独

206

全額補助

222

449,000

6

平成29年度

331

495,000

6

成
果
指
標

230

0.07人

平成30年度

-245

区分

3,249

人

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

増減額(千円)

229

0.09人

3,331

③

款 項

目

令和2年度

50120801

歳
出
予
算
科
目

計画(見込)値

7

有

0.07人

0.35人

国内交流団体を支援することにより、市民を主体とした幅広
い分野における国内交流を推進し、都市間の友好を深める。

有

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

小林　千重事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)国内交流の充実

第５節　都市間交流における人づくり

会計区分第１章 ふれあい・交流・協働のまちづくり（市民交流部門）

令和元年5月27日

吉川・室根交流協会補助金交付要綱

補助・負担等 吉川・室根交流協会

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

22歳平成9年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

総務管理費

市民参加推進費

まちづくり目標

国国内内交交流流団団体体支支援援事事業業
事前評価日

事  業   区  分

国内交流団体支援事業

基

本

事

項

計画名

吉川・室根交流協会補助金

正職員間接投入人員

0.35人

479,000

6

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

目

的

501208有

国内交流団体

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

-

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

222

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

１　補助対象事業　R1実施状況 ２　主要事業延べ参加者数

事業費補助金：155,000円

（１） 10/10補助事業

　【交流事業】

①なまずの里マラソン受け入れ

②ふるさと探検隊in一関 ④市民まつり受け入れ

③市民まつり受け入れ ⑤室根っ子探検隊in吉川

④室根っ子探検隊in吉川

（２） 3/4補助事業

　【広報事業】

①会報紙発行事業

改善実施済 検討中 　改善未実施

※森は海の恋人植樹祭体験ツアー事業を計画したが、最少催行人員を

　 下回ったため、中止となる。

計

222人

事業名

①なまずの里マラソン受け入れ

②ふるさと探検隊in一関

③室根産業文化祭

吉川から 室根から

34人 25人

26人

2人

40人 22人

47人 26人

149人 73人

概ね達成された

実施主体の妥当性

96.52%

廃止・休止

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

100.00%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

宗像　浩

評価判断理由（特記事項）

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

終了・完了

↓

　効率化   拡　大

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

協会の会員数の拡大や事務事業の見直しなどを促し、協会の自主財源率の向上に努めてきた。
改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

主要事業数

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★★

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★

コストが増加してい
る

概ね達成された

★★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段) 令和元年度

100.00%①

平成29年度

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

671,066

★★★★

83.33%

★★★★★

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

30.49%

110.33%主要事業延べ参加者数

成果・効率性向上度のポジション

廃止・休止

     縮　小

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策性及び専門性について、中間に位置するサービス
提供の対象者は偏りがないが、日常生活に必要不可欠でない
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

市民団体である協会が主体となって実施する交流事業は、吉川市が友好提携を締結している岩手県一関市（旧
室根村）との交流を推進するために必要な事業であり、市が協会を支援することは妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

協会の会員数を増やし、事業実施方法の効率化を行い、協会の交流事業を発展することで、人件費コストの削減につなげる。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

補助金の交付額については、協会の会員数の拡大や交流事業実施方法の効率化により抑制できる余地はある
が、協会の活動は会員のボランティアにより行われているため、協会に負担を求めるものではない。

多くの市民が交流できる事業を検討・実施することにより、成果向上が期待できる。また、協会が実施している事
業は総合振興計画に掲げる「都市間交流における人づくり」に貢献している。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

514,266
効
率
性

成
果
結
果

円／事業

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

主要事業数
結

果

令和元年度単　　位

106.09%

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
市民団体である協会が主体となって実施する交流事業は、吉川市が友好提携を締結している岩手県一関市（旧
室根村）との交流を推進するために必要な事業であり、市が協会を支援することは妥当である。　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

分割納付誓約・納税誓約
差押

正職員間接投入人員

8.7人

1,073

1,588

20510206

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

行財政改革大綱

目

的

205102有

市税滞納者

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

54,375

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

9,653

国  補  助  率

51,969

80,403

10,339 -333③

Ｄ

0.62人

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

山口　剛介事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)財源の確保

第５節　持続可能な財政運営

会計区分第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

令和元年5月27日

地方税法、国税徴収法、吉川市税条例

一部委託 再発行納付書作成

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

-特定不可 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

徴税費

賦課徴収費

まちづくり目標

市市税税滞滞納納整整理理事事務務
事前評価日

事  業   区  分

市税滞納整理事務

基

本

事

項

計画名

令和2年度

国民健康保険税収納率（現年課税分） 92.58

1,030

20510203

歳
出
予
算
科
目

13,000

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

1,350

吉川市単独

計画(見込)値

1,465

有

0.62人

8.87人

滞納している市税の納付意思を促し滞納を解消させる。
納付意思の低い滞納者は、滞納処分（差押え・交付要求等）
による滞納市税の強制徴収及び不良租税債権処理を行うこ
とにより、滞納を解消させる。

有 無

99.10

0.62人

9,833

平成30年度

-4,741

14,000

区分

72,090

%

%

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
99.14

1,931

1,200
1,050

800,000
1,035,816

成
果
指
標

94.69現年課税分収納額÷現年課税分調定額

平成29年度

99.25

93.78

12,557

1,350

32,710

2,000

2,500

94.50

分割納付誓約書または納税誓約書を取り交わした件数

99.10

納税催告書、差押予告書の発送件数

文書催告件数

差押調書の件数

12,582

1,205

目標(見込)値

5,700

3,655

4,000

30,11429,756

4,036

全額補助

88,333

県  補  助  率

⑦

⑩

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.59人 0.63人

00対象年齢

未設定

徴収事業

総務費

8.7人

予算(千円)

直  接  事  業  費

65,955

8.7人

72,090

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

6,192

0.63人

75,345

款 項

目

全年齢

単　位

1,470

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

94.50

①

6,192

①
現年課税分収納額÷現年課税分調定額

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

99.10

3,000

94.37

10,672

14,000

受益者負担額（使用料・手数料等）

受益者負担率（⑩÷⑤）

Ｂ

特
定
財
源

市税収納率（現年課税分）

93.78

一部補助

県  支  出  金

千円

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

納税相談件数
件

③

②

対
象
指
標

1,200,000

3,114

807,184

2051 02

総務部 収納課 納税係

No.

-813

1,590

市税を滞納している人数

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

市税滞納額

50,647

1,263,673

⑧

⑨

補　助　・　単　独　区　分

9,833

令和元年度

細目

800,000

13,000

現年度課税分のみの滞納者に対しては、滞納繰越をさせな
いよう早期の対応が重要となる。
納付意思の低い滞納者に対しては、税負担の公平性を保つ
ため、徹底した滞納処分を行う必要がある。

-0.01

目標(見込)値

1,400,000

平成30年度
目標(見込)値

7.64人

1,000,000

財産差押件数

3,928

④

①

件

計画(見込)値

令和3年度

38,746

2,500

投

入

資

源

-0.17

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

件

活

動

指

標

実績値

34,855吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

1,050

99.00

人　　　件　　　費

4,795

実績値

32,710

54,375

94.50

99.10

2,000

99.20

②

翌年度へ繰り越す市税滞納額

人

1,363

13,939
13,000

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

72,090

87,520

5,385

57,406

納税催告（文書・電話）を行い、納税相談や自主納付を促す。夜間・
休日納税相談窓口を開設して納税相談の機会を提供し、生活状況
に応じた納税計画を立て完納に導く。
自主納付の見込みがない滞納者は、財産調査を行い、財産を差し
押さえ、換価後に滞納市税に充当する。また、交付要求による配当
を滞納市税に充当する。

90,715

1,207

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

88,115

① 5,0913,884

②

1,350

正職員直接投入人員 8.87人

国  庫　支　出　金

1,030

88,115

-1,687

市　      　  債

市税滞納者

53,478

9,985

73,777

そ   　の    他 

実績値

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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②

１　収納率の推移 ２　収入未済額の推移

３　滞納処分（差押え）件数と徴収金額の推移 ４　財産調査の推移

改善実施済 検討中 　改善未実施

令和元年度単　　位

100.10%

平成29年度

64,808
効
率
性

成
果
結
果

円／件

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

納税相談件数
結

果

文書催告や納税交渉を繰返し行うことで自主納付に繋げられ、納税交渉後にも自主納付が望めない滞納者に
対しては、滞納処分を実施することにより収納率向上が望める。なお、滞納処分は滞納者に与える影響が強く、
その後の自主納付に繋がるケースが多い。滞納整理事務を推進し、収納率を向上させることにより財源確保が
望める。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

     縮　小

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

滞納整理に関する業務は、大部分が公権力を行使するものであり、私人への委託を禁じられている。（＊「滞納
者に対する電話での自主納付の呼びかけ」等の公権力を行使しない範囲で認められているものもある。）また、
自主納付へ導くための納税交渉や、財産の差押えによる滞納処分の実施は、税負担の公平性を確保するため
評価は妥当である。

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

特定の個人又は集団に提供されるが、日常生活に必要不可欠
なサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

廃止・休止

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

25.86%

100.15%市税収納率（現年課税分）

成果・効率性向上度のポジション

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

81,566

★★★★★

103.22%

★★★★★

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★

コストが増加してい
る

達成された

★★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

コスト改善の余地

区分

達成された

★★★★★

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

前年比 収入未済額 前年比

納税者は税負担の公平性を望んでおり、滞納解消を図っていくことで徴収面からの公平性を確保していく必要がある。このため、引き続き、繰
返しの納税交渉により自主納付を促すほか、資力に応じて早期に滞納処分を実施していく。

評　　価

　　  あり　　     なし

滞納者や滞納額を増やさないためには、文書催告等を強化することが必要である。また、滞納処分にかかるコ
ストの大半は人件費であり、コスト改善の余地は乏しい。なお、滞納者の自主納付の推進又は滞納処分を行う
事務事業であり、受益者負担の適正化余地には関わりがない。

文書催告件数

　　  あり　     　なし

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

二
次
評
価

活
動
結
果

業

績

評

価

収入未済額

令和元年度

110.31%③

1,205件 82.3% 56,760件 103.4% 59,560件

今後の方針

事

業

評

価

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

滞納整理事務は、滞納者への催告や納税交渉を繰返し行うことが収納率向上につながるため、催告等の内容や実施時期を見直して効率化を
図ってきた。また、納税交渉を行い自主納付をさせることを基本とするが、納税意思や交渉余地がない滞納者に対しては、資力に応じて早期に
滞納処分を実施することとした。

平成29年度 平成30年度 令和元年度

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針

　効率化

平成29年度 平成30年度 令和元年度

評価判断理由（特記事項）

終了・完了

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

　　  妥当   　　 要検討

   拡　大

二 次 評 価 日

↓

令和2年6月22日

山口　剛介

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

100.44%

減少することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

182,860,272円 83.0%

1,035,815,673円 82.0% 807,184,130円 77.9%

収納率 前年比 収納率 前年比 収納率

92.3%

達成された達成された

 改善のうえで継続

概ね達成された

実施主体の妥当性

98.6% 0.0 現年課税分

99.94%

廃止・休止

73.8%

合計 89.4% 1.3 91.0%

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

23.7% 2.6 23.7% 0.0 滞納繰越分 1,080,813,156円 87.1% 876,919,050円 81.1%

件数・金額 前年比 件数・金額 前年比 件数 前年比 件数

前年比 収入未済額 前年比

158,896,623円 86.9% 160,143,355円 100.8%現年課税分 98.4% 0.4 98.6% 0.2

前年比 件数 前年比

差押件数 1,588件 141.8% 1,465件

647,040,775円

1.6 92.3% 1.3 合計 1,263,673,428円 86.5%

104.8%104.9% 62,436件

滞納繰越分 21.1% 2.1

徴収金額 153,759,352円 146.7% 140,992,902円 91.7% 95,412,554円 67.7%

平成29年度 平成30年度 令和元年度

財産調査

平成29年度 平成30年度 令和元年度

件数・金額 前年比

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
滞納整理に関する業務は、大部分が公権力を行使するものであり、私人への委託を禁じられている。（＊「滞納
者に対する電話での自主納付の呼びかけ」等の公権力を行使しない範囲で認められているものもある。）また、
自主納付へ導くための納税交渉や、財産の差押えによる滞納処分の実施は、税負担の公平性を確保するため

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合

Copyright(C)2019 Yoshikawa City office.all rights reserved
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

有 無

消込処理
過誤納金還付（充当）処理

正職員間接投入人員

2.39人

3,716

15.27

20510104

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

行財政改革大綱

目

的

205101有

市税納税者

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

14,935

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

3,495

0

18,359

10,818,000

94,484

11,253,271

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

山口　剛介事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(3)財源の確保

第５節　持続可能な財政運営

会計区分第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

令和元年5月27日

地方税法、地方自治法、吉川市税条例ほか

一部委託 収納データ管理及び督促状等の作成

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

-特定不可 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

徴税費

賦課徴収費

まちづくり目標

市市税税収収納納整整理理事事務務
事前評価日

事  業   区  分

市税収納整理事務

基

本

事

項

計画名

11,091,569

258

3,547

15.50

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

17,464

2,840

0.16人

99

19,352

③

款 項

目

440

令和2年度

市税収納率（現年課税分） 98.05

6

20510103

歳
出
予
算
科
目

355,000

10,787,000

0.17人

2,701

平成30年度

-302

350,000

区分

1.07%

19,802

千円

%

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

15.00

10,941,876
11,143,486

成
果
指
標

現年課税分市税収納額÷現年課税分市税調定額

平成29年度

10,984,101

98.39

353,281

3,800

収納消込した市税収納額

98.36

24,586

3,600

1.10% 1.10%

95,000

98.58

過誤納付金として事務処理した件数

10,644,000

納付された市税を消込処理した件数

市税収納消込件数

5

98.56

3,800

吉川市単独

92,289

全額補助

-0.05%

5

計画(見込)値

14.55

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.21人 0.16人

00対象年齢

未設定

徴収事業

総務費

2.39人

予算(千円)

直  接  事  業  費

23,882

2.39人

19,802

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.17人

有

0.17人

2.28人

市税を納期限内に納付することができるようにする。

単　位

15.00

令和元年度

区分

440

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

98.60

①

17,464

①
現年度課税分市税収納額

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

319

10,787,000

94,000

督促状作成件数÷４税目の納期ごと納税者数

Ｄ

14.80

目標(見込)値

92,108

過誤納付市税還付件数
件

③

98.57

355,266

1.12%

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

2,741

350,000

⑧

37,020

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

千円
市税調定額

93,427

93,000

22,54623,972

国  補  助  率

13,359

42,594

件

活

動

指

標

実績値

22,848吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

11,146,256

2051 01

総務部 収納課 納税係

No.

人　　　件　　　費

15,217

414

6

39,967

853

市　      　  債

市税納税者数

13,753

2,743

18,949

そ   　の    他 

実績値

0.61%

1,712

15.50

税目別市税納税者の合計

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

⑨

補　助　・　単　独　区　分

2,701

令和元年度

細目

10,941,876

355,000

納付については、令和元年10月から地方税共通納税システムが一
斉稼働し、納税者にとって、より納付しやすい環境が整えられるが、
納付方法は多様化しており、引き続き新たな納付方法を研究してい
く。また、納付方法が多様化することで煩雑化する消込作業を効率
的に遂行できる手法を検討する必要がある。

0.01

目標(見込)値

10,995,746

平成30年度
目標(見込)値

2.77人

11,001,965

督促状作成率

2,015

④

①

%

-1

0.81%

計画(見込)値

10,775,000

95,000

投

入

資

源

0.11

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

5

令和3年度

25,465

実績値

24,586

413

5

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

3,800

98.58

10,963,194

3,700

10,848,000

②

現年度課税分市税調定額

人

3,866

350,204
355,000

15.00

14,935

正職員直接投入人員 2.28人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

19,802

38,732

17,053

15,768

納付された市税の消込作業により、速やかな収納の確認と
過誤納金の還付手続きを行う。
納期限内までに完納しない納税者に対しては、督促状によ
り納付を促す。

39,148

760

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

39,967

① 16,09115,330

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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③

納付方法別内訳の推移【普通徴収市県民税（県税分含む）・固定資産税・軽自動車税・国民健康保険税】

改善実施済 検討中 　改善未実施

合計件数 239,238件 100.0% 236,475件 100.0% 230,031件 100.0%

合計金額 7,583,799,578円 100.0% 7,490,505,374円 100.0% 7,408,092,254円 100.0%

口座振替
件数 69,260件 28.9% 68,339件 28.9% 67,561件 29.4%

金額 2,863,518,020円 37.8% 2,807,929,275円 37.5% 2,787,873,407円 37.6%

ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ
件数 77,944件 32.6% 77,896件 32.9% 78,242件 34.0%

金額 1,432,951,814円 18.9% 1,437,405,432円 19.2% 1,485,998,072円 20.1%

平成29年度 平成30年度 令和元年度

窓口
件数 92,034件 38.5% 90,240件 38.2% 84,228件 36.6%

金額 3,287,329,744円 43.3% 3,245,170,667円 43.3% 3,134,220,775円 42.3%

結

果

令和元年度単　　位

101.75%

新たな納付方法の導入などにより納税者にとって納付しやすい環境を整えることで収納率の向上が見込めるこ
とから、成果向上の余地があると判断する。
督促状の送付などにより自主納付の推進を行うことで収納率の向上が見込めるため、上位施策への貢献度は
高いものと判断する。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

105
効
率
性

成
果
結
果

円／件

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

市税収納消込件数

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

市の自治事務であり、原則として、徴収又は収納の事務を私人へ委託することは禁じられているため妥当であ
る。ただし、委託が認められる業務もあることから、今後も継続して情報収集に努める。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

市税等の納付については、納税者の利便性向上を図るため、新たな納付方法について、他自治体における納付方法の実施状況などを引き続
き研究し、具体的な検討を行う必要がある。また、納付方法が多様化した場合、煩雑化する消込作業を効率的に遂行するための手法を研究す
る必要がある。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

収納業務に係るコストの大半は、収納管理業務全般の電算システムと人件費であり、コスト改善の余地はない。
なお、納税者から納付された市税等の管理または自主納付の推進を行う事業であり、受益者負担の適正化余
地は関わりがない。

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

説   明

  改善のうえで継続

納税者の利便性を図るため、新たな納付方法について検討していく。

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

廃止・休止

     縮　小

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

4.04%

103.20%収納消込した市税収納額

成果・効率性向上度のポジション

新たな納付方法について、具体的な検討を進める。

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

109

★★★★★

101.33%

★★★★★

令和元年度

106.13%①

平成29年度

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★★

コストが若干増加
している

達成された

★★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★★

   拡　大

督促状作成率

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

収納管理業務全般において電算システムが導入されており、事務効率化が図られている。
改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

　効率化

↘

終了・完了

達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

101.48%

減少することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

山口　剛介

評価判断理由（特記事項）

達成された

実施主体の妥当性

102.25%

廃止・休止

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
市の自治事務であり、原則として、徴収又は収納の事務を私人へ委託することは禁じられているため妥当であ
る。ただし、委託が認められる業務もあることから、今後も継続して情報収集に努める。　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 4.39人

国  庫　支　出　金

②

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

件
台帳管理数

53,605

53,700

38,39441,365

当市に本籍のある人の数

②

9,400

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

27,382

43,213

10,884

65

① 10,880

本籍数

人

9,271

8
8

3,000

実績値

39,522

54,200

投

入

資

源

-0.51

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

補助事業の上乗せ・横出しあり

計画(見込)値

⑨

補　助　・　単　独　区　分

令和元年度

細目

21,300

8

近年の戸籍事務は、外国人による渉外戸籍の届出が増加
するなど年々多様化、複雑化され、常に職員の専門的知識
や蓄積された経験が求められている。

-0.04

目標(見込)値

20,600

平成30年度
目標(見込)値

4.06人

21,300

戸籍台帳関係編製処理件数

0

④

①

件

2031 01

総務部 市民課 戸籍係

No.

人　　　件　　　費

10,981

4,742

44,230

-4,401

市　      　  債

吉川市本籍人口数

65

36,733

そ   　の    他 

-4,489

活

動

指

標

実績値

42,894吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

令和3年度

36,366

20,900

20,640

47,701

県  補  助  率

回

99.50

9.94%

受益者負担額（使用料・手数料等）

11.00%

8

交付件数合計（本庁で交付した有料交付件数）

99.00

職場研修の実施回数

職場研修の実施

41,022

53,015

全額補助

3,020

実績値

9.94%

12

11.20%

4,754

⑥

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

99.00

⑧

1.06%

54,200

単　位

3,000

令和元年度

区分

4,644

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

16,848

①
窓口アンケートにより「窓口対応を満足」と回答した数÷全回答者数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

戸籍届出の処理数

Ｄ

3,274

目標(見込)値

53,000

戸籍謄抄本の交付件数
件

③

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.31人 0.27人

00対象年齢

未設定

戸籍管理事業

総務費

3.3人

予算(千円)

直  接  事  業  費

35,021

3.88人

32,332

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

11,932

款 項

目

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

100.00

9,100

27,382

%

令和3年度

間　 接　 経 　費　(加算)

歳
出
予
算
科
目

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ

受益者負担率（⑩÷⑤）

0.3人

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

9,400

54,275

21,308

8

4,574

99.00
戸籍届出と住民異動届への対応満足度

99.00
99.00

②

9,400

8

9,250

目

標

設

定

・

実

績
98.60

9,059

3,100

7

令和2年度

3,000

21,300
20,981

成
果
指
標

コ ス ト 対 象 外  (除外)

64

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

国  補  助  率

63

46,002

34,606

10.50%

8

4,6444,593

54,200

吉川市単独

計画(見込)値

3,057

区分

平成29年度

0.24人

3.53人

国籍及び親族法上の身分関係を正しく反映させることが必
要。また、証明書請求の可否が公正に行われ、必要とする証
明を的確に把握することで、証明発行が迅速かつ適切に行
われるようになる。

有 無

0.24人

平成30年度

戸籍謄抄本の交付
出生届出の受付

正職員間接投入人員

3.3人

9,286

3,011

-4,501

20310102

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

目

的

203101有

本籍人及び新戸籍届出人の身分公証

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

岡田　なるみ事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

会計区分

令和元年5月27日

戸籍法

一部委託 機器の保守業務委託

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

72歳昭和22年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

戸籍住民基本台帳費

戸籍住民基本台帳費

まちづくり目標

戸戸籍籍管管理理事事業業
事前評価日

事  業   区  分

戸籍管理事業

基

本

事

項

計画名

0.34人

30,138

③

20310101

11.81%

Ｂ

特
定
財
源

63

・出生届、婚姻届等を審査受理し、それぞれの戸籍に正確
に記載する。
・戸籍管理のシステムを安全かつ円滑に稼働させ、請求に
応じて戸籍謄本等の証明書を交付する。

-88

有

64

39,314

10,968

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

１　届出事件件数 ２　戸籍証明書交付手数料

※市民課交付分のみ

改善実施済 検討中 　改善未実施

件数

316

367

57

9,286

金額（円）

119,000

110,100

17,100

4,754,900

件数 種別

戸籍謄本

戸籍抄本

除籍謄本

除籍抄本

件数

4,926

1,342

2,197

30

種別

受理証明

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

8

90

件数 件数

642

2

1

金額（円）

2,216,700

603,900

種別

帰化

国籍喪失 2

17

3,274

8

件数

4

0

4

入籍

分籍

国籍取得

種別

追完

その他

不受理申出

合計

2

戸籍証明

身分証明書

諸証明

合計

2

0

33

509

種別

0

81

0

171

21

1

国籍選択

外国国籍喪失

氏の変更

名の変更

転籍

就籍

姻族関係終了

相続人排除

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

概ね達成された

実施主体の妥当性

達成された達成された

 改善のうえで継続

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

　　  妥当   　　 要検討

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

終了・完了

出生

国籍留保

認知

↑

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

平成10年に戸籍の電算化を実施し、事務処理時間の短縮を図った。東日本大震災の際、被災地の一部で戸籍データが正本・副本とも同時に
滅失した経験を踏まえ、平成25年9月、遠隔地にある法務局（データセンター）へ戸籍の副本をＬＧ－ＷＡＮで送信する「戸籍副本データシステ
ム」を稼働させた。平成29年7月3日より、戸籍関係証明について、コンビニ交付サービスを導入した。

養子縁組

養子離縁 19

3

696

195

99.60%

廃止・休止

51

1,647,750

22,500

17,850

職場研修の実施

平成29年度

死亡

失踪

復氏

今後の方針

有
効
性

法73の2

婚姻

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

改

革

改

善

　　  あり　     　なし

 現状のまま継続

     縮　小

親権等

戸籍届出と住民異動届への対応満足度

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果・効率性ともに今後も維持・発
展させる

★★★★

コストが減少してい
る

達成された

★★★★★

達成された

コスト改善の余地

区分

一 次 評 価 責 任 者

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

★★★★★

①

-15.41%

100.51%

令和元年度

87.50%③

終了・完了

課題と
今後の改善策

他の事業に統合

二 次 評 価 日

説   明

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

令和2年5月28日

廃止・休止

法定受託業務であり、各種戸籍関係証明の発行及び届出に関する処理を市が行うことは妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

　効率化

令和2年6月22日

事

業

評

価

今後の方針
二
次
評
価

区　　　分

   拡　大

日暮　康博

評価判断理由（特記事項）評　　価

　　  あり　　     なし

戸籍手数料については、「地方公共団体の手数料の標準に関する政令」で額が決められている。戸籍記載等の
事務の一部を外部委託することも可能だが、制度導入自治体の実施規模や委託事業内容、費用対効果、課題
等について調査研究していく必要がある。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続

   拡　大

一 次 評 価 日

15,604
効
率
性

成
果
結
果

  改善のうえで継続

 効率化

経常業務の度合が高いが、行政上の専門知識を必要とする
サービス

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

年々、複雑多様化する戸籍事務について、研修や業務経験を通じて知識技術を習得し、適切に対応する必要がある。

本籍人の身分公証である戸籍謄抄本の交付は、請求に応じて行う受動的なものであり、成果向上の余地はない
が、窓口における市民満足度の向上については、引き続き取り組んでいく。

成果・効率性向上度のポジション

訂正・更生

離婚

法77の2

743

9

円／件

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

戸籍台帳関係編製処理件数

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

妥

当

性

活
動
結
果

業

績

評

価

目
標
達
成
度

100.00%

増加することが良いとされる指標

83

種別

結

果

令和元年度単　　位単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

★★★★

13,199

101.01%

概ね達成された

平成30年度

★★★★★

100.00%

★★★★★

平成30年度

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
法定受託業務であり、各種戸籍関係証明の発行及び届出に関する処理を市が行うことは妥当である。

　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

20320102

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

目

的

203201有

全市民、届出人及び請求者

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

-

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

12,828

⑦

0.64人

11,829

平成30年度

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

岡田　なるみ事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

会計区分

令和元年5月27日

住民基本台帳法

一部委託 機器の保守業務委託

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

52歳昭和42年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

戸籍住民基本台帳費

戸籍住民基本台帳費

まちづくり目標

住住民民基基本本台台帳帳事事業業
事前評価日

事  業   区  分

住民基本台帳事業

基

本

事

項

計画名

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

62,728

12,423

0.5人

-303

60,355

③

款 項

目

8,245

令和2年度

19

-

20320101

歳
出
予
算
科
目

2,000

有 無

住民票の写し等各種証明書の交付

転入届出の受付

8.90%

66,289

%

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
98.60

8,529

29,266

正職員間接投入人員

7.93人

28,242

11,391

Ｄ

219

11,000

成
果
指
標

平成29年度

99.50

1,281

29,000

11,421

目標(見込)値

72,953

住民票等証明書交付枚数
枚

吉川市単独

72,450

全額補助

-0.89%

17

計画(見込)値

11,566住民異動（転入・転出・転居等）の処理件数（附票含む）

12,000

-98

8.62%

12,998

⑧

-

84,860

県  補  助  率

73,014

5.85% 5.85%

⑩

一部補助

県  支  出  金

3,174

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.52人 0.54人

00対象年齢

未設定

住民基本台帳事業

総務費

7.93人

予算(千円)

直  接  事  業  費

58,743

6.73人

56,079

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.52人

有

0.64人

7.07人

住民に関する事務処理の基礎とするとともに、住民の住所に
関する届出等の簡素化を図り、住民の利便性の向上が図ら
れる。

単　位

11,000

令和元年度

区分

8,245

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

①

62,716

①
窓口アンケートにより「窓口対応を満足」と回答した数÷全回答数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

8,327

99.00

74,484

③

72,877

73,706

1,745

9.79%

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

12,726

2,000

71,02465,547

国  補  助  率 -

81,464

枚

活

動

指

標

実績値

67,850吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②
住民票等証明書交付枚数

99.00

カードの発行枚数

マイナンバー（個人番号）カード発行枚数

対
象
指
標

2,000

区分

①

件

計画(見込)値

99.00戸籍届と住民異動への対応満足度

74,771

29,000

99.00

81,770

29,000

11,000

年度末現在の吉川市の人口（日本人・外国人）

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

②

29,000

100.00

28,000

99.00

②

2032 01

総務部 市民課 市民係

No.

人　　　件　　　費

9,893

8,308

19

140,834

1,717

市　      　  債

基本台帳人口

12,505

54,362

そ   　の    他 

実績値

10.47%

12,505

7,391

⑨

補　助　・　単　独　区　分

11,829

-

令和元年度

細目

50,812

3,000

社会環境の変化により、厳正な個人情報管理が求められているとと
もに、人口の増加に伴って、住民異動等の増加が見込まれる。ま
た、番号法の公布を受け、平成27年度より個人番号の付番や通知
カードの送付、カードの交付事務を行っている。

0.02

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

6.81人

住民異動処理件数

④

7,376

17

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥ 50,812

74,813

投

入

資

源

0.23

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

12

令和3年度

75,788

-

実績値

81,758

8,210

人

28,126

1,549
3,000

11,000

4,313

正職員直接投入人員 6.5人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

66,289

92,251

23,777

8,685

-

住民の居住関係の公証、選挙人名簿の登録その他の住民
に関する事務処理の基礎とするとともに、住民の住所に関
する届出等の簡素化を図り、あわせて住民に関する記録の
適正な管理を図るため、住民に関する記録を正確かつ統一
的に行う。

96,637

5,977

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

140,846

① 23,74917,772

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有

Copyright(C)2019 Yoshikawa City office.all rights reserved

①

１　住民基本台帳人口（日本人住民＋外国人住民）

２　主な住民異動処理件数

改善実施済 検討中 　改善未実施

住民基本台帳人口 73,014人 72,877人 137人増 72,450人

異動内容 件数 異動内容 件数

転入 2,019件 職権記載 1,270件

令和元年度単　　位

101.01%

住民異動処理件数
結

果

588件

世帯変更 261件

R2.4.1現在 H31.4.1現在 増減 H30.4.1現在

　社会情勢の変化や法改正等により、複雑・多様化する住民基本台帳事務に対し、引き続き適切に対応することが求められている。また、マイ
ナンバーカードの交付促進及び市民への周知が必要である。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

　社会保障・税番号制度によるマイナンバーカードの管理や交付などの窓口運営のため、会計年度任用職員の
採用などが必要であり、総合的なコスト改善は難しい。また、平成18年度に住民票等の証明書交付手数料を1件
200円から300円に改定しており、すでに適正化を図っている。

　処理件数の増減は、主に外的要因（自然増減[出生・死亡]と社会増減[転入・転出]）によるものであり、成果向
上の余地はないが、案内係や住民異動届時などの職員対応への市民満足度向上については、高い評価がもら
えるよう引き続き取り組んでいく。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

受益者負担の
適正化余地

終了・完了

課題と
今後の改善策

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

  現状のまま継続 他の事業に統合

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

廃止・休止

     縮　小

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

10.09%

100.51%

有
効
性

戸籍届と住民異動への対応満足度

成果・効率性向上度のポジション

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

8,077

★★★★★

103.83%

★★★★

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★

コストが増加してい
る

達成された

★★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

今後の方針

コスト改善の余地

区分

　　  あり　     　なし

概ね達成された

★★★★★

   拡　大

住民異動処理件数

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

7,337
効
率
性

成
果
結
果

平成29年度

円／件

公  　共  　性

令和元年度

105.15%①

日暮　康博

評価判断理由（特記事項）

転居 948件 出生 572件

転出 1,989件 死亡

受益者負担の
妥当性

業

績

評

価

目
標
達
成
度

　住民基本台帳法及び住民基本台帳施行令に基づく事務であり、住民の居住関係の公証、選挙人名簿の登
録、その他住民に関する事務処理の基礎とするとともに、住民の居住に関する届出等の簡素化を図るものであ
ることから、妥当である。

　住民異動にはさまざまな制度が関連しており、市が担う住民基本台帳事務の内容は年々複雑化している。遺漏なく迅速に手続きを進めるた
めに他課関連業務や個人番号制度等に関する職員研修を実施し、職員の資質向上を図っている。また、市民の利便性を高めることを目的に
住民票等のコンビニ交付サービスを平成29年7月に開始した。

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

94.93%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

　効率化

令和2年6月22日

↓

終了・完了

達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

概ね達成された

実施主体の妥当性

99.60%

廃止・休止

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
　住民基本台帳法及び住民基本台帳施行令に基づく事務であり、住民の居住関係の公証、選挙人名簿の登
録、その他住民に関する事務処理の基礎とするとともに、住民の居住に関する届出等の簡素化を図るものであ
ることから、妥当である。

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

正職員直接投入人員 0.6人

-

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

3,945

10,171

-

4,768

-

2,185

旅券申請書の提出を受け、書類審査のうえ埼玉県パスポー
トセンターを経由し、作成されたパスポートの内容にエラー
がないか確認した上で、申請者へ交付する。

9,447

-391

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

9,406

① 4,7565,148

人

293

244

2,319

-

12

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

295

0.83

2,100

295

2,300

②

実績値

7,108

72,500

投

入

資

源

0.05

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

12

令和3年度

7,250

2,000

⑨

補　助　・　単　独　区　分

-

令和元年度

細目

埼玉県から旅券の申請及び交付に関する事務の権限移譲
を受け、平成25年10月1日から旅券の申請・交付を行ってい
る。旅券の不正取得を防止するため、防犯に対する環境・意
識の向上が必要である。

0

目標(見込)値

平成30年度
目標(見込)値

0.6人

旅券申請窓口開設日数

-11

④

①

日

計画(見込)値

人　　　件　　　費

4,750

12

9,439

367

市　      　  債

住民基本台帳人口（外国人を除く）

-

2,196

5,048

そ   　の    他 

実績値

-25

244

住民基本台帳人口（年度末、外国人を除く）

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

2032 04

総務部 市民課 市民係

No.

活

動

指

標

実績値

7,988吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

Ｄ

⑧

10,196

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

71,273

72,000

7,9747,979

国  補  助  率

2,185

9,959

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

237

目標(見込)値

71,500

旅券交付窓口開設日数
日

③

3.16

旅券の交付件数

単　位

244

令和元年度

区分

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

3.20

①

5,494

①
旅券を交付した件数

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

1,500

72,000

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.05人 0.04人

00対象年齢

未設定

旅券事務事業

総務費

0.5人

予算(千円)

直  接  事  業  費

5,209

0.65人

5,415

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.05人

有

0.01人

0.55人

これまで、旅券を申請及び交付するには埼玉県パスポートセ
ンター（春日部支所等）まで行かなければならなかったが、吉
川市役所で申請し、交付ができるようになり、市民の利便性
が向上する。

2.95

7,075

295

72,500

2.07

市役所で旅券交付の窓口を開設した日数

2,100

12

2.98

295

吉川市単独

市役所で旅券申請の窓口を開設した日数

70,964

全額補助

計画(見込)値

244

12 0

平成29年度

2,259

2.90

295

旅券交付件数÷住民基本台帳人口（外国人を除く）

244

成
果
指
標

600

0.01人

平成30年度

-

-14

区分

3,945

件

%

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績
2,121

295

244

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

5,461

0.05人

4,679

③

款 項

目

令和2年度

旅券の交付率 2.79

12

20320701

歳
出
予
算
科
目

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

岡田　なるみ事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

(1)権限移譲の推進

第７節　地方分権の推進

会計区分第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

令和元年5月27日

旅券法、吉川市旅券事務取扱要綱

直営

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

6歳平成25年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

戸籍住民基本台帳費

戸籍住民基本台帳費

まちづくり目標

旅旅券券事事務務事事業業
事前評価日

事  業   区  分

旅券事務事業

基

本

事

項

計画名

有 無

旅券申請
旅券交付

正職員間接投入人員

0.5人

291

244

20320702

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

目

的

203203有

旅券の申請者

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

2,319

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

1,968

71,293

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

旅券申請・交付件数及び開設日数

改善実施済 検討中 　改善未実施

概ね達成された

実施主体の妥当性

92.22%

廃止・休止

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

100.00%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月22日

日暮　康博

評価判断理由（特記事項）

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

達成された達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

終了・完了

↘

　効率化

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

　受付時に効率的な対応ができるよう、申請書類等の改善を行った。
改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

令和元年度

旅券申請窓口開設日数

　　  あり　     　なし

達成された

★★★★★

   拡　大

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★

コストが若干増加
している

概ね達成された

★★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

100.00%①

平成29年度

 現状のまま継続

★★★★★

令和2年5月28日

42,915

★★★★

97.13%

★★★★★

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

達成された

平成30年度

平成30年度

2.70%

107.57%旅券の交付件数

成果・効率性向上度のポジション

廃止・休止

     縮　小

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

経常業務の度合が高いが、行政上の専門知識を必要とする
サービス

特定の個人又は集団に提供され、しかも日常生活に必要不可
欠でないサービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

業

績

評

価

目
標
達
成
度

終了・完了

課題と
今後の改善策

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度

効
率
性

妥

当

性

  現状のまま継続 他の事業に統合

　埼玉県からの権限移譲を受け、平成25年10月から旅券窓口を開設し、パスポートの申請・交付事務を開始し
た。これまでは、県パスポートセンターまで出向かなければならなかったが、身近な市役所で対応できるようにな
り、市民の利便性が向上することとなることから、妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

　申請書の記載事項や写真の規格などに詳細な規定があることから、職員の能力向上と経験の蓄積が必要であるため、引き続き職員研修に
取り組んでいく。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

　日曜日の旅券交付に勤務した時間を振替休暇で対応するなど、人件費の抑制に努めている。また、旅券交付
手数料については、受益者負担適正化に市は関与していない。

　旅券の交付は個人の申請に基づくものであり、その増減は社会的・経済的要因などにより左右されやすいた
め、市の取り組みによる成果向上の余地はない。ただし、パスポート申請・交付ができることを知らず、県パス
ポートセンターへ出向くことのないよう、広報などを通じて引き続きＰＲに取り組んでいく。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

41,786
効
率
性

成
果
結
果

円／日

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

旅券申請窓口開設日数

受益者負担の
適正化余地

結

果

令和元年度単　　位

105.00%

令和元年度 平成30年度 平成29年度

申請
件数 2,069件

8.7件/日
2,265件

9.3件/日
2,115件

8,7件/日
開設日数 237日 244日 244日

交付
件数 2,121件

7.3件/日
2,259件

7.7件/日
2,100件

7.1件/日
開設日数 291日 293日 295日

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

③経常的・一般専門性 ④政策的・一般専門性

①政策的・行政専門性②経常的・行政専門性

-10

-5

0

5

10

-10 -5 0 5 10

大

低

高 高

低

ｺｺｽｽﾄﾄ改改善善ｴｴﾘﾘｱｱ

大

改
善
の
必
要
性

小

改
善
の
必
要
性

小

必 需 性

選 択 性

公
益
性
・
共
同
消
費
性

私
益
性
・
個
人
消
費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討
　埼玉県からの権限移譲を受け、平成25年10月から旅券窓口を開設し、パスポートの申請・交付事務を開始し
た。これまでは、県パスポートセンターまで出向かなければならなかったが、身近な市役所で対応できるようにな
り、市民の利便性が向上することとなることから、妥当である。

　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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総 務 費



～

法定受託事務 自治事務

有 無

有 無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無

人

人

有 無 住民基本台帳事業

出生届出の受付
住民票の写し等各種証明書の交付

正職員間接投入人員

5.41人

31,230

23,973

20330113

市まち・ひと・しごと創
生総合戦略との関連 無

個別計画の
位置付け

目

的

203301有

全市民

事務事業を取巻く
環境の変化 ・実

施上の課題

99

間　 接　 経 　費　(加算)

コ ス ト 対 象 外  (除外)

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

4,528

0

53,700

73,014

54,275

事　務　事　業　評　価　シ　ー　ト令和元年度

岡田　なるみ事前評価責任者

関連付け
と
の
関
係

基
本
計
画

会計区分

令和元年5月27日

地方自治法

一部委託 機器の保守業務委託

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事 業 名

所管部署名

事務事業の性質

27歳平成4年度 事業年齢

吉川市一般会計

事 務 事 業 名

戸籍住民基本台帳費

市民サービスセンター費

まちづくり目標

市市民民ササーービビススセセンンタターー窓窓口口業業務務事事業業
事前評価日

事  業   区  分

市民サービスセンター窓口業務事業

基

本

事

項

計画名

98.65

7,533

33,855

25,400

第４期実施計画の位置付け
ここをクリックすると

実施計画事業一覧へジャンプ

増減額(千円)

5,934

4,635

0.95人

143

52,107

③

款 項

目

6,553

令和2年度

窓口対応満足度（東部市民サービスセンター） 100.00

14

20330101

歳
出
予
算
科
目

10

100.00

0.9人

4,413

平成30年度

-1,496

9

区分

11.65%

48,808

%

%

令和3年度

目

標

設

定

・

実

績

25,000

54,200
53,605

成
果
指
標

窓口対応に関するアンケートに「満足」と回答があった割合

平成29年度

99.18

100.00

11

33,500

窓口対応満足度（駅前市民サービスセンター）

100.00

52,588

33,500

11.08% 11.08%

74,771

100.00

市民サービスセンター総取扱件数－各種証明交付数

100.00

職場研修の実施回数

職場研修実施回数

12

99.33

33,500

吉川市単独

72,450

全額補助

-0.66%

12

計画(見込)値

23,850

当初(千円)

平成29年度 令和2年度

決算(千円) 決算(千円)

0.89人 0.95人

00対象年齢

未設定

市民サービスセンター事業

総務費

5.41人

予算(千円)

直  接  事  業  費

49,286

5.41人

48,808

施策小項目

ここをクリックすると
総合戦略施策一覧へジャンプ 類 似 事 業

業務プロセス(№・名称）

施　　　　策

決算(千円)
区　　　　　分

0.9人

有

0.9人

5.62人

土・日・祝日に各種申請・届出や公金の納付、証明書の交付
を受けることができる。

単　位

25,000

令和元年度

区分

6,553

事  業   期  間

計画(千円)

Ｃ

100.00

①

5,934

①
窓口対応に関するアンケートに「満足」と回答があった割合

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

毎年繰り返し

根拠法令等

直接事業費

執 行 方 法

無

7,453

100.00

74,484

戸籍関係、住民票関係、印鑑証明、税証明の交付数

Ｄ

21,714

目標(見込)値

72,953

各種証明交付以外の取扱件数
件

③

99.44

10

12.31%

受益者負担額（使用料・手数料等）

Ｂ

特
定
財
源

受益者負担率（⑩÷⑤）

4,492

10

⑧

60,813

県  補  助  率

⑦

⑩

一部補助

県  支  出  金

人
本籍人口

72,877

73,706

51,82151,350

国  補  助  率

58,899

回

活

動

指

標

実績値

53,316吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

②

対
象
指
標

53,015

2033 01

総務部 市民課 駅前市民サービスセンター

No.

人　　　件　　　費

5,085

7,485

14

59,155

-2,215

市　      　  債

全市民

4,298

51,023

そ   　の    他 

実績値

12.79%

-2,145

25,400

住民基本台帳人口：日本人＋外国人

指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

⑨

補　助　・　単　独　区　分

4,413

令和元年度

細目

54,200

10

取扱業務が多岐にわたるとともに、制度改正等が頻繁に行われる
ため、職員に幅広い知識が求められる。また、マイナンバー制度の
導入や証明書のコンビニ交付開始による効果等を踏まえた市民
サービスセンターのあり方について検討する必要がある。

-0.05

目標(見込)値

53,000

平成30年度
目標(見込)値

5.26人

54,200

各種証明交付数

④

①

件

-649

12.08%

計画(見込)値

100.00

74,813

投

入

資

源

-0.21

⑤

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

16

令和3年度

54,237

実績値

52,588

6,836

12

補助事業の上乗せ・横出しあり

⑥

②

33,500

100.00

99.51

33,500

100.00

②

吉川市に本籍がある者の数

人

33,283

10
10

25,000

正職員直接投入人員 5.62人

国  庫　支　出　金

②

前年度の事務事業
有無・事務事業番号

手　　　 　段
（どのような事業

を行うのか)

48,808

58,669

5,297

市民サービスセンターで各種申請・届出の受付、公金の収
納、各種証明書の交付を行う。

61,702

-73

意　　　図
(対象にどのよう
な状態になって

ほしいのか)

対　　   　象
（誰を、何を）

全年齢

59,155

① 5,2265,299

有有 無無

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

法定受託事務 自治事務

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

　　　有 　　　無 有 　無 　　　有 　　　無有 無

有 無

　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無　　　　有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

有 無無有
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①

市民サービスセンター業務取扱状況

改善実施済 検討中 　改善未実施

北部 743件 804件 11,137,579円 1,562件 459,270円

合計 17,696件 12,932件 227,551,043円 22,316件 6,835,970円

申請届出件数 収納件数 収納金額 住民票等交付件数 手数料等金額

駅前 15,433件 9,977件 177,489,353円 17,927件 5,581,790円

東部 1,520件 2,151件 38,924,111円 2,827件 794,910円

結

果

令和元年度単　　位

99.51%

職場研修の実施等による職員の能力向上や、関係部署との連携により、さらなる成果の向上につながることか
ら、成果向上の余地はある。
市民の利便性の向上や市民満足度を高める上での貢献度は高い。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

他の事業に統合

2,550
効
率
性

成
果
結
果

円／件

公  　共  　性 受益者負担の
妥当性

各種証明交付数

受益者負担の
適正化余地

  現状のまま継続 他の事業に統合

戸籍や住民基本台帳に関する事務は、市が担うべきものであり、役割分担は妥当である。
対象や手段は法令等で定められており、妥当である。
各種証明の交付や申請・届出、市税等の納付が土・日・祝日に可能になるとともに、より身近な施設で手続きす
ることも可能になることから、意図は妥当である。

      あり　　     なし

　　  あり　　     なし

・多岐にわたる取扱業務を円滑に行えるよう、職場研修の実施や業務マニュアルの更新、市民サービスセンター間での情報共有を継続する。
・市民サービスセンターの効果的な運用が図られるよう、引き続き検討を行っていく。

事

業

評

価

評　　価

　　  あり　　     なし

主なコストは人件費であり、コスト改善の余地はない。
平成18年4月に手数料条例を改正し、受益者負担（手数料）の適正化を図った。また、吉川市使用料・手数料見
直し検討委員会設置要綱に基づき、原則３年ごとに精査・検討を行っている。

成果向上の余地

役割分担

　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

上位施策への
貢献度
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終了・完了

課題と
今後の改善策

説   明

  改善のうえで継続

 効率化

政策的意思決定を必要とし、かつ行政上の専門知識を必要とす
るサービス

より多くの市民に提供され、しかも日常生活に必要不可欠な
サービス

行政関与の
妥当性

主

な

取

組

官

民

役

割

分

担

評

価

廃止・休止

     縮　小

有
効
性

単  位
当たり
コスト

増加することが良いとされる指標

概ね達成された

平成30年度

平成30年度

5.96%

99.18%窓口対応満足度（駅前市民サービスセンター）

成果・効率性向上度のポジション

 現状のまま継続

★★★★

令和2年5月28日

2,702

★★★★

86.86%

★★★★

令和元年度

93.90%①

平成29年度

単位当たり経費変動率(当該年度単位コスト－前年度単位コスト）÷前年度単位コスト)

成果の維持と効率性の改善が必
要

★★★★

コストが若干増加
している

概ね達成された

★★★★

評　価　指　標　名(上段)　／　指　標　の　性　質(下段)

一 次 評 価 責 任 者

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針

コスト改善の余地

区分

　　  あり　     　なし

概ね達成された

★★★★

   拡　大

各種証明交付数

二 次 評 価 日

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

・職員の資質向上のため、定期的に職場研修を実施するとともに、業務マニュアルを作成し、随時、更新している。また、業務に関する様々な
事柄について、市民サービスセンター間での情報共有を図っている。
・マイナンバー制度の普及や各種証明のコンビニ交付の実施状況等を踏まえた市民サービスセンターのあり方について検討を行った。

改

革

改

善

区　　　分

①

今後の方針
二
次
評
価

活
動
結
果

　効率化

↘

終了・完了

概ね達成された概ね達成された

 改善のうえで継続

  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討

これまでの
改善（検討）状況と

その内容

　　  妥当   　　 要検討

ト ー タ ル コ ス ト × １ ， ０ ０ ０ 円

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

意　　　図

対象・手段

   拡　大
「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

94.38%

増加することが良いとされる指標

一 次 評 価 日

令和2年6月19日

日暮　康博

評価判断理由（特記事項）

概ね達成された

実施主体の妥当性

98.65%

廃止・休止
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公
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・
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費
性

私
益
性
・
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人
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費
性

③選択・私益 ④選択・公益

①必需・公益②必需・私益

経
常
業
務

政
策
形
成

一般専門性

大大

成成
果果
向向
上上
度度

小小

小小 効効率率性性向向上上度度 大大

低低改改善善
（（取取組組のの見見直直

しし））

成成果果

のの見見直直しし

高高改改善善
（（維維持持継継続続））

ココスストト

のの見見直直しし

行政専門性

　　  あり　　     なし

      あり　　     なし

 現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小  効率化

終了・完了

改善実施済 検討中 　改善未実施

　　  妥当   　　 要検討
戸籍や住民基本台帳に関する事務は、市が担うべきものであり、役割分担は妥当である。
対象や手段は法令等で定められており、妥当である。
各種証明の交付や申請・届出、市税等の納付が土・日・祝日に可能になるとともに、より身近な施設で手続きす

　　  妥当   　　 要検討　　  妥当   　　 要検討

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討  　　妥当　　    要検討

　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討　　  妥当　   　 要検討

　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし　　  あり　     　なし

      あり　　     なし      あり　　     なし

　　  あり　　     なし　　  あり　　     なし

廃止・休止

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小 　効率化

終了・完了  現状のまま継続   改善のうえで継続 他の事業に統合
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